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１．ネズミ対策検証委員会委員長総括 

 

小笠原ネズミ対策検証委員会委員長 

織 朱實 

 

１．１検証委員会設置の目的と経緯、限界 

（１）目的 

 本検証委員会は、まずは①平成 21 年度に実施した殺鼠剤散布事業の環境影響、②平成 26

年度に予定した兄島の殺鼠剤空中散布事業の中止に至る経緯を検証することにより、行政が

実施したネズミ対策事業への島民の不信感を払拭し、環境への適切な配慮をしたネズミ対策

のあり方を提言することで、陸産貝類をはじめとする保全対象（以下、保全対象）の保全を

目的とするものである。 

 

（２）経緯 

近年、兄島の陸産貝類に対するクマネズミ（外来種）の食害が顕著になっており、危機遺

産へと転じる危険性が高まってきたことが小笠原諸島世界自然遺産地域科学委員会（以下、

科学委員会）より指摘されるようになってきた。平成21年度に実施された殺鼠剤の空中散布

は、無人島からのネズミの根絶を目的としたことから、散布面積が広く、海岸部まで散布域

としたものであった。また、面積当たりの散布量が通常の１回当たりの農薬使用量より多く

散布されたことから、特に有人島に近接した無人島での実施にあたっては、ネズミだけでな

く他の生物への影響を含め自然環境や人の健康への影響を考慮する必要があった。しかし、

当該事業実施に至る経緯、環境への影響等検討事項について住民にも分かりやすい説明がな

されることがなく、合意形成が十分でない中で、事業が進められてきた。また、殺鼠剤の空

中散布によるネズミの駆除は、大きな環境リスクを背負う一方で、ネズミが殺鼠剤に暴露さ

れる確率によってその効果は大きく左右されることから、科学的不確実性の高い事業である

といえる。それにもかかわらず、平成21年度の空中散布事業は、海外事例を参照して、環境

影響の事前・事後調査や影響緩和策が十分でないままに実施された。また、根絶をすれば再

侵入はないという前提で計画が策定され、ネズミ対策の難しさや保全対象を守る目的が十分

に整理されない中で、島民説明会において空中散布によりネズミを根絶する計画として説明

された後、駆除が行われた。こうした中、駆除島嶼でネズミが再確認された後、生態系被害

が再発し、平成26年度に再びネズミ駆除の計画が持ち上がった。この時点でネズミの再侵入

の可能性が指摘されながらも、根絶か緊急対応かの対応策が明確に示されないまま、殺鼠剤

の空中散布事業を実施しようとしたため、事業の実施体制に対する住民の不信感が高まった。

その最中に過去の説明資料中の毒性に関連する数値に不備を確認したことが契機となり、環

境省が自ら平成 26 年度に予定されていた兄島における殺鼠剤の空中散布事業の中止と事業
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の見直しを決めるに至った。数値ミスは本来あってはならないことだが、このミスが判明し

ていなければ事業は従前通りに実施された可能性があり、この事業中止と見直しの議論がき

っかけとなって、事業の意思決定プロセスや環境影響評価に対する科学的な検証の必要性が

あらためて認識された。 

 本委員会は、こうした経緯の下で、設置されたものである（詳細な経緯については、報告

書で詳述する）。 

 

（３）検証委員会の限界 

検証委員会の検証過程において、実施した実証試験は、検体入手が不可能なため実験がか

なわなかったものがある（例えば、アカガシラカラスバトを使用しての影響実験等）、また、

具体的な施策にむけての提言を行っていく組織ではないこと等から限界があるものでもある。

この点については、検証委員会開催中、数度にわたり傍聴者、委員、助言者等から具体性が

かけると批判を受けたが、当委員会の設置目的が平成21年度に実施した殺鼠剤散布事業の検

証、平成26年度事業中止経緯の検証を行うことにより環境配慮を含めた今後の事業の進め方

の提言を行うものであることから、実証試験の内容には不足があることを承知した上で、得

られた知見を最大限活用したものであり、そうした観点から提言作成においても一定の限界

を有するものである。本委員会は、最終的にはネズミ対策事業への島民の不信感を払拭する

ことを期待するものであるが、それらの作業には長く継続的なコミュニケーションが必要で

あり、本検証をもって直ちに払拭するには至らないものの、不信感払拭に向けての体制を構

築し、まずはその第一歩としたい。 

 

１．２検証委員会の実施事項 

 平成27年２月に設置された検証委員会は、合計６回の委員会を開催した。そこで、以下の

事項の検証を行ってきた。 

①過去の事業の検証 

 住民がネズミ対策事業について、何を不安に思っているのか、どこに不信の原因がある

のか、どんな情報が必要とされているのか、こうした事項を明らかにするために、検証委

員会ではさまざまなかたちで住民から意見をきき、問題を明らかにしようと試みた。平成

27 年３月に第１回検証委員会が開催され、平成 28 年３月まで６回の会議が公開の場で開

かれ、論点整理、課題抽出、今後の事業への提言を行った。また、環境省では複数回にわ

たる関係者へのヒアリング、ネズミ対策の必要性を理解してもらうための兄島現地視察会

や意見交換会、検証委員会の議論の経緯についての住民説明会等を開催した。さらに、小

笠原の世界遺産を守る枠組みとして小笠原諸島世界自然遺産地域連絡会議（以下、地域連

絡会議）や科学委員会が重要な役割を有していることから、検証にあたってはこれらの枠

組みとの連携をとりながら、問題点の抽出を行った。 
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②非標的種への影響および環境への影響の実証試験 

 土壌・水等への流出試験および各種の非標的種（海水魚類、淡水生物、オカヤドカリ、

淡水性カメ、数種節足動物類等）へのダイファシノンの直接的影響の確認、および体内蓄

積量の分析等の実証試験を実施し、さらに捕食者に対しての二次的影響に対する考察を行

った。 

③ベイトステーション再開に向けての要請 

 平成21年度のネズミ対策事業が、こうした検討や環境配慮が十分でないまま実施されて

きたことが大きな問題であることが明らかになってきたものの、一方で陸産貝類の危機は

予断を許さないものであるという「科学委員会」からの指摘を受けて、環境省によって、

ベイトステーションによる駆除再開に向けての検討を行うために、これまでの「ネズミ対

策検討会」を発展的に解消し、新たに地域連絡会議の構成員と専門家の参画による「兄島

陸産貝類保全プロジェクト会議」が設置された。本来であれば検証が終了してから事業が

再開されるべきではあるが、事業中止による陸産貝類等へのネズミ食害の被害が見過ごせ

ないレベルに達していることから、検証委員会は、環境省に対し、平成27年年８月にベイ

トステーションを用いた西島での対策を参考にした緊急対応実施を要請し、兄島の一部の

重要保全エリアで緊急対応として、ネズミによる陸産貝類の食害に対するベイトステーシ

ョンの使用による低減策が実施された。 

 

１．３検証の方法 

 １．２①過去の事業の検証で述べたように、検証委員会、住民説明会、個別のヒアリング

等で出された意見等のキーワード分析を行い、問題点の抽出を行った（表１）。 

 

１．４検証により明らかになったこと 

 詳細は本報告書で分析を行っているが、島民の代表的な疑問としては、「なぜ数値のミスが

生じたか」、「なぜダイファシノンが選択されたのか」、「なぜ空中散布という手法なのか」、「実

施に向けての手続きが、島民不在で進められているのではないか」、「一回限りでネズミは根

絶されると理解していたのに、実際には根絶が難しく、継続して行われる事業であった」、「ネ

ズミ対策事業の実施体制が、適切でない(入っているべき専門家が不在)」、「殺鼠剤散布によ

る環境への影響について十分な検討が行われていない」、「殺鼠剤散布による、十分なリスク

低減手法の検討が行われていないまま事業が実施されている」、「効果判定方法や前提条件が

整備されていないまま進められている」等が挙げられた。これらの疑問、不信を大きく以下

の要因に分類し、検証委員会開催過程において、応えられるべきものについては情報を整理

し、提示をするという対応を行ってきた。その内容は、図１「ネズミ対策事業に関わる不安・

関心事項と対応のあり方」に示すように、実施体制の不信感、コミュニケーション・島民参

加手続きの不足、島民の疑問や不安に対する科学的な回答がないことなどの環境影響評価に
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対する不信感、小笠原諸島及びネズミ対策の特性への考慮等があることが明らかになった。 

 

表１ 検証プロセスで明らかになったキーワード 

 

殺鼠剤毒性の説明
結果の報告のみで住民意見を
取り入れない

手法のメリット･デメリットの整理 ミスの原因究明･再発防止

農取法の範囲外 説明の不足、情報公開の不足 洋上回収体制の強化

海外情報が少なかった 毒性に関する説明の不足 洋上発見情報収集体制の構築 中長期計画、ビジョンが不明

小笠原の独自性を踏まえた手
法の適用

住民との目的の共有
技術開発のアイディア、ブレー
クスルー

根絶かコントロールか

手法のメリット･デメリットの整理
説明会の参加者数が少ない、
限られる

空中散布の最新技術の導入 根絶＝2年間発見されないこと

目的設定のあり方 住民参加の企画 手法のメリット･デメリットの整理

公共事業の進め方に問題があ
る

説明が学術的すぎる
第2世代抗凝結性殺鼠剤の導
入

優先順位付けに関わる科学者
の怠慢

対策手法の改善が不十分 わかりやすい情報提供を
適材適所で手法の組み合わせ
の提案

委員会等メンバーの専門家・多
様性の必要性

殺鼠剤の毒性に関する考え方
の相違

丁寧な説明･手順 兄島陸産貝類対策の緊急性
環境省の行政的な判断の必要
性

広く住民の知見を取り入れるべ
き

住民の意見を取り入れなかっ
た

有人島を含めた対策 環境省の冷静な判断の必要性

陸産貝類の重要性とともに安
全性も

企業の説明責任が果たされて
いない

合意形成プロセスの海外事例
住民参加による事業推進プロ
セス

環境影響試験の必要性
意思決定プロセスへ住民との情報
共有・意見聴取の機会を導入

情報提供ツール

衰弱個体監視体制の強化
指定保護地域に関する情報共
有

住民参加によるワークショップ

リスクを個体群の概念で捉える 住民参加による事業の推進 ネズミ駆除事業への住民参加

生物個別の殺鼠剤の影響に関
する試験を望む

現地視察の有効性

事前事後のモニタリングの必要
性

農家の人の知恵

事業意思決定のプロセス（科学的側面）

ネズミ対策の実施方法等過去のネズミ対策事業による環境影響

説明責任･合意形成 ネズミ対策の体制等
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図１ ネズミ対策事業に係る不安・関心事項と対応のあり方

対策手法に関する項目

環境影響に関する項目

実施体制への不信感

説明内容が学術的すぎる

住民の関心･不安を把握していない

検討会の決定事項の報告のみ

根絶につながらない

有人島対策がない
殺鼠剤散布（特に空散）への不安

洋上回収体制の不足

根絶できない原因が不明

生残りか、再侵入か不明

殺鼠剤の人・環境への影響に関する不安

風評被害への懸念

散布量が多い

小笠原に適用可能な実績が少ない

非標的種への影響が不明

誤散布により流出

対策が不十分

予算・期間が限られる

小笠原特有の条件

説明会に参加しにくい

陸産貝類への関心が低い

専門家の意見を重視

無人島の状況がわからない

洋上流出・海岸漂着

ネズミ対策の目的が理解できない

他の外来種との統合的対策が不明確

保全対象種の危機的状況の変化

目標設定が容易でない

観光・漁業等へのダメージの懸念

事業への関心の低さ

環境影響評価が不十分

・ネズミの島間移動の検証

移動ありの場合には

計画の根本的見直し

・出典の明示

・チェック体制

・非標的種個体群のモニタ

リング継続、情報収集・公表

・非標的種とネズミ体内残留

分析
・最新知見の収集

・対策実施の事前通知、影響可能性、

対応法の通知

・洋上・海浜の監視・回収態勢の強化

保全対象種の状況が改善しない

縦割り的対応への不満

・現地ワークショップ、説

明会の開催

・関心を持ってもらう活動

・国、都、村の参加（有人

島対策の実施）

意見が言えない

コミュニケーション不足

資料データのミス
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（１）実施体制への不信感 

殺鼠剤によるリスクを被る住民の疑問に対する回答がきちんと行われず、事業者の予算、

計画等事業者主体の都合で検討が進められてきた点（予算や事業者の選定方法を含めた公共

事業自体への不信感も含まれている）、再侵入・生残への対処法が明示されていなかった点、

非標的種のリスク、環境リスクに関する専門家が不在のまま実施計画が策定された点など、

実施体制の問題があった。殺鼠剤の毒性に関する誤った数値が何年間も使用されていたこと

は毒性学の専門家が欠けた体制であった結果ともいえる。検討体制を含めた全体像の策定が

必要であり、具体的には、無人島におけるネズミ対策の目的の明確化、有人島・無人島を含

めた小笠原諸島全体のネズミの総合的対策の実施、さらにはネズミ対策にとどまらない外来

生物対策全体のロードマップの策定の必要性が挙げられた。 

具体的には、以下の項目がある。 

①小笠原諸島の世界遺産登録保持におけるネズミ対策の位置づけ 

これはグリーンアノールの問題の次に、ネズミ問題が浮上するなど、モグラたたき的に

見える対応に住民が困惑している状況があるため、全体像及び中長期的なロードマップを

示し、目的・目標を共有すること。 

②有人島・無人島におけるネズミ問題の整理 

科学的知見、技術的な対策、リスクとリスク回避策、住民の不安等の整理を行い、各主

体がどのような対応をとることができるかを明確にすること。ネズミが移動する可能性が

あることから、無人島だけでなく有人島における対策も包括し、公衆衛生的観点と保全対

象保護の取組みを融合し、実施可能な対策を整理すること。 

③再侵入・生残個体への対処法の準備と説明 

駆除対策の限界を認識し、対策実施後のネズミの再侵入や生残があり得ることを理解し、

その時の対処法（リカバリープラン）を、事前に予測・準備し、住民との合意形成を図る

こと。 

④リスクを低減しうる実施・検討体制の構築 

非標的種及び環境へのリスクを低減するためには、各分野の専門家から、計画に関して

アドバイスをもらえる体制を構築すること。 

⑤事業実施体制構築の透明化 

事業実施には迅速性が求められる一方で、住民など地域の不信感を払拭するためには丁

寧に説明されなければならない。そのために、業者選定プロセス、実施プロセス等におけ

る透明化、経過報告等の情報提供手続きを組込むこと。 

 

（２）コミュニケーション・島民参加手続きの不足 

いくつもの情報不足や島民とのコミュニケーション不足、島民参加手続きの不十分さが指

摘された。検討会では、そうした疑問に可能な範囲で情報を整理し、回答および情報を提供
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するように努めた。詳細は、報告書に詳述するが、例えば以下の項目であった。 

①殺鼠剤選定 

散布殺鼠剤としてダイファシノン製剤が選択されたことについて、検討自体は行われて

いたものの、十分な説明が行われていなかったことについて、当時の資料等で説明不足が

明らかになった。 

②散布方法 

不信感の大きな要因に、空中散布手法の選択過程の不透明性があった。ネズミ対策は、

それぞれのエリアに合致した手法の組み合わせで選択される必要があることから、その前

提として、手撒き、ベイトステーション、空中散布の各手法のメリット・デメリットの整

理を表２のとおり行った。 

③情報提供、参加プロセスの再考  

リスクコミュニケーションにおいては、住民の関心、不安に対応した情報が提供される必

要があり、そのためには対象者(例えば、農業漁業従事者、観光業者、商工関係者、等や、年

齢・性別)に応じたきめ細やかな情報提供、参加の機会の確保が必要であると改めて確認され

た。なお、個別のコミュニケーションの前提として、そもそも陸産貝類の保全への関心が低

い層への情報提供のあり方についても議論され、対応の第一歩として島民を対象とした兄島

視察会を行い、ネズミ対策一般の勉強会等も開催した。 
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表２ 小笠原諸島で実施する時のネズミ対策各手法における一般的特性 

 トラップ（かご罠等） 殺鼠剤(ﾍﾞｲﾄｽﾃｰｼｮﾝ) 殺鼠剤(手まき) 殺鼠剤(空中散布) 

適用

範囲 

狭い 

 

最大でも30ha程度。

人が到達できる場所

に限定。 

 

 

低密度化を目的とし

た兄島の対策では約

100haで実施。人が到

達できる場所に限

定。 

 

   

ﾍﾞｲﾄｽﾃｰｼｮﾝよりやや

広いが、人が到達で

きる場所周辺に限

定。 

広い 

 

広範囲で地形を問わ

ず実施可能。 

特徴 根絶は難しいが、狭

い範囲での低密度化

には短期的に有効。 

頻繁に行き来できる

場所に限定される。 

局所的な設置が可能

で、殺鼠剤の暴露期

間が長くとれるた

め、範囲を限定した

長期的対策に有効。 

 

散布精度は空中散布

よりも高く、局所的

散布が可能。ﾍﾞｲﾄｽﾃｰ

ｼｮﾝに比べて暴露期

間が短く、他の手法

との組合せた短期的

対策には有効。 

小面積から大面積の

島嶼における根絶を

目指した駆除に有効

である。 

殺鼠剤の暴露期間が

短い一方で、散布精

度が低く、散布にバ

ラツキが生じやす

い。 

対策

効果 

根絶を目指した駆除

は困難だが、生息モ

ニタリングや捕獲固

体の分析が可能。 

 

小面積の島嶼での根

絶を目指した駆除に

は有効のほか、一定

のエリアでの低密度

管理の手法としても

有効。 

 

大面積、地形的な制

約のある島嶼での根

絶を目指した駆除に

は向かない。空中散

布の精度や、ﾍﾞｲﾄｽﾃｰ

ｼｮﾝの有効範囲外を

補完する手法として

有効。 

広大な範囲をカバー

できるが、殺鼠剤の

暴露期間が短く、短

期集中的な対策とな

る一方で、様々な環

境影響に配慮が必要

となる。 

環境

影響 

鳥類やオカヤドカリ

類などの非標的生物

の誤獲リスクがあ

り、頻繁にメンテナ

ンスが必要。 

踏圧による周辺植物

へのリスクもある。 

殺鼠剤を使用しない

ため、毒物による影

響の心配がない。 

定点散布のため、直

接環境下に暴露され

る殺鼠剤は直接散布

より少なく、誤食等

のリスクは、比較的

低いが、非標的生物

への影響緩和策が必

要。 

定期的な管理のため

の踏圧や長期間継続

することのリスクへ

の考慮が必要。 

直接散布は定点散布

と比較して、殺鼠剤

が直接暴露されるた

め、散布時期や非標

的生物への影響緩和

策を十分に考慮する

必要がある。 

直接散布のため、リ

スクは手まきと同様

だが、散布範囲は広

範囲な一方で精度が

落ちるため、環境影

響リスクは最も高

い。特に、海岸部に

散布する場合、殺鼠

剤の洋上流出等によ

り、生活・産業への

影響が及ぶ可能性が

ある。 

メン

テナ

ンス 

設置と頻度の高い見

回り・回収。誤獲個

体の放逐のためには

日常的な対応が必

要。 

設置と喫食状況の定

期的な確認・殺鼠剤

の補充（ある程度、

臨機応変の対応は可

能）。 

喫食状況が確認でき

ないため、効果が確

認されるまで定期的

な散布を行う必要が

ある。 

空中散布後は海岸線

に散布した場合、海

上への流亡監視と流

出した殺鼠剤の回収

が必要。 

単位

面積

当た

りコ

スト 

トラップの運搬と捕

獲個体の処理、日常

的な見回りの回数に

応じて人件費が必要

で、面積当たりのコ

ストは高い。 

ﾍﾞｲﾄｽﾃｰｼｮﾝ及び殺鼠

剤の運搬と定期的な

見回り、補充で、面

積当たりのコストは

トラップより少な

い。 

殺鼠剤の運搬と散布

による人件費のみで

面積当たりのコスト

はトラップ、ﾍﾞｲﾄｽﾃｰ

ｼｮﾝより少ない。 

ヘリコプターと大量

の殺鼠剤を使用する

ため単回コストは大

きいが、面積当たり

のコストは他の手法

と比較して少ない。 
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（３）環境影響評価に対する不信感 

殺鼠剤散布によるネズミ以外の非標的種への影響、特に希少動物への影響、また、環境へ

の影響について十分な科学的検証が行われていなかったこと、また、事前事後の環境影響モ

ニタリングが不十分である、他の生物への影響緩和策や、洋上への殺鼠剤の落下については

十分な検討が行われていなかったとの指摘があった。これらの指摘を受け、文献のみでは評

価できない環境影響の重要な項目を抽出し、実証試験を行った。その結果、今までの事業実

施においては影響がないと考えられていた希少鳥獣に対する影響がある可能性があることも

明らかになった。具体的には、アカガシラカラスバトと近縁であるカワラバト（ドバト）が

ダイファシノンに対して、従来想定されていたよりも高い感受性を示し、粒剤の喫食による

中毒のリスクがあること、オガサワラノスリに対しても殺鼠剤を摂取したネズミによる二次

中毒の懸念が示されることとなった（図２）。また、魚類やカメ類が洋上流出したスローパッ

クや粒剤を喫食する可能性があることも示されるなど、殺鼠剤によるいくつかの懸念すべき

事項が明らかになった。また、実証試験の結果、ネズミ対策を実施する上で以下に示す１）

－①～⑧の点を考慮して２）の対応策を講じる必要があることが明らかになった。 

１）考慮すべき点 

①土壌表面の粒剤からの土壌・水へのダイファシノン溶出は、短時間の降雨では少ないが、

止水域に多量の粒剤が混入した場合には水中濃度が上昇する可能性がある。 

②小笠原産クマネズミのダイファシノン感受性は高く、今のところ、抵抗性は認められない。 

③カワラバトのダイファシノン感受性が高いことが判明した。 

④アカガシラカラスバトは粒剤に対する嗜好性が高く、スローパックの食い破りも確認され

た。 

⑤オカヤドカリ類、海水魚、カメ類は粒剤に対する嗜好性が高い可能性が示された。 

⑥クマネズミへのダイファシノン体内蓄積状況から、オガサワラノスリへの二次毒性の懸念

が示された。 

⑦粒剤を直接摂餌した生物のうち、淡水魚 、淡水性のカメ類においてダイファシノンの体内

残留が確認された。殺鼠剤の海洋流出による魚介類への影響は海水魚においては確認でき

なかったが、ウミガメ類への影響は未解明で、慎重な扱いが望まれる。。また、粒剤摂餌量

と蓄積濃度の点で、クジラ、イルカ類への影響は少ないと考えられた。 

⑧淡水の水生生物に対しては有効成分そのものよりも、粒剤由来の有機物による汚濁の影響 

 が考えられた。 

２）対応策 

①殺鼠剤散布によるネズミ・環境影響の事前・事後モニタリングを確実に実施する。 

②殺鼠剤散布に対して、自然環境・非標的生物・生活環境への影響緩和策等を講じる。 

③散布時期をリスクと効果のバランスの観点から見直す。 

④影響緩和のための手法の組み合わせの検討や技術改良を進める。 

⑤海洋への流出は可能な限り防ぐとともに、食用生物への影響をさらに調査する。 
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図２ 殺鼠剤の各種生物に対する影響模式図 

（上:空中散布時、下：ベイトステーション使用時）  
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アオウミガメ（※）

魚類

鯨類

イルカ

水生生物

地上性昆虫
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暴露期間
1ヶ月程度

ｵｶﾞｻﾜﾗｵｵｺｳﾓﾘ

喫食

ｸﾏﾈｽﾞﾐ
駆除

漂着

ｱｶｶﾞｼﾗｶﾗｽﾊﾞﾄ

洋上流出防止

誤散布防止と
殺鼠剤回収

殺鼠剤回収と
散布時期配慮海岸漂着の

殺鼠剤回収

空中散布の場合

誤食

致死影響がある 致死しないが
体内残留する

（※）淡水性カメでは、体内残留を確認している

散布時期配慮
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（４）小笠原諸島及びネズミ対策の特性への配慮 

 検証プロセスにおいて、従来の対策においては小笠原諸島およびネズミ対策の特殊性に十

分に配慮がなされていなかったことが明らかになった。例えば、地理的に周辺島嶼からの再

侵入のリスクがあること、天敵や競合種がほとんどいない小笠原では数が減らせても、生残

個体によってその後短期間で回復する可能性があること、世界自然遺産として保全すべき対

象種と駆除すべき外来種の種間相互作用を考慮して実施する必要があることなどが挙げられ

る。一部では具体的な配慮が検討されれていたが、毒性学やリスクコミュニケーションを含

めて様々な専門家を交えた検討が必要であった。小笠原諸島におけるネズミ対策には地理的、

生物的、社会的要因の面で特徴があり、それらについて「考慮すべき点」として表３にまと

めた。 

また、今後ネズミ対策を実施する上で必要な点として以下の項目が挙げられた。 

①小笠原諸島の特性を踏まえた現状把握および将来予測の必要性 

②ネズミ対策の難しさを踏まえた対策策定 
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表３ 小笠原諸島におけるネズミ対策の主な特徴 

小笠原諸島における特徴 対策の課題 

地理的 

要因 

対象面積が広大 ・大面積であるほど、散布漏れが生じる確率も高まることから、

広域を網羅しつつ、きめ細かな管理が必要である。 

・作業量、殺鼠剤散布量、必要資材の量が膨大で、海上運搬等準 

 備を含め作業に多大な時間を要する。 

・ネズミの生息状況や散布時点での密度推定が難しく、他事例を

参考にした計画検討に頼らざるを得ない。 

・ネズミの根絶確認範囲が広大で、取り逃しが合った場合の速や

かな対処や根絶状態の維持には多大な労力を要する。 

無人島の複雑な

地形 

・船の接岸場所、作業道が限定され、気象条件による作業が限定 

 される。 

・空中散布の場合、対地高度が一定でなく、谷や海岸部では高高

度からの散布となるため散布漏れが生じやすい。 

・空中散布の場合、急傾斜地では殺鼠剤が定着しない場所が生じ

やすく、洋上流出やまき漏れが生じやすい。 

有人島等のネズ

ミが生息する島

が近い（0.3～

1.6km） 

・父島属島などでは島嶼間で相互に再侵入の可能性がある。 

生物的 

要因 

小笠原クマネズ

ミの特異な生態

や食性（動物食

の性質） 

・都市部のクマネズミに比べ、比較的警戒心は薄い。一般的には

植物食であるが、小笠原のクマネズミは動物性の餌を好み、陸

産貝類や小型海鳥等に深刻なダメージを与えている。 

・島によっては固有植物への影響も大きい。 

・特異な生態系の中で、ネズミと競合する生物がほとんどいない

ため、一旦数を減らせても、短期間で回復するなど、個体数変

動が大きい可能性がある。 

外来種対策と保

全対象種の種間

相互作用 

・ある外来種を駆除することで他の外来種を増加させたり、別の

保全対象種へマイナスな影響を及ぼすことがあり、種間相互作

用を踏まえた順応的管理が必要。 

社会的 

要因 

生態系回復を目

的とした殺鼠剤

の使用 

・日本での殺鼠剤は用途によって、法的に用法用量が制限され、

殺鼠剤選択肢が少ない。 

・生態系回復のための使用の規定がない。 

観光・漁業等の

産業への影響 

・殺鼠剤散布による風評被害など、社会的影響を考慮する必要が

ある。 

・産業に影響の無い散布時期の選定が求められる。 

主に属島を対象

に専門的な議論

のもとで実施さ

れたこと 

・保全対象種や外来種対策等の専門知識を持った多数の専門家の

参画による検討が必要である。 

・一方で状況が地域住民に伝わりにくく、対策への理解や関心が

低くなりがち。 

実績のない対策

手法の導入の困

難さ 

・国内では前例のない対策手法である中で、海外で実績があって

も環境リスクが大きい手法を小笠原のネズミ対策で導入するこ

とに抵抗があり、海外事例を参考としつつも、スタンダードな

手法から選定される傾向にある。 
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１．５残された課題 

①試料が現時点で入手不可能なため影響実証試験が直接実施できていない種として、アオウ

ミガメ、オガサワラノスリ、アカガシラカラスバト、小笠原産のオカヤドカリがある。 

②ネズミについては、根絶後の再侵入か、根絶されない残存個体かの明確な区別ができない

ため、対策の評価に限界がある。遺伝子解析の結果、暫定的に兄島の分析個体は残存個体で

ある可能性が高いことが判明したが、再侵入の可能性を否定する結果とはなっていない。 

③今回の検証ではダイファシノン製剤に抵抗性を示す個体は見つからなかったが、より広い

範囲で網羅的・継続的な監視調査が必要である。 

 

 これらの残された課題は、現時点での議論によるものであり、今後も議論を継続しつつ、

取り残している課題がないか、継続して検証を行い、必要な対策を迅速かつ丁寧に実施して

いくための体制作り、情報公開、手続きがなによりも重要となる。 

 

１．６今後への提言 

（１）コミュニケーションの充実、島民参加手続きに向けての新たなプロセスの提言 

過去の事業体制の整理により、今後の進め方を考えると、図３のとおりに要約された。な

お、ここでいう「計画」には、対策後の様々な結果を予測した上でのそれぞれに対する対応

策の準備も含まれる。すなわち、個々の対策戦術が不調に終わることも想定し、その時の対

応計画の検討も組み込まれている。 
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現状把握

・ネズミ駆除の必要性
・ネズミ根絶が目標
・一回の空散で根絶を目指す

対策手法の選択

計画立案

計画案修正

計画決定

対策実行

地域への結果報告

【事業者によるモ
ニタリングと評価】

住民説明会

報告会(意見交換会)

【主な検討項目】
・対象地域の設定
・地形面積条件
・ネズミ対策の効果
・非標的種への影響

検
討
会
実
施
範
囲

Do（実施）

Check（評価） Act（戦略改善）

Plan(計画; 起こりうる複数の結果を予測し、その準備・対応策も含む)

ネズミ駆除の必要性・

保全目標の設定

対策手法の検討

計画案修正

計画決定

対策実行

対策効果・環境影響の評価

報告会(意見交換会)

住民との意見交換会

地域連絡会議等

の参画

・陸産貝類、在来植物、

鳥類、その他在来種

・保全対象の設定

・捕獲, 殺鼠剤, 忌避, 防御

等の対策検討

・殺鼠剤の選択

・散布方法の選択

・非標的種への配慮

・地域住民への配慮

・事故未然防止策

・洋上流出防止策

・結果の予測と対応策の準備

・事前・事後モニタリング計画

効果モニタリング

行政機関が専門家への
ヒアリング、地域関係者を
交えた検討会を実施

●発注者【行政機関】

●調査請負業者

※影響モニタリングは第３
者が望ましい

意見

影響モニタリング

行政機関が専門家への
ヒアリング・地域関係者
を交えた検討会を実施

※適宜住民への情報提
供を実施

※住民参画の実施体制
を検討

行政機関が必要に応じ
て対策検討・事前調査
業務を発注

・ネズミ生息状況

・保全対象被害状況

・対象面積、地形条件

現状把握

住民への広報

追加措置など
順応的な管理

チェックリストの活用

計画立案

 

   これまでのプロセス               新たなプロセス 

図３ ネズミ対策の計画立案と事業の進め方の比較 

 

（２）ネズミ対策の検討・実施の枠組み 

過去の事業検討では、計画から評価・戦略改善までが「小笠原諸島外来ネズミ類対策検討

会」で行われ、適正な戦略改善が行われなかったことが課題として浮かび上がってきた。 

今後の小笠原諸島におけるネズミ対策を検討、実施する枠組みとしては、各種の専門家や

地域関係者の協力のもとで設定された「兄島陸産貝類保全プロジェクト会議」を参考に、科

学委員会下部ＷＧや既存検討会の助言を得て、評価や戦略改善を担う仕組みが考えられる。

今後、これらの枠組みをうまく活用し、PDCA サイクルによる順応的管理を行うことが理想で

ある（図３）。 

 

（３）ネズミ対策を実施する上での配慮（チェックリストの作成） 

ネズミ対策の計画立案と事業実施の進め方（図３）の各プロセスにおいて必要なチェック

リストを、下記のとおり、項目毎に整理した。このチェックリストは暫定的に考えられるも

のであり、実際の運用時には、必要に応じて追加・修正されるべきものである。 
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① 現状把握 

 項 目 判定基準 主な手法 課題 

□ 外来ネズミの生息調査 生息有無 

個体数変動 

繁殖状況・生活史 

再侵入確認 

痕跡トラップ 

かご罠、センサーカメラ 

捕獲個体の生殖状況 

捕獲個体の遺伝子分析 

検 出 精 度

の向上 

□ 保全対象の被害状況調査 食害有無・範囲 

生息・生育状況 

現地調査、情報収集 被 害 の 迅

速な把握 

□ 対象面積・地形条件把握 面積の大小 

地形の複雑さ 

情報整理・現地調査  

□ その他必要な事項 必要に応じて追加   

 

② ネズミ駆除の必要性と保全目標の設定 

 項 目 主な影響 駆除効果 論拠 
類似影響 

外来種※ 

□ 陸産貝類 食害による激減 

絶滅危機 

絶滅回避・生息数の回

復・個体数維持 

H22～24 

兄島の事例 

(ﾌﾟﾗﾅﾘｱ) 

□ 在来植物 食害による衰退 

更新阻害 

生育状況の悪化 

種子の生産 

稚樹の増加 

生育環境の改善 

H18～26 

西島の事例 

(ノヤギ) 

 

□ 小型海鳥 食害による激減 

繁殖地の消滅 

絶滅回避 

繁殖地の回復・繁殖成功 

H19～ 

東島の事例 

(ノネコ) 

(ノヤギ) 

□ 陸生鳥類 食害による激減 

繁殖失敗 

絶滅回避 

繁殖成功・個体数回復 

母島属島の

事例 

 

□ 昆虫・その他在来

種 

個体数減少 生息数の増加 影響は不明 ｸﾞﾘｰﾝｱﾉｰﾙ 

□ その他必要な事項 他島嶼からの再

侵入等 

再侵入防止等 

必要に応じて追加 

  

※類似影響の外来種のうち、平成 27 年度現在、有人島のみに生息する種はカッコ書き 
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③ 対策手法の選択 

 項 目 検討内容 主な対象と効果 リスク・影響 

□ 対策コストと工程 対策予算の確保 

準備にかかる日数等 

手法選択の前提条件  

□ 捕獲 

※駆除効果小 

カゴ罠による捕獲 小面積の低密度管理 非標的種の誤獲 

踏圧の影響 

□ 殺鼠剤 

※駆除効果大 

殺鼠剤の地上散布 

（直接散布・定点散布) 

小～中面積の対策 踏圧の影響 

長期間の暴露 

殺鼠剤の空中散布（無人） 小面積・急傾斜地の対策 技術開発 

殺鼠剤の空中散布（有人） 大面積の対策 

根絶状態の維持 

非標的種へ影響大 

誤散布のリスク 

□ 忌避・防御 柵の設置による物理的防

御 

小面積のエリア防除 整備維持の負担増 

□ その他必要な事項 必要に応じて追加   

 

④ 殺鼠剤の選択 

 項 目 検討内容 効果や確認事項 

□ 殺鼠剤区分 農薬・動物用医薬品・医薬部外品 法規制の確認 

□ 殺鼠剤種類 亜急性、急性、第 1・第 2 世代 駆除効果・抵抗性 

□ 有効成分 ﾜﾙﾌｧﾘﾝ・ﾀﾞｲﾌｧｼﾉﾝ・その他 駆除効果・抵抗性 

□ 殺鼠剤剤形 粒剤・ｽﾛｰﾊﾟｯｸ・固形剤・粉剤 駆除効果・影響緩和 

□ 殺鼠剤散布量 1 回当たり散布量 

総散布量 

駆除効果 

法規制上の用量 

□ 殺鼠剤暴露期間 散布時期・散布期間 駆除効果・抵抗性 

□ その他必要な事項 必要に応じて追加  

 

⑤ 殺鼠剤の散布方法 

 項 目 検討内容 リスク 対処方法 

□ 地上散布 人力散布 作業員の確保と手間 

作業上の安全管理 

不完全な散布 

資材運搬等の負担 

作業範囲の限定化 

ｸﾗｲﾏｰ等の起用 

機械の併用 

ヘリ等の活用 

機械散布（背負い散布） 資材運搬等の負担 技術開発 

ベイトステーション 定点散布による長期暴露 影響緩和策の検討 

□ 空中散布 無人ヘリ・ドローンの散

布 

オペレーターの確保 

散布量の制限 

GPS ナビの設置 

技術開発 

有人ヘリの散布 ドリフトによる洋上流出 

散布精度のムラ 

誤散布による影響大 

島中央部に限定 

散布器の改良 

誤散布防止の検討 

□ その他必要な事項 新たな手法の追加   
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⑥ 対策における非標的種への配慮 

 
種/生物群 現状 対策方針 

□ 
オガサワラ

ノスリ 

殺鼠剤の感受性は高い可能性 

ネズミが主な餌資源である 

中毒ネズミの二次毒性を懸念 

環境影響緩和策の検討 

生態系モニタリングによる評価 

傷病対応の体制窓口整備 

□ 
オガサワラ

オオコウモ

リ 

殺鼠剤の感受性は高いが、嗜好性は低い 

飛来する時期に季節性がある 

喫食の場合の影響は大きい 

スローパックの使用による喫食回避 

餌資源を踏まえた対策時期検討 

傷病対応の体制窓口整備 

□ 
アカガシラ

カラスバト 

殺鼠剤の感受性は高く嗜好性も高い 

飛来する時期に季節性がある 

特に粒剤はリスクが高い 

環境影響緩和策の検討 

餌資源を踏まえた対策時期検討 

スローパックの使用による喫食低減 

□ 陸生鳥類 
飛来する可能性の有無で判断 

喫食によるリスクは不明 

スローパックの使用による喫食回避 

傷病対応の体制窓口整備 

□ 水生昆虫 有機質の汚濁による影響が考えられる 止水域では散布時に覆いを設置 

□ 
オガサワラ

ハンミョウ 
殺鼠剤が巣穴を閉塞する可能性がある 巣穴に落下した殺鼠剤の回収 

□ 海洋生物 

魚類の残留性は低いが、人の食料となり得る

ため、社会的影響に配慮が必要 

ウミガメ類はリスクが不明で、人の食料とな

り得るため、魚類と同様 

海洋ほ乳類は重大な問題は知られていない

が、洋上流出に配慮が必要 

洋上流出防止策の実施 

□ 土壌残留 

昆虫、陸産貝類等土壌動物への影響は軽微と

考えられる 

土壌の残留性は低いが、影響把握は必要 

複数箇所の土壌モニタリングによるサ

ンプル保存と残留性の評価を実施 

□ 止水域 
トンボ等水生生物の生息地となっている 

人の利用はほとんど想定されない 

殺鼠剤の排除と水のサンプリングを実

施 

□ 海域 
降雨による崖からの海洋流出、河川を通じて

の海洋流出が起こる恐れ 

集中豪雨の発生する季節はなるべく避

け、天候の安定した時期を選ぶ。 

流出のモニタリングを行う 

□ その他 必要に応じて追加  
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⑦対策にあたる地域住民への配慮事項 

 項 目 検討内容 主な配慮事項 手段 

□ 計画検討 

意見聴取 

検討段階の情報提供 説明会の夜間、複数実施 

チラシ・広報での周知 

個別の意見聴取 

会場の確保 

広報・村内放送 

チラシ全戸配付 

対策検討の地域参加 地域協力による理解 現地作業部会等 

□ 対策実行 対策目的の明示 ネズミの生態・保全対象

種の説明と理解 

住民説明会 

講演会・現場視察会 

殺鼠剤散布の注意喚起 騒音対策 

殺鼠剤漂着時の対応 

チラシや広報 

通報窓口の明記 

作業工程の周知 作業時間の限定 

対策場所の通知 

村内放送 

 

影響緩和策の明示 海洋流出の防止 

誤散布の防止 

海岸部を地上散布 

監視回収体制整備 

□ 報告 散布状況の報告  説明会・意見交換会 

□ その他 必要に応じて追加   

 

⑧対策不調時の対応策の検討 

 項 目 予測される可能性 準備すべき一次対応策 

□ ネズミが減

らない 

ネズミ側

の要因 

殺鼠剤喫食性低下 ネズミ生存地域における喫食状況評価 

：喫食の改善、他の手法(殺鼠剤変更を含む)

の導入 

抵抗性発現 ネズミ捕獲による抵抗性評価 

・他の手法(殺鼠剤変更を含む)の導入 

生残・再侵入 生残・再侵入箇所・経路の推定や予測 

・予測箇所の定点散布、保全対象の隔離 

ネズミ以

外の要因 

殺鼠剤不足 

殺鼠剤散布の不調 

散布状況、喫食状況の確認 

・追加散布 

生息状況評価法が不適切 評価法の検討 

□ 非標的種へ

の悪影響 

・コウモリ、陸生鳥類（ハト）個体群へ

の影響出現 

個体の緊急避難と隔離・散布中止 

傷病対応体制の強化 

・海鳥類やノスリ個体群への影響出現 個体の緊急避難と隔離・散布中止 

傷病対応体制の強化 

・ネズミ増殖による悪影響（殺鼠剤非散

布時の保全対象の食害等） 

・緊急的な捕獲わな設置と殺鼠剤散布 

・保全対象の一時的隔離など 

□ 環境への悪

影響 

・スローパックの洋上流出、海岸漂着 ・洋上回収、海岸漂着時の回収 

住民への注意喚起 

□ 住民への配

慮 

合意形成不足 説明会の開催・現場視察会 

事業内容の見直し 

□ その他 必要に応じて追加  
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⑨対策における事故の未然防止 

 項 目 検討内容 主な配慮事項 手段 

□ 計画検討 作業における安全確保 安全マニュアル作成 事業者が策定 

傷病対応体制の整備 対応マニュアルの作成 

人員確保と体制整備 

事業検討会 

希少種検討会等 

□ 対策実行 安全管理の実施 作業工程の確認と通知 緊急連絡体制整備 

誤散布の防止 気象条件、海況の確認 連絡窓口の設置 

傷病対応 獣医師等の配置と常備薬

（ﾋﾞﾀﾐﾝ K）の準備 

搬送体制の準備 

連絡窓口の設置 

□ 報告 事故発生時の速やかな報告  広報・村内放送等 

□ その他 必要に応じて追加   

 

⑩ネズミ対策の順応的な管理 

 項 目 検討内容 主な配慮事項 備考 

□ 計画検討 

意見聴取 

PDCA サイクルによる検討 各専門分野の計画検討 

外部機関による影響評価 

 

再侵入リスクの検討 ネズミが生息する島から

の距離を考慮 

 

事前・事後ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画検討 非標的種への環境影響  

□ 対策実行 非標的種への影響緩和措置 散布時期の見直し  

洋上流出防止対策 技術開発の再検討 

新技術の情報収集 

 

個体群への影響評価 対象種の継続調査  

事前・事後モニタリング サンプルの保存・分析  

□ 将来予測 ﾈｽﾞﾐの生息モニタリング 

保全対象種の情報収集 

複数の対応シナリオの検討 

ネズミの検出技術の向上 

保全対象種の継続調査 

 

□ その他 必要に応じて追加   

 

（４）継続的検証の必要性 

 今回の検証委員会の検証は、１．２③でも述べたように、対策が緊急に必要とされる中で、

可能な限り非標的種・環境へのリスクを低減しながら陸産貝類の保全を図るために行ったも

ので、もちろんこれで終了するものではない。検証委員会の報告書が公表されることにより、

新たな課題、検討事項も様々な関係者から指摘されることとなるだろう。継続的にこうした

意見を吸い上げるための体制を今回の報告書では示しながら、具体的に対策プロジェクトを

実施するうえでのチェックリストについては、継続的に多くの関係者の知見を集積しながら

改善していくものと考える。 
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１．７おわりに 

日本を含め世界各国の島嶼において、固有の自然を保全するために人がもたらした外来種

と常に戦ってきた。その中でもネズミは根絶が難しく、殺鼠剤やかご罠等いろいろな手法が

試みられてきた。これらの手法は、一長一短があり、その手法の選択、また、その選択に関

する住民の理解を得るのは容易ではない。ネズミ対策をはじめとする外来種対策においては、

従来の行政対応は自然科学的アプローチによる各対策の実効性確保が重視され、実際に殺鼠

剤等のリスクにさらされる住民とのリスクコミュニケーション、意思決定プロセスへの住民

参加について十分配慮されてこなかった。 

小笠原諸島が現在直面している「世界遺産から危機遺産へ」の危険を回避するためには、

当面、重要保全エリア内のネズミの低密度化により食害を低減し、長期的には陸産貝類等自

然遺産の絶滅回避のために、小笠原諸島全体にわたる外来種対策と固有種保全にむけての戦

略立案が必要になってくるが、実施における実効性を確保するためには、対策実施による環

境影響をモニタリング等で把握した上で、可能な限りの影響緩和策を確実に実施し、地域住

民とリスクコミュニケーションをとって進めて行くことが求められる。また、対策は継続的

に実施されていかなければならず、そのためには住民の理解と継続に対する参加をプロセス

に組み込むことが不可欠である（例えば、根絶が成功したニュージーランドではその後の再

侵入を防止するための住民との協働事業が行われている）。 

 日本では小笠原諸島だけでなく、自然遺産として知床、白神山地、屋久島があり、小笠原

諸島で発生したのと同様、住民とのリスクコミュニケーション、継続的な保護対策における

住民協力のありかたは今後議論していかなければならない課題であることから、本検証委員

会で検証された事項をベースとして発信される小笠原のネズミ対策のありかたは、こうした

他の世界遺産保全と住民とのリスクコミュニケーション、住民参加のあり方へも示唆を与え

ていくものであろう。長きにわたり検証に協力してくださった住民の皆さん、関係者各位に

改めて御礼を申し上げたい。 
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１．８ネズミ対策検証委員会 委員長総括 概要 

 

 

 

 小笠原諸島におけるネズミ対策には地理的、生物的、社会的要因の面で特徴があ

り、それらの点を考慮して対策を実施することが必要。 

 

 ネズミ以外の動物への影響、環境への影響に関する科学的検証、事前事後の環境

影響モニタリング、影響緩和策や殺鼠剤の洋上への落下の検討などが不十分であ

った（⇒実証試験を実施）。 

 

 殺鼠剤としてダイファシノン製剤を選択し、空中散布を選択した過程の説明が不

十分であった（⇒表２：手法の比較）。 

 きめ細やかな情報提供、参加の機会の確保が必要であると改めて確認。陸産貝類

の保全への関心が低い人への情報提供のあり方を議論し改善。 

検証方法 

アンケート 

・ヒアリング 

検証委員会 

(現地を主体に

公開で開催) 

報告会・講演会・

意見交換会 

環境影響評価に対する不信感 

小笠原諸島及びネズミ対策の特性への考慮 

コミュニケーション・島民参加手続きの不足 

実証試験 

検証により明らかになったこと 

殺鼠剤空中散布による小笠原諸島固有の生物への影響に関する懸念に対応するため、殺鼠剤の空中

散布による環境挙動、小笠原のクマネズミに対する殺鼠剤の効力や抵抗性、有効成分の残留による

２次毒性の可能性、非標的生物への影響確認等に関する実証試験を実施。 

なぜダイファシノンが選択さ

れた？ 

なぜデータのミスが生じた？ 

島民不在で進められている 

一回限りでネズミは根絶されるのではなく継続？ 

ネズミ対策事業の実施
体制が、適切でない(入

っているべき専門家が

不在) 効果判定方法や前提条件は？ 

殺鼠剤散布による、リスク低

減手法の検討が不十分 

殺鼠剤散布による環境への

影響の検討が十分でない 

なぜ空中散布？ 

事業の進め方・実施体制へ
の不信感 

 

 住民の疑問への回答や実施計画の説明が適切でなかった。再侵入や生残の可能性

など、起こり得る複数の結果を予測し、それらへの対処の方法を決めて、事前に

合意形成を図っておく必要があった。中長期的には有人島を含むロードマップの

検討も必要であった。 

実施体制への不信感 

目的と経緯 

 兄島の陸産貝類に対するクマネズミ（外来種）の食害が顕著になっており、危機遺産へと転じる危険性

が高まってきた。ネズミ駆除のために、平成 21 年度に殺鼠剤の空中散布が行われたが、事業実施に至る経

緯、環境への影響等検討事項について住民にも分かりやすい説明がなされることがなく、合意形成が十分

でなかった。また、環境影響の事前・事後調査や影響緩和策が十分でなかったことや住民への説明資料の

毒性に関連する数値に不備があったことが契機となり、平成 26 年度に予定されていた兄島における殺鼠剤

の空中散布事業が中止された。これらのことから、①平成 21 年度に実施した殺鼠剤散布事業の環境影響、

②平成 26 年度に予定した兄島の殺鼠剤空中散布事業の中止に至る経緯を検証することにより、島民のネズ

ミ対策事業への不信感を払拭し、環境への適切な配慮をしたネズミ対策を実施、もって陸産貝類をはじめ

とする保全対象の保全を目的として検証を行った。 
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Do（実施）

Check（評価） Act（戦略改善）

Plan(計画; 起こりうる複数の結果を予測し、その準備・対応策も含む)

ネズミ駆除の必要性・

保全目標の設定

対策手法の検討

計画案修正

計画決定

対策実行

対策効果・環境影響の評価

報告会(意見交換会)

住民との意見交換会

地域連絡会議等

の参画

・陸産貝類、在来植物、

鳥類、その他在来種

・保全対象の設定

・捕獲, 殺鼠剤, 忌避, 防御

等の対策検討

・殺鼠剤の選択

・散布方法の選択

・非標的種への配慮

・地域住民への配慮

・事故未然防止策

・洋上流出防止策

・結果の予測と対応策の準備

・事前・事後モニタリング計画

効果モニタリング

行政機関が専門家への
ヒアリング、地域関係者を
交えた検討会を実施

●発注者【行政機関】

●調査請負業者

※影響モニタリングは第３
者が望ましい

意見

影響モニタリング

行政機関が専門家への
ヒアリング・地域関係者
を交えた検討会を実施

※適宜住民への情報提
供を実施

※住民参画の実施体制
を検討

行政機関が必要に応じ
て対策検討・事前調査
業務を発注

・ネズミ生息状況

・保全対象被害状況

・対象面積、地形条件

現状把握

住民への広報

追加措置など
順応的な管理

チェックリストの活用

計画立案

 

実
証
試
験
に
基
づ
く
殺
鼠
剤
の
リ
ス
ク
の
推
定 

捕食

喫食
喫食

喫食

捕食
（2次毒性）

捕食（2次毒性）
餌資源減少

殺鼠剤散布によるリスクがある

殺鼠剤散布によるリスクは低減可能

殺鼠剤散布によるリスクが小さい

影響緩和策の例

喫食

ｵｶﾞｻﾜﾗﾉｽﾘ

ｵｶﾔﾄﾞｶﾘ

アオウミガメ（※）

魚類

鯨類

イルカ

水生生物

地上性昆虫
（ｵｶﾞｻﾜﾗﾊﾝﾐｮｳなど）

巣穴の閉塞
水質汚濁

ペット

食事

＊影響の可能性大きさを矢印の太さで示す

人間

陸産貝類

空中散布
洋上流出

暴露期間
1ヶ月程度

ｵｶﾞｻﾜﾗｵｵｺｳﾓﾘ

喫食

ｸﾏﾈｽﾞﾐ
駆除

漂着

ｱｶｶﾞｼﾗｶﾗｽﾊﾞﾄ

洋上流出防止

誤散布防止と
殺鼠剤回収

殺鼠剤回収と
散布時期配慮海岸漂着の

殺鼠剤回収

空中散布の場合

誤食

致死影響がある 致死しないが
体内残留する

（※）淡水性カメでは、体内残留を確認している

散布時期配慮

住民参加の仕組みを取り入れ、専門家や地域関係者

の協力により、予測による複数の対応を検討して立

案し、PDCA サイクルによる順応的管理を行う。 

今後のネズミ対策の計画立案と事業の進め方 

1) 考慮すべき点 

①土壌・水への殺鼠剤成分（ダイファシノン）

の溶出は短時間の降雨では少ないが、止水に

多量混入する場合、溶出量増加の可能性。 

②小笠原産クマネズミに、今のところ、抵抗性

は認められない。 

③カワラバトのダイファシノン感受性が高い。 

④アカガシラカラスバトの嗜好性が高い。 

⑤オカヤドカリ類、海水魚、カメ類の嗜好性が

高い可能性。 

⑥オガサワラノスリへの二次毒性の懸念。 

⑦淡水魚とカメ類で粒剤摂餌による体内残留が

確認され、アオウミガメ類への影響を今後要

確認。クジラ、イルカ類への影響は少ない。 

⑧淡水水生生物への粒剤由来の汚濁の影響。 

2) 対応策 

①殺鼠剤散布によるネズミ・環境影響の事前・

事後モニタリングを確実に実施。 

②殺鼠剤散布による自然環境・非標的生物・生

活環境影響緩和策等を実施。 

③散布時期をリスクと効果のバランスの観点か

ら見直す。 

④影響緩和のための手法の組み合わせの検討や

技術改良。 

⑤海洋流出を可能な限り防ぎ、食用生物への影

響をさらに調査。 

殺鼠剤を用いたネズミ対策を実施する上では

1)-①～⑧の点を考慮して 2)の対応策を講じる 

配
慮
事
項
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
作
成 
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２．検証の方法 

２．１検証委員会の設置 

①委員構成  

委員長 織  朱實 上智大学大学院 地球環境学研究科 教授 

委 員 大河内 勇 一般社団法人日本森林技術協会 業務執行理事 

委 員 白石 寛明 国立研究開発法人国立環境研究所 

環境リスク研究センター フェロー 

委 員 渡邊 裕純 国立大学法人東京農工大学 農学研究院 教授 

②設置期間  

 平成 27 年３月～ 平成 28 年３月 

③事 務 局 

 関東地方環境事務所／一般財団法人日本環境衛生センター 

④助言者等 

 小笠原諸島世界自然遺産地域連絡会議 

 ネズミ対策検討会 

 小笠原諸島世界自然遺産地域管理機関 

 

２．２検証の方法 

（１）検証の項目 

 平成 26 年度ネズミ対策事業における殺鼠剤の空中散布の中止に至る要因となった下

記の項目とした。 

①意思決定プロセスと事業実施方法の検証（３．に詳述） 

 平成 18 年度から実施されてきたネズミ対策事業の中のネズミ対策事業の目標設定、

対策手法、環境配慮、住民とのコミュニケーション方法を対象とした。 

②殺鼠剤の環境影響の検証（４．に詳述） 

 これまでに対策に用いられてきた殺鼠剤に関して、ネズミへの効力の確認の他、非

標的生物や環境への影響を対象とした。 

 

（２）検証の手順 

①過去の事業の実施内容及び検討過程の整理と分析 

 過去の小笠原諸島における外来ネズミ類対策事業の実施内容及び検討過程につい

て、当時の事業者等から資料を収集し、整理・分析を行った。 

②殺鼠剤の環境影響等に関する実証試験 

 殺鼠剤による小笠原諸島の固有種への影響等について、科学的知見が十分でなかっ

たことから、住民等の要望を踏まえて、対象生物、試験方法を検討し、実証試験を行

い、対策事業を進めるにあたって配慮すべき事項を提案した。 
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③住民や関係団体との意見交換 

 住民等へのヒアリング調査、座談会の開催等、できるだけ多くの住民や関係団体の

意見を聴く機会を設け、異なる立場によってどのような関心事項、懸念事項を有して

いるか把握･整理を行った。また、過去の外来ネズミ類対策事業における問題点を抽

出した。 

④住民への検証経過の報告 

 検証委員会は公開で開催し、関係資料を公表するとともに、その経過や成果を住民

に説明する場を設け、意見交換を行った。 

 

なお、ネズミ対策事業が中止されている間にも陸産貝類等へのネズミ食害の被害が見

過ごせないレベルに達していたことから、兄島の一部の重要保全エリアにおける緊急対

応として、平成 27 年８月にベイトステーションを用いた対策の実施を環境省へ要請す

ることも行った。 
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２．３検証の工程 

表４ 平成 26 年度から平成 27 年度にかけての検証委員会及び関連する会議・イベント 

時期 会議名・イベント名 概要 

平成 27 年 

2～3 月 

●地域関係者向け事前アンケート 

 

検証を進めるための地域関係者からの意

見聴取 

3 月 5 日～ 

10 日 

●父島･母島の主な団体等への意見聴取

(上記アンケート票を利用) 

地域の 12 団体等から検証事業の進め方、

関心事項、指摘事項の意見聴取 

3 月 5 日 ○小笠原諸島世界自然遺産地域連絡会

議 

検証委員会の概要説明、地域代表者から意

見聴取 

3 月 11 日 ●ネズミ類対策検証業務第1回住民説明

会 

検証の進め方についての地域への事前説

明 

3 月 12 日 ●第１回小笠原諸島ネズミ対策検証委

員会 

検証委員会立上げ経緯の共有、進め方の検

討 

3 月 16 日 ○小笠原諸島世界自然遺産地域科学委

員会 

検証委員会の概要説明、兄島の陸産貝類の

危機的状況の共有 

4 月 8 日 ○地域連絡会議向けの兄島視察 地域関係者への兄島陸産貝類の危機的状

況、保全対策の現状の共有、意見交換 

5 月 6 日～ 

5 月 9 日 

□一般村民向けの兄島視察会 

□一般村民向けの母島陸産貝類観察会 

保全対象への理解を深めるための地域住

民向けの普及啓発 

5 月 7 日 ●第２回小笠原諸島ネズミ対策検証委

員会 

現地ヒアリングを踏まえた検証項目の確

認 

実証試験項目の検討、緊急対応としてのベ

イトステーション使用再開の提言 

5 月下旬～ 

6 月上旬 

○地域と連携したベイトステーション

による対策実施計画立案のための試行 

検証委員会の提言をふまえた兄島の陸産

貝類保全対策実施計画の立案 

6 月 25 日 ○第１回兄島陸産貝類保全プロジェク

ト会議 

6 月 30 日 ●○兄島の陸産貝類保全・ネズミ対策に

関する住民説明会 

兄島の陸産貝類の危機、ネズミ対策の進

捗、検証委員や殺鼠剤の環境影響に関する

実証試験の進捗状況について説明、意見交

換 

7 月 5 日 □一般村民向けの兄島視察会 同上 

7 月 17 日 ○小笠原諸島世界自然遺産地域連絡会

議 

兄島の陸産貝類保全の現状について説明、

意見交換 
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時期 会議名・イベント名 概要 

8 月 27 日 ●ネズミ対策経緯検証のための座談

会 

過去のネズミ対策事業の意思決定プロ

セスや事業の進め方の問題点を洗い出

すための意見交換 

8 月 28 日～ 

9 月 1 日 

●講演会「父／母島のネズミ対策を

考える」 

内地のネズミ駆除経験を基にした住民

向け住宅、農地のネズミ対策 

実証試験の途中経過の報告 

9 月 4 日 ●第３回小笠原諸島ネズミ対策検証

委員会 

検証内容の確認と整理 

補足調査・ヒアリングの実施 

10 月 15 日 ○第２回兄島陸産貝類保全プロジェ

クト会議 

ベイトステーションによる対策効果、

環境影響の評価 

12 月 6 日 □一般村民向けの兄島視察会 保全対象への理解を深めるための地域

住民向けの普及啓発 

12 月 17 日 ●第４回小笠原諸島ネズミ対策検証

委員会 

検証結果案の確認 

12月20日～ 

12 月 22 日 

●検証結果の報告、意見交換会 

（母島／父島） 

住民への検証結果の報告、意見交換 

平成 28 年 

1 月 31 日 

□一般村民向けの兄島視察会 

（小笠原村主催） 

保全対象への理解を深めるための地域

住民向けの普及啓発 

3 月 4 日 ●第５回小笠原諸島ネズミ対策検証

委員会 

検証結果のとりまとめ 

3 月 15 日 ○第３回兄島陸産貝類保全プロジェ

クト会議 

兄島の陸産貝類保全対策実施計画の総

括と来年度の計画検討 

3 月 18 日 ●第６回小笠原諸島ネズミ対策検証

委員会 

検証結果のとりまとめ 

3 月 28 日 ○兄島のマイマイ保全・ネズミ対策

に関する住民説明会 

兄島の陸産貝類の価値と状況、検証結

果の報告、陸産貝類保全計画案の概要

説明等 

●検証作業、○陸産貝類保全・ネズミ対策に関する関係会議、□普及啓発 
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３．過去のネズミ対策事業の実施方法と意思決定プロセスの検証 

３．１過年度の外来ネズミ類対策事業の実施経緯 

（１）対策事業の概要 

 小笠原固有の動植物に対するネズミによる食害を防ぐために実施されたネズミ対策

事業における手法の検討、殺鼠剤の空中散布の実績、ネズミ対策事業の成果を以下にま

とめた。 

①ネズミ駆除の必要性の検討 

環境省及び同省から事業を請け負った一般財団法人自然環境研究センター（以下、

自然研）は平成 17 年度より小笠原の固有生態系へ悪影響を及ぼしているクマネズミ

対策の必要性を検討してきた。平成 17 年度はクマネズミの生態系影響に関する事例

と、研究者によって予想される生態系影響に関して、国内外の情報を収集し、包括的

な課題整理を行った。その後、平成 18 年度には、研究者を中心としたプロジェクト

チームにより、西島における殺鼠剤を用いた外来ネズミ類対策の試験計画が立てられ

た。対策の目標は、ネズミ駆除対策において、少しでもネズミが残ると、繁殖力が大

きいネズミは短期間で回復し、基本的には根絶を目指した対策を行わなければ効果が

持続しないことから、根絶に成功した海外事例をもとに、「個体数の減少（低密度管

理）」ではなく、「根絶」を目指した完全駆除を目指すものであった。 

②対策手法の検討 

平成 17 年度の情報収集では、かご罠による捕獲のみでは根絶事例がないことから、

殺鼠剤散布の必要性が提起された。殺鼠剤散布の手法としては、空中散布、人力散布、

ベイトステーションによる処理、の３つの手法が挙げられており、面積や地形、保全

対象種の状況等に応じて、それぞれの長所・短所が検討された。その結果、島嶼面積

が 50ha 程度の西島においては、地上採餌性鳥類、オカヤドカリ類、沿岸性魚類、甲

殻類への影響の可能性に配慮して、ベイトステーションを用いた処理手法が選定され

た。また、ベイトステーションの形状についても検証することとした。使用する殺鼠

剤については、国内農薬登録状況、喫食性、非標的生物への毒性等を考慮して、第一

世代抗凝血剤のダイファシノン製剤(製品名：ヤソヂオン)が選定された。なおこの時

点で、急性毒剤や第二世代抗凝血剤は、環境影響リスクが大きく、使用できないと判

断されていた。 

③殺鼠剤の空中散布の再検討 

平成 18～19 年度の環境省事業では、西島での国立研究開発法人森林総合研究所の

平成 18 年度試験対策実施を踏まえ、空中散布が再度検討された。海外事例における

根絶達成面積では、空中散布が他の手法を大きく上回っており、非標的生物へのリス

クはあるものの、単位面積当たりのコストと崖地作業時の作業者の危険性を低減する

点で、空中散布の有効性が認識されるようになった。平成 18 年の時点では沖縄県宮

古島のサトウキビ畑でのダイファシノン粒剤スローパック（0.005％粒剤の５g 分包
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品）の空中散布事例が知られており、その際に宮古島住民から寄せられた反対意見等

も検討された。その上で、聟島および東島での空中散布実施の経費等に関してベイト

ステーションとの比較がなされ、平成 19 年度に空中散布による外来ネズミ類対策事

業の実施計画が策定された。農薬取締法で定められた用法として、空中散布に使用で

きる殺鼠剤はリン化亜鉛かダイファシノン粒剤であったが、環境影響が比較的緩和で

あることと、粒剤のままでは散布後の水や直射日光による分解が早いこと等により、

ダイファシノン粒剤のスローパックが選定された。 

なお、殺鼠剤の散布量は、ネズミの根絶を目標とした過去の試行結果や殺鼠剤の空

中散布の海外事例を参考に 11kg/ha とし、農薬取締法に定められた用量（３kg/ha・

回）を超える量が必要とされた。 

④殺鼠剤の空中散布による試験的駆除の実施 

環境省は外来ネズミ類対策事業として、東島と聟島、隣接する属島の鳥島で平成

20 年８月に初めて空中散布による試験的駆除を実施した。処理薬剤はダイファシノ

ン粒剤のスローパックで、薬量は 11kg/ha の１回のみの散布とした。海上への殺鼠剤

の散逸を最小限に抑えるため、海岸から 30m の範囲を散布しないこととした。なお、

鳥島においては翌年３月にネズミが再確認されたため、緊急的に鳥島および聟島北部

においてスローパックの人力による地上散布が追加で実施された。 

⑤殺鼠剤の空中散布によるネズミ類対策の本格実施 

平成 19 年度の環境省による兄島の事前調査の結果、外来ネズミ類の食害で陸産貝

類の個体数が長期的減少傾向にあることが示唆された。平成 18 年度に試験駆除を行

った西島においては平成 21 年８月にネズミが再発見され、平成 20 年８月に実施した

聟島・東島での試験的駆除においても平成 21 年３月にネズミが再発見されるなど、

駆除手法を改善する必要が生じた。そこで、父島列島、聟島列島の属島（無人島）に

おいて、これまでの試験駆除の結果を踏まえた駆除事業計画が策定された。そこでは、

過去の試行結果や海外の専門家からの意見を参考に 30kg/ha（10kg/ha×３回程度）

を基本とし、根絶達成を目標に海岸部にも散布を実施することとした。 

平成 22 年１～３月に、聟島、鳥島、針之岩及び父島属島の兄島、弟島、孫島、瓢

箪島、人丸島、西島、東島、巽島の合計 11 島嶼並びにその周辺の離岩礁において、

空中散布による対策が実施された。殺鼠剤はダイファシノン粒剤スローパックで、散

布量は 30～35kg/ha（10kg/ha×３回、乾性低木林では１回目に 15kg/ha）とした。散

布の飛行間隔は 15m、飛行高度は 20～30m、飛行速度は 50km/h で散布は行われ、海岸

部及び急斜面では散布量が不足しがちなため、補正散布を実施した。その際、駆除後

の効果を把握するためのネズミの生息状況や保全対象種の陸産貝類のモニタリング

の他、オガサワラノスリの生息状況モニタリングが事前・事後に行われた。 

⑥平成 26年度までの成果 

島ごとの対策実施時期とネズミの再発見状況は図４、図５のとおりであった。 
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 平成 22 年３月に弟島、平成 24年９月に兄島でネズミの生存が確認された。その他

の島では、平成 24 年度調査までにネズミ類の生息は確認されていなかったが、平成

25 年度調査において、新たに人丸島、瓢箪島、西島においてネズミの生息が確認さ

れた。 

なお、兄島ではネズミ駆除から２年８ヶ月後にネズミが再確認され、その後、爆発

的に増加した。その原因は、隣の父島や弟島からの再侵入が可能性の一つとして示唆

されている。ただし、その時点までの、兄島と父島で捕獲されたネズミ DNA 解析の結

果（平成 26 年度環境省報告書）からは、遺伝子交流の明確な根拠は示されていなか

った。 

ネズミ対策の成果としては、ノヤギ駆除との相乗的な効果により、ネズミ駆除のみ

による効果がわかりにくい面もあるが、検討会委員等専門家からのヒアリングでは

34 ページの枠囲いに示すような情報が得られた。 

 

 

図４ 島ごとの対策実施時期とネズミの発見状況（平成 26年度環境省報告書より） 
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図５ 駆除実施島嶼におけるネズミ類の再発生状況（平成 26 年度環境省報告書より） 
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兄島西島
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図  駆除を実施した島嶼におけるネズミ類のモニタリング状況（生残か再侵入かは不明） 

聟島列島 

父島列島 
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 平成 24 年度に実施された兄島における陸産貝類のモニタリング調査により、駆除後に全島

にわたり多くの種で生息密度の増加が確認された。特に、カタマイマイ属、オガサワラヤ

マキサゴ属、エンザガイ属等、ネズミによる食害を受けていた分類群で顕著な増加が確認

されている。また、幼貝も頻繁に確認され、駆除後にも再生産が行われていることを確認

した。また、捕食痕のある新鮮な貝殻も激減した（検討会委員ヒアリングによる）。 

 聟島列島では平成 16 年までにノヤギは根絶された。聟島のネズミが平成 21 年度に駆除さ

れた後、ネズミは根絶状態にあり、平成 22 年 7月にアナドリの繁殖が確認された（第５回

検証委員会議事録）。 

 東島ではオガサワラヒメミズナギドリはネズミに捕食されていたが、ネズミ駆除後の平成

27年にこの島で世界初の営巣が見つかった。ネズミ駆除により絶滅が回避されたと考えら

れる（検討会委員ヒアリングによる）。 

 西島では、ネズミ駆除によりハシナガウグイスが定着し繁殖を始めた。これは強い捕食圧

がなくなったためと考えられる。また、タコノキやオオバシロテツなど在来樹種の稚樹の

回復が見られた（検討会委員ヒアリングによる）。 

 東島にはノヤギは昭和 46 年に根絶された。一方、東島では平成 20 年度にネズミ駆除実施

後、根絶状態となり、アナドリの繁殖個体群が回復した。これらはネズミの駆除との因果

関係は高いと考えられる（第５回検証委員会議事録）。また、東島に生育するオオハマギキ

ョウは、平成 21 年８月に実施されたネズミ類駆除前には、ネズミ類の食害によって、開花

株が全く見られず、わずかな実生も食害を受けている状態にあった。ネズミ類駆除後には

徐々に回復し、平成 23 年９月には分布域が拡大して合計 70 株程度、平成 25 年２月には合

計 170 株程度が確認された。特に、南部及び北西部の群落では、50 株を超える群落が確認

されており、開花株も各群落内で確認されている（平成 24 年度環境省報告書）。 

 

⑦平成 25年度以降のネズミ対策の経過 

ネズミの生息が確認されて、陸産貝類の危機的状況が続く兄島やその周辺島嶼では、

陸産貝類の絶滅回避を主目的とした緊急対応として、平成 25 年度には再度のネズミ

駆除計画が検討されていた。しかし、平成 25 年３月に兄島でグリーンアノールが確

認されたことを受けて、ネズミとグリーンアノールの種間相互作用として、ネズミを

駆除することによってグリーンアノールが増えることの懸念や、グリーンアノール駆

除への集中投資という観点から、ネズミ駆除計画については、環境省により延期が決

定された。平成 26 年度には種間相互作用について十分検討した上で、陸産貝類保全

を優先し、再度の空中散布によるネズミ駆除計画が策定されたが、過去に実施された

ネズミ駆除事業に関する不信感や、不信や不安に対する改善策が十分にとられなかっ

たこと、その結果住民との合意形成が不十分であったことなどにより、空中散布によ

る対策は中止となった（３．１（４）参照）。しかしながら、兄島においては陸産貝

類がネズミの顕著な食害により絶滅する可能性が専門家より強く指摘されるように
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なったことから、平成 27 年２月に兄島内に陸産貝類の重要保全エリアを設定し、か

ご罠による捕獲を開始した。環境省は平成 27 年度に「兄島陸産貝類保全プロジェク

ト会議」を立ち上げて検討を進め、平成 27 年８月より兄島の保全エリア内で緊急的

にベイトステーションによる殺鼠剤を用いた対策が実施された。その結果、一部の保

全エリアでは、年度当初に予想された陸産貝類の絶滅が回避され、一定の効果があっ

た。その一方で、保全エリア外では、陸産貝類の減少傾向がさらに進み、絶滅に近い

状況が確認された。 

⑧今後の外来ネズミ類対策事業計画 

 平成 26年度環境省報告書では、平成 27年度以降の対策事業計画が以下のとおり示

されていた。ただし、本計画は、兄島の空中散布が実施された前提での将来的な対策

箇所の優先度をまとめたものである。 

表５ 平成 27 年度以降の対策事業計画（平成 26 年度環境省報告書より作成） 

計画年度 対象島嶼 対策 

平成 27 年度 嫁・媒 

(妹・姪) 

・ 嫁・媒島で繁殖する鳥類によるバードストライク回避の

目途が立てば、両島を優先して空中散布による駆除を行

う 

・ 第二世代抗凝血剤の導入の検討 

平成 28 年度 妹・姪 

(嫁・媒) 

・ 平成 27 年度に実施しなかった島を対象に駆除を実施（現

行手法に、新たな技術の適用も考慮） 

随時 緊急対応が

必要な島 

・ 手法は平成 28 年度に同じ 
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（２）対策事業における環境配慮の実績 

 過去の殺鼠剤を使用したネズミ駆除にあたっては、非標的種への影響や環境影響に配

慮して以下のような取組が講じられた。 

 

・非標的生物への致死量摂取の回避、鳥類低毒性、難水溶性などの点からダイファ

シノン製剤が選定された。 

・鳥類の誤食防止のため鳥が認識しにくい緑色に染色したスローパックを採用した。 

・ネズミへの効果と非標的種への影響のバランスを考慮し、空中散布の時期を選定

した。平成 20 年度は海鳥類の繁殖期を避けて８月に実施した。 

・非標的種の個体に影響があった場合に備え、衰弱個体等を発見した際の臨時の救

護体制を構築した。 

・主要な水系･トンボ人工繁殖池へネット設置（兄島・弟島）、兄島で巣穴閉塞回避

のためのオガサワラハンミョウ生息地の巡回を実施した。 

・洋上に流出した殺鼠剤を兄島沿岸で漁船により回収するとともに父島の主要海岸

に漂着した殺鼠剤を回収した。平成 26 年度計画では回収体制の強化を予定してい

た。 

・イヌ等のペットの誤食防止のため、住民への広報活動を行った。 

・平成 21 年度の散布では聟島のアホウドリ類への影響緩和として、一部エリアの地

上散布やバードストライク回避のため、高高度からの空中散布を組み合わせて実

施した。 

 

（３）事業者の決定過程 

 外来ネズミ類対策の検討業務を担う事業者の決定は、平成 17 年度から平成 24 年度ま

では企画競争入札、平成 25 年度以降は一般競争入札（総合評価落札方式）により行っ

た。小笠原諸島で外来ネズミ類対策業務を行う特殊性と国内で事例の少ない外来ネズミ

類対策の専門性から、毎年の応札者は１社のみで、いずれも一般財団法人自然環境研究

センターが落札し、事業の検討や対策実施後のモニタリング調査を行ってきた。外来ネ

ズミ類は種間相互の関係性が広く、事業実施前後には、その効果や影響を計るための生

態系モニタリングが継続的に必要なため、その事業費は当初２千万円程度から年々増加

し、近年は５～６千万円程度であった。なお、平成 20 年度の聟島・東島における空中

散布の試験的駆除は、請負者の一般財団法人自然環境研究センターが中日本航空株式会

社の協力のもとで実施されたが、平成 21 年度の殺鼠剤の空中散布事業に係る請負者は、

スローパックの空中散布が可能なバケットと搭載できるヘリコプターの機体を所有す

る中日本航空株式会社が一般競争入札で落札し、その事業費は約２億円であった。また、

平成 26 年度に中止された殺鼠剤の空中散布事業についても、一般競争入札により中日

本航空株式会社が落札し、その事業費は約９千万円であった。 
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（４）対策事業の中止に至る経緯 

 小笠原諸島の世界自然遺産登録において重要な位置づけにある兄島の陸産貝類の生

息状況が、再確認されたネズミの食害によってこの数年で急速に悪化し、危機的状況に

あること、そのため陸産貝類の保護に必要な対策として、殺鼠剤を使用すること、ネズ

ミの根絶に向けて海外の実績を参考とした殺鼠剤の空中散布手法の選択等は、ネズミ対

策検討会で検討され、決定された。 

 本検証では、父島島民等へのヒアリング及び過去の資料から、属島におけるネズミ駆

除の目的や緊急性、空中散布の必要性、殺鼠剤を選定した経緯等について、島民に理解

されていなかったことが浮かび上がってきた。また、殺鼠剤の度重なる空中散布に対し

て島民が不安を感じていたものの、その不安が事業者（環境省及び事業請負者）に十分

認識されておらず、その対応に不十分さがあったことがわかった。 

 平成 21 年度の空中散布の際には、ネズミへの駆除効果を優先して海岸域も散布を行

い、回収体制が不十分なまま海況の悪い冬期に実施したことで、洋上へ流出した殺鼠剤

の回収と有人島(父島)の海岸に漂着した殺鼠剤の回収対応が十分ではなかったことが

判明した。 

 平成 26 年度の事業に関する地域説明会においては、これまでネズミの「根絶」を目

標として駆除を実施しながら、駆除後のネズミの再確認が繰り返されている状況に対し

て手法の改善策を明確に示さないままに事業を実施しようとしたことや、過去の住民説

明において環境影響への配慮が不十分との地域住民等の指摘に十分応えてこなかった

ことから、地域住民は事業者に対する不信感を募らせてしまった。 

 また、使用する殺鼠剤は、クマネズミに対する効力、非標的生物や環境への影響等を

考慮してダイファシノン製剤（ヤソヂオン）が選定されたが、ダイファシノン製剤のほ

乳類や鳥類への危険性に関する説明資料のデータが、既存文献のデータと乖離し、それ

までの説明会で使用してきた資料の計算方法に誤りがあることが環境省によって判明

した。具体的には、殺鼠剤中の有効成分ダイファシノンの濃度を、正しくは 0.005％の

ところを 0.0005%として計算し、半数致死量（LD50）に達する動物種別の殺鼠剤の必要

摂食量の数値を 10 倍多く見積もった結果、毒性を低く評価して示していた。殺鼠剤の

空中散布事業に関する住民への説明の重要な位置づけにある資料に明らかな誤りがあ

ったことが契機となり、環境省は、平成 26 年度に予定していた殺鼠剤散布事業の中止

を決断した。数値ミスは本来あってはならないことだが、このミスが判明していなけれ

ば事業は従前通りに実施された可能性があり、この事業中止と見直しの議論がきっかけ

となって、事業の意思決定プロセスや環境影響評価に対する科学的な検証の必要性につ

いてあらためて認識された。 

 

３．２意思決定過程における課題 

今回の検証で明らかになった部分のうち、意思決定過程に関する課題を整理した。特
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に重要な問題点と考えられる部分にアンダーラインを付した。 

（１）殺鼠剤空中散布事業への地域住民の不安と懸念 

本検証では地域住民が事業のどの部分に不安や懸念を持っているかを把握するため、

ヒアリングを行い（７．１参照）、ネズミ対策事業に関する不安や懸念を抽出した。 

人畜毒性のある殺鼠剤が近くの島嶼で空中散布され、海岸に漂着して住民が接触する

ことが想定される状況では、住民が殺鼠剤による影響に不安を抱くことは当然のことと

いえる。無人島に殺鼠剤を散布する必要性が十分認識されていなかった状況で、空中散

布という方法が採用されたことへの懸念もあった。 

空中散布後に海岸に漂着した殺鼠剤の回収や、海岸での注意書き設置等の対応はされ

ていたものの、具体的な環境影響への配慮の情報が住民と共有されず、島民が実際に殺

鼠剤スローパックの漂着を目撃するに至り、空中散布に対する住民不安は拡大していっ

たものと考えられる。不安の内容としては、毎日食している魚に蓄積され、魚を食する

ことによる人体への影響を懸念する声、さらに幼児や妊婦の健康への影響を懸念する声

があった。また、漁業者も魚への影響と風評被害を懸念し、観光業においてもイルカや

クジラへの影響、小笠原諸島の貴重な動植物全体に対する影響の懸念は大きかった。 

また、空中散布で一旦はネズミが確認されなくなった島でも、数か月～数年後に生息

が確認されてしまった例があることで、空中散布の効果を疑問視する声もあった。さら

に、殺鼠剤の１回当たりの散布量が、農薬取締法で製剤ごとに規定されている空中散布

における用量に比較して多かったことに対する懸念も示された。この散布量は、試験散

布結果とネズミの根絶を目標とした海外事例を基に決定されたもので、ネズミの根絶確

率を上げるためには農薬登録された殺鼠剤の１回当たりの用量をはるかに超えた量を

散布する必要があったことが住民に伝え切れていなかった。自然地域内で生態系保全を

目的としたネズミの「根絶」のための殺鼠剤の使用は、農薬取締法の適用範囲ではない

ため、同法に反した使用方法ではなかったことは第２回検証委員会で確認した。 

住民や漁業、観光業、農業等従事者等の様々なステークホルダーの意見から、それぞ

れの立場で、関心事項や不安の内容が把握できたが、事業者である環境省と請負者の関

係が公表されていないことや、全体計画がきちんと示されず、単年度毎に事業が進めら

れることも、住民の不信感を招いた一因と見られた。一方、事業者は、限られた期間内

に仕様書どおりに事業を進めることに追われ、地域住民の関心事項や不安を受け止めて、

駆除計画に反映するなど丁寧に応じる姿勢や体制がなかったといえる。 

 

（２）事業決定過程における地域への説明責任 

 ネズミ対策事業の決定過程における事業者の地域への説明責任について、上記のよう

に個別の内容ごとの課題を踏まえ、この項では事業の実施前後の対応について、以下の

とおり整理した。 

①事業実施前 
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・事業者は、住民説明会において何のために属島（無人島）で殺鼠剤を空中散布するか

という事業目的や・事業効果・影響緩和策等を住民に理解できるようにわかりやすく

説明できていなかった。 

・説明会の参加者は限定的で、大半の住民は、村の広報により情報を得ていたが、殺鼠

剤の空中散布を実施することについての注意喚起に関するお知らせのみであったた

め、ネズミ対策や陸産貝類保全を目的として空中散布を実施することが、広報の段階

においても十分に理解されていなかった。 

・説明会は殺鼠剤空中散布の実施がすでに決定された段階で開催され、住民に計画内容

を報告するのみであり、対策方法の検討段階では十分な説明がなかった。すなわち、

住民からの意見を事業内容に反映できる進め方になっていなかった。 

・外来種対策事業は行政の仕組み上、単年度予算に応じた計画内容で実施されるため、

住民にとっては、全体計画が整理されない段階での度重なる緊急対応は計画性のない

事業と受け止められた。 

・上記の事態を繰り返すことで、ネズミ駆除事業への住民の関心が徐々に低下し、説明

会への参加住民は固定化する傾向になってきた。 

②事業実施中・実施後 

・環境影響に係る事前・事後モニタリングや非標的種への環境影響緩和策、洋上への殺

鼠剤の誤散布防止の対応が、地域住民の不安に答えるための対応としては不十分であ

った。 

・洋上に流出した殺鼠剤の回収体制や住民意見のフォローアップが不十分であった。 

・有人島の海岸線に漂着した殺鼠剤をペットが誤食するリスクを説明する資料に誤りが

あり、結果的に島民の不信感をさらに増すことにつながった。 

 

 以上のことから、ネズミ対策事業の検討及び決定のプロセスは、以下のように示すこ

とができる。すなわち、検討会における検討結果が、決定事項として住民へ説明され、

住民からの意見が反映されにくい仕組みとなっていた。 

また、過去の事業検討は、計画から評価・戦略改善までが検討会で行われ、対策実施

と事前事後のモニタリングは同じ業者で行われていた。そのため、適正な戦略改善が行

われなかったといえる。さらに、検討委員会の中に、毒性学、外来種対策、環境リスク

評価の専門家が不在であり、その分野からの検討が不十分であったと考えられる。 

検討会においても、検証委員会で議論された環境影響に関する事項について議論があ

ったが、事業予算や実施期間の制約等から実現が難しいと判断され、それ以上の議論が

進まないまま曖昧になってしまったという反省も挙げられた（図６）。 
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図６ 過去のネズミ対策の計画立案と事業の進め方 

 

 

（３）殺鼠剤の選定 

 殺鼠剤として、ダイファシノン製剤が選定された根拠については、①第一世代の殺鼠

剤は体内での蓄積性が低く、環境中での分解が早いと考えられること、②クマネズミに

よる喫食性が優れていること、③ 製剤の有効成分含有量や有効成分の急性毒性値から

考えて、鳥類などに対する毒性がワルファリン製剤に比べてダイファシノン製剤のほう

が低いと考えられたこと、④陸産貝類に対する毒性は、室内投与した時の貝類の組織か

らダイファシノンの蓄積が確認されたが、対照区とともに致死は全く見られなかったと

いうとの情報があったこと、⑤農薬登録された殺鼠剤の使用法として、空中散布に使用

できるワルファリン製剤は無いことなどが挙げられ、これらが根拠となってダイファシ

ノン製剤が使用されてきた。 

 父島ではワルファリン製剤と、ダイファシノン製剤が農協等で購入可能であるが、農

地では主にワルファリン製剤が使用されている。ダイファシノン粒剤は毒物及び劇物取

締法の「医薬用外劇物」に指定され購入に手続きを要するのに対し、ワルファリン粒剤

は普通物であることも要因の一つと考えられる。ダイファシノンの原体は「毒物」であ
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るため、製剤レベルでは、その１ランク下の「劇物」に指定されているが、毒性値は普

通物相当のレベル（急性経口毒性 LD50＞300mg/kg）の数値である。この点の説明が十分

ではなく、劇物であるダイファシノン製剤を選定したことに対する疑問が出ていた。 

日本国内で農薬として登録されている第一世代抗凝血性殺鼠剤（毒性と残留性が比較

的低く、複数回摂食により効果が出る）を使用した点で、小笠原の固有種生物（非標的

種）への影響を考慮したものといえるが、事業者は、ダイファシノン粒剤を選定した根

拠、検討過程が地域へ十分に説明できていなかった。 

 なお、第二世代の殺鼠剤（毒性と残留性が高く、坦懐摂食で効果が出る）は、海外で

は空中散布に用いられ、島嶼からのネズミの根絶の成功例もあるが、有効成分の残留性

が高く、非標的種への食物連鎖を通じた間接的な影響も大きいことが知られている（第

２回検証委員会資料３－１）。米国では殺鼠剤の法的規制が日本とは異なるが、非標的

生物保護の観点から、第二世代殺鼠剤（ブロディファクム、ブロマジオロン、ジフェチ

アロール）を含有する全ての殺鼠剤は、2008 年より、有資格者のみが購入・使用でき

るという規制法が施行されている。日本国内では第二世代殺鼠剤としては、医薬部外品

としてジフェチアロン製剤が、動物用医薬品としてブロマジオロン製剤のみが承認・販

売されており、それぞれ、医薬品医療機器等法（旧薬事法）、および農薬取締法により

使用場面が屋内に限定されており（表６；黄色の欄）、これらの点が小笠原での駆除事

業での使用に制限を与えている。この他、第二世代殺鼠剤としては表７のような物質が

知られているが、前述のとおり、いずれも毒性が第一世代に比べて高く、より環境影響

に綿密な配慮が必要となる。しかしながら、今年度のヒアリング等では、第二世代殺鼠

剤による駆除効果を期待する住民の声も聞かれた。 
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表６ 日本国内で使用できる殺鼠製剤 

a.農薬登録のある殺鼠製剤 

 

農林水産消費安全技術センターデータベースより改変；H28.1.26.アクセス 

 

b.動物用医薬品・医薬部外品承認のある殺鼠製剤 

 

*住化エンバイロメンタルサイエンス 

農林水産省動物医薬品検査所データベースより改変；H28.1.25.アクセス 

 

  

製品名 メーカー名 有効成分 濃度 剤型

水溶性ﾗﾃﾐﾝ錠 大塚薬品工業 ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 2.0% 水溶剤
固形ﾗﾃﾐﾝ 大塚薬品工業 ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 0.03% 粒剤
粉末ﾗﾃﾐﾝ 大塚薬品工業 ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 1.0% 粉末
ﾗﾃﾐﾝｺﾝｸ 大塚薬品工業 ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 0.50% 粉末
強力ﾛｰﾀﾞﾝ ｻﾝｹﾐﾌｧ ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 0.50% 粉末
ﾒﾘｰﾈｺｸﾏﾘﾝ 大丸合成薬品 ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 1.0% 粉末
ﾒﾘｰﾈｺ3号 大丸合成薬品 ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 0.10% 粒剤
固型ﾁｭｰﾓｱ1号 ﾀﾆｻｹ ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 0.10% 粒剤
ﾁｭｰﾓｱ｢ｺﾝｸ｣ ﾀﾆｻｹ ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 1.0% 粉末
ｻﾝｹｲｸﾏﾘﾝ 琉球産経 ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 0.10% 粒剤
ﾔｿｰﾙ 大塚薬品工業 ﾜﾙﾌｧﾘﾝ 0.10% 粒剤
ﾔｿﾁﾞｵﾝ 大塚薬品工業 ﾀﾞｲﾌｧｼﾝ 0.0050% 粒剤
ｺﾛｿ粒剤 ﾀﾆｻｹ ｸﾛﾛﾌｧｼﾉﾝ 0.010% 粒剤
ﾈｽﾞｺ粒剤 琉球産経 ｸﾛﾛﾌｧｼﾉﾝ 0.025% 粒剤
強力ﾗﾃﾐﾝ 大塚薬品工業 ﾘﾝ化亜鉛 3.0% 粒剤
ﾗﾃﾐﾝﾘﾝ化亜鉛1% 大塚薬品工業 ﾘﾝ化亜鉛 1.0% 粒剤
ﾒﾘｰﾈｺりん化亜鉛 大丸合成薬品 ﾘﾝ化亜鉛 1.0% 粒剤
ﾒﾘｰﾈｺ1号 大丸合成薬品 ﾘﾝ化亜鉛 3.0% 粒剤
Z･P 太洋化学工業 ﾘﾝ化亜鉛 3.0% 粒剤
Z･P1.00 太洋化学工業 ﾘﾝ化亜鉛 1.0% 粒剤
ﾘﾝｶS･1 北海道森林整備公社 ﾘﾝ化亜鉛 1.0% 粒剤
太洋りん化亜鉛1 太洋化学工業 ﾘﾝ化亜鉛 1.0% 粒剤
ﾎｸｻﾝりん化亜鉛10 ﾎｸｻﾝ ﾘﾝ化亜鉛 1.0% 粒剤

製品名 メーカー名 有効成分 濃度 剤型
クマラット 大塚薬品工業 ワルファリン 粒・散
クマラットS 大塚薬品工業 ワルファリン 1.0% 粉
固型ラテミンS 大塚薬品工業 ワルファリン 固
ラテミンコンク 大塚薬品工業 ワルファリン 0.50% 粒・散
動物用ネオメッソF 住化SES* フマリン原末 0.05g 粒・散
ブロマラット フジタ製薬 ブロマジオロン 0.005% 粒・散
ブロマラットP フジタ製薬 ブロマジオロン 0.005g 固
エンドキラー フジタ製薬 ブロマジオロン 0.005% 粒・散
エンドキラーP フジタ製薬 ブロマジオロン 0.005% 固
ラニラットF フマキラー ブロマジオロン 0.005% 粒・散
ダンクローデンGA 大丸合成薬品 リン化亜鉛 1% 固
ラテミン「小袋」 大塚薬品工業 リン化亜鉛 固
動物用ネオメッソR

住化SES
シリロシド原末(ｼﾘﾛｼﾄﾞ

20％)
0.25g 固

動物用ネオメッソR2 住化SES シルムリン1%プレミックス 5.00g 固
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c.医薬品・医薬部外品承認のある殺鼠製剤（主要なもののみ） 

ねずみ駆除協議会会員メーカーＨＰ情報等により作成 

  

製品名 製造または販売会社 有効成分 濃度 剤型
ラットライス 山崎帝国堂 ワルファリン 0.1% 粒
クマトロンブロック タニサケ ワルファリン 0.1% 粒
粉末コロソA タニサケ ワルファリン 0.1% 粉
ネのライス テイコクファルマケア ワルファリン 0.1% 粒
ネのライスN テイコクファルマケア ワルファリン 0.1% 粒
キクラット テイコクファルマケア ワルファリン 0.1% 粒
コーンラット テイコクファルマケア ワルファリン 0.1% 粒
チューマイ テイコクファルマケア ワルファリン 0.1% パック
テイラット テイコクファルマケア ワルファリン 0.1% 粒
テイラット錠 テイコクファルマケア ワルファリン 0.1% 固
ブロックマリン テイコクファルマケア ワルファリン 0.1% ﾊﾟﾗﾌｨﾝ
ラチキラー テイコクファルマケア ワルファリン 0.1% パック
ラチコーンA テイコクファルマケア ワルファリン 0.1% パック
メリーブロック 大丸合成薬品 ワルファリン 0.1% ﾊﾟﾗﾌｨﾝ
メリーネコPCⅡ 大丸合成薬品 ワルファリン 0.1% 粉
メリーネコ100号 大丸合成薬品 ワルファリン 1.0% 粉
サッチューン 大丸合成薬品 ワルファリン 0.1% 粒
メリーネコ押出し 大丸合成薬品 ワルファリン 0.1% 塊
原末クマリン2号「SES」 住化ｴﾝﾊﾞｲﾛﾒﾝﾀﾙｻｲｴﾝｽ ワルファリン 1.0% 粉
強力デスモア アース製薬 ワルファリン 0.05% 粒
チューコロ レインボー薬品 ワルファリン 0.1% パック
ネズレスＨ レインボー薬品 ワルファリン 0.1% 粒
ネズレスブロック レインボー薬品 ワルファリン 0.1% 板
ネズレスブロックＥＸ レインボー薬品 ワルファリン 0.1% 板
エーコープカソキラー 大塚薬品工業 ワルファリン 0.1% 粉
エーコープ固型ラテミンS 大塚薬品工業 ワルファリン 0.1% 粒
強力クマラット1号 大塚薬品工業 ワルファリン 1.0% 粉
エンドキラー 大塚薬品工業 ワルファリン 0.1% 粒
ラットホンＡ 大木製薬 ワルファリン 0.1% 粒・ﾊﾟｯｸ
ネナックス2 三共消毒 ワルファリン 0.1% 粉
イカリネオラッテP イカリ消毒 ワルファリン 0.05% パック
CICウルトラベイト シー・アイ・シー ワルファリン 0.1% 固

チューモアS タニサケ
ワルファリン0.1%,
海葱0.05%

 粒

チューモアコンク タニサケ
ワルファリン1.0%,
海葱0.2%

 粉

コロソ粒剤 タニサケ クロロファシノン 0.01% 粒
エンドックス バイエルクロップサイエンス クマテトラリル 0.75% 粉
ドラ フマキラー クマテトラリル 0.05% パック
デスモアプロトレイタイプ アース製薬 ジフェチアロール 0.0025% 粒
デスモアプロ投げ込みタイプ アース製薬 ジフェチアロール 0.0025% 粒
スーパーデスモア アース製薬 ジフェチアロール 0.0025% 粒
スーパーラットホン 大木製薬 シリロシド 0.02% 粒
ラットホンＺ 大木製薬 シリロシド 0.03% 粒
デスラット 三共消毒 シリロシド パック
ダンクローデンG 大丸合成薬品 リン化亜鉛 1.0% 粉
ダンクローデンパウダー 大丸合成薬品 リン化亜鉛 1.0% 粉
メリーネコP 大丸合成薬品 リン化亜鉛 0.8% ペレット
ネズレスＸ レインボー薬品 リン化亜鉛 1.0% 粉
ネオラッテクイックリー イカリ消毒 リン化亜鉛 1.0% パック
メリーネコタリウム 大丸合成薬品 硫酸タリウム 0.3% 粒
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表７ 第二世代殺鼠剤と第一世代殺鼠剤（ダイファシノン、ワル 

ファリン）の急性毒性の比較 

薬剤名 
急性経口 LD50値(mg/kg) 

マウス ラット 

第二世代 

ディフェナクム 0.8 1.8 

ブロディファクム 0.4-0.86 0.26 

ブロマジオロン 1.75 1.12 

フロクマフェン 0.8-2.4 0.46-0.56 

ジフェチアロール 1.29 0.56 

第一世代 
ダイファシノン* 28.0-340 1.5-43.3 

ワルファリン 364-750 14.5-60 

*：Eisemann and Swift (2006)より。その他は緒方ら(2014)より 

 

（４）殺鼠剤の散布方法 

殺鼠剤の処理については、当初ベイトステーションで実施され、対象面積の広さに応

じてヘリコプターによる空中散布が各島嶼で実施されるようになってきた。 

これまでの事業の中では手撒きベイトステーション、空中散布のメリット・デメリッ

トが検証され、表８のとおり整理されてきたが、広大な範囲を一気に根絶状態へ持ち込

むための効率性や予算上の制約から、空中散布を主体とした計画で進められてきた。空

中散布は広域散布に最も優れた散布方法であるが、ネズミ対策の効果と効率を優先する

あまり、海岸部までくまなく空中散布することで、次項に示す洋上流出などのネガティ

ブな影響が現れるようになった。この点が住民の不安や不信感の最大の原因になったと

もいえる。海外の事例では、海岸域での片まき散布機や地上作業との併用による洋上落

下への配慮などが行われているが、対象とする島嶼が多いこともあり、洋上落下のリス

クより対策効果を優先した結果、地上作業との併用などの検討が十分に行われなかった。

一方で、ベイトステーションを中心とした地上散布の方法は、作業員が何度も島に入る

ことで、土壌侵食や植生へのインパクトが懸念されており、実際に平成 27 年度の対策

においても、顕在化し始めている。また、ベイトステーションによる長期的な殺鼠剤の

暴露は、ネズミの殺鼠剤抵抗性の出現や非標的種への長期的な影響が懸念される。こう

したことから、ベイトステーションによる対策を長期間続けることも難しい状況になり

つつある。 

 これまでの結論として、効果面と環境影響の面から、小笠原諸島においては、空中散

布だけでも、ベイトステーション等による地上からの人海戦術だけでも不十分であるこ

とが認識されるようになってきた。 

また、殺鼠剤の散布の時期については、ネズミへの効果と非標的種への影響のバラン

スを考慮し、空中散布の時期を選定する必要がある。平成 21 年度はオガサワラノスリ
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への影響緩和のため、「オガサワラノスリの産卵・抱期にあたる３月初旬から中旬を避

けて、１月中旬から２月下旬に散布を実施した」と認識されていたが、当時のオガサワ

ラノスリの繁殖ステージに関する認識が誤っていた。実際は、産卵・抱卵期は１月末か

ら３月中旬までであり、抱卵直前から抱卵期（Chiba&Suzuki 2011）に散布が実施され、

オガサワラノスリへの繁殖影響の緩和策としては無効であった。オガサワラノスリに限

らず、オガサワラオオコウモリ、アカガシラカラスバト、アオウミガメ等、それぞれの

非標的種へのリスクを踏まえ、影響緩和の観点から散布時期を選定する必要があった。 
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表８ 小笠原諸島で実施する時のネズミ対策各手法における一般的特性（表２再掲） 
 トラップ（かご罠等） 殺鼠剤(ﾍﾞｲﾄｽﾃｰｼｮﾝ) 殺鼠剤(手まき) 殺鼠剤(空中散布) 

適用

範囲 

狭い 

 

最大でも 30ha 程度。

人が到達できる場所

に限定。 

 

 

低密度化を目的とし

た兄島の対策では約

100ha で実施。人が到

達できる場所に限定。 

 

   

ﾍﾞｲﾄｽﾃｰｼｮﾝよりやや

広いが、人が到達でき

る場所周辺に限定。 

広い 

 

広範囲で地形を問わ

ず実施可能。 

特徴 根絶は難しいが、狭い

範囲での低密度化に

は短期的に有効。 

頻繁に行き来できる

場所に限定される。 

局所的な設置が可能

で、殺鼠剤の暴露期間

が長くとれるため、範

囲を限定した長期的

対策に有効。 

 

散布精度は空中散布

よりも高く、局所的散

布が可能。ﾍﾞｲﾄｽﾃｰｼｮﾝ

に比べて暴露期間が

短く、他の手法との組

合せた短期的対策に

は有効。 

小面積から大面積の

島嶼における根絶を

目指した駆除に有効

である。 

殺鼠剤の暴露期間が

短い一方で、散布精度

が低く、散布にバラツ

キが生じやすい。 

対策

効果 

根絶を目指した駆除

は困難だが、生息モニ

タリングや捕獲固体

の分析が可能。 

 

小面積の島嶼での根

絶を目指した駆除に

は有効のほか、一定の

エリアでの低密度管

理の手法としても有

効。 

 

大面積、地形的な制約

のある島嶼での根絶

を目指した駆除には

向かない。空中散布の

精度や、ﾍﾞｲﾄｽﾃｰｼｮﾝの

有効範囲外を補完す

る手法として有効。 

広大な範囲をカバー

できるが、殺鼠剤の暴

露期間が短く、短期集

中的な対策となる一

方で、様々な環境影響

に配慮が必要となる。 

環境

影響 

鳥類やオカヤドカリ

類などの非標的生物

の誤獲リスクがあり、

頻繁にメンテナンス

が必要。 

踏圧による周辺植物

へのリスクもある。 

殺鼠剤を使用しない

ため、毒物による影響

の心配がない。 

定点散布のため、直接

環境下に暴露される

殺鼠剤は直接散布よ

り少なく、誤食等のリ

スクは、比較的低い

が、非標的生物への影

響緩和策が必要。 

定期的な管理のため

の踏圧や長期間継続

することのリスクへ

の考慮が必要。 

直接散布は定点散布

と比較して、殺鼠剤が

直接暴露されるため、

散布時期や非標的生

物への影響緩和策を

十分に考慮する必要

がある。 

直接散布のため、リス

クは手まきと同様だ

が、散布範囲は広範囲

な一方で精度が落ち

るため、環境影響リス

クは最も高い。特に、

海岸部に散布する場

合、殺鼠剤の洋上流出

等により、生活・産業

への影響が及ぶ可能

性がある。 

メン

テナ

ンス 

設置と頻度の高い見

回り・回収。誤獲個体

の放逐のためには日

常的な対応が必要。 

設置と喫食状況の定

期的な確認・殺鼠剤の

補充（ある程度、臨機

応変の対応は可能）。 

喫食状況が確認でき

ないため、効果が確認

されるまで定期的な

散布を行う必要があ

る。 

空中散布後は海岸線

に散布した場合、海上

への流亡監視と流出

した殺鼠剤の回収が

必要。 

単位

面積

当た

りコ

スト 

トラップの運搬と捕

獲個体の処理、日常的

な見回りの回数に応

じて人件費が必要で、

面積当たりのコスト

は高い。 

ﾍﾞｲﾄｽﾃｰｼｮﾝ及び殺鼠

剤の運搬と定期的な

見回り、補充で、面積

当たりのコストはト

ラップより少ない。 

殺鼠剤の運搬と散布

による人件費のみで

面積当たりのコスト

はトラップ、ﾍﾞｲﾄｽﾃｰｼ

ｮﾝより少ない。 

ヘリコプターと大量

の殺鼠剤を使用する

ため単回コストは大

きいが、面積当たりの

コストは他の手法と

比較して少ない。 
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（５）殺鼠剤の洋上流出への対応 

スローパック製剤は、風の影響を受けやすい形状であることから、殺鼠剤の洋上への流出

はある程度想定されていたため、事業者は回収する体制をとって作業にあたってきたが、そ

の態勢は十分ではなかった（第２回検証委員会資料１－３等）。 

平成 22 年１月 25 日には、ヘリコプターに搭載された殺鼠剤散布機器の誤操作により 10kg

程度の殺鼠剤を洲崎付近の海岸・洋上に落下させてしまった。この際には、そのうち約７kg

が回収されたが、これらの情報が住民に開示されたのは第３回検証委員会であり、本件に関

する報告や周知等が十分ではなかった。 

さらに、兄島で空中散布された殺鼠剤（スローパック）が風で飛ばされたり、撒きもらし

のないように海岸部にくまなく撒いたことから大量に洋上へ流出し、対岸の父島へ漂着して

湾内（宮之浜等）に多数漂着したことがあった。これによって、それまで子どもたちを遊ば

せていた海岸へ連れて行くことはできないと感じた住民がいたり、ペットが誤食する懸念も

あった（第１回検証委員会資料２－３）。また、潮目に沿って数 km 漂流していたという漁業

関係者の話があった。 

海況が悪い冬期に作業が行われたこともあり、少なくない量が有人島（父島）に漂着した

事実から、回収が十分にできなかったといえる。回収にあたった作業船も１日１隻しか出て

いなかったが、さらに多くの船・人員を投入できたはずとの意見が聞かれた。 

また、事業者が洋上へ流出した殺鼠剤を目撃したこれらの住民等の不安を聞き入れて十分

な対応を行うことをしなかったことも事業者への不信を招いた要因の一つとなった。スロー

パック製剤の空中散布によるリスクを想定し、リスク回避策とともに、回収作業など十分な

効果が上げられるよう散布時期を含めた影響緩和策を計画し、実施すべきであった。 

 

（６）小笠原諸島におけるネズミ対策の難しさ 

 ネズミ対策計画の目標には、「根絶」と「低密度化による被害回避」の考え方があるが、小

笠原諸島のネズミ類対策では、当初はネズミの根絶を目指して実施されてきた。その結果は

２．１（１）に示されたとおりで、根絶に成功した島と失敗した島がある。海外事例では、

対策実施後２年間、ネズミが発見されなければ「根絶」したとみなしている。小笠原諸島の

これまでの事業からも、駆除後ネズミが２年間発見されない間に、保全対象である在来動植

物の飛躍的な回復が確認されており、海外事例にならい、「根絶状態の維持」に一定期間成功

したと判断される。一方、平成 22 年度頃より、島の地形の複雑さ、殺鼠剤や散布方法の問題

点、再侵入の可能性が考えられるようになり、小笠原諸島は「根絶状態の維持」が比較的難

しい島であることが認識されるようになってきた（平成 26年度報告書）。 

 小笠原諸島においてネズミ対策事業を進める上では、この地域に特有の要因が困難さをも

たらしていたことも考えられる。その一部は既述されているが、今回の検証期間で浮き彫り

なった主な要因は表９に整理されるとおりであった。 
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表９ 小笠原諸島におけるネズミ対策の特殊性（表３再掲） 

小笠原諸島における特徴 対策の課題 

地理的 

要因 

対象面積が広大 ・大面積であるほど、散布漏れが生じる確率も高まることから、

広域を網羅しつつ、きめ細かな管理が必要である。 

・作業量、殺鼠剤散布量、必要資材の量が膨大で、海上運搬等準 

 備を含め作業に多大な時間を要する。 

・ネズミの生息状況や散布時点での密度推定が難しく、他事例を

参考にした計画検討に頼らざるを得ない。 

・ネズミの根絶確認範囲が広大で、取り逃しが合った場合の速や

かな対処や根絶状態の維持には多大な労力を要する。 

無人島の複雑な

地形 

・船の接岸場所、作業道が限定され、気象条件による作業が限定 

 される。 

・空中散布の場合、対地高度が一定でなく、谷や海岸部では高高

度からの散布となるため散布漏れが生じやすい。 

・空中散布の場合、急傾斜地では殺鼠剤が定着しない場所が生じ

やすく、洋上流出やまき漏れが生じやすい。 

有人島等のネズ

ミが生息する島

が近い（0.3～

1.6km） 

・父島属島などでは島嶼間で相互に再侵入の可能性がある。 

生物的 

要因 

小笠原クマネズ

ミの特異な生態

や食性（動物食

の性質） 

・都市部のクマネズミに比べ、比較的警戒心は薄い。一般的には

植物食であるが、小笠原のクマネズミは動物性の餌を好み、陸

産貝類や小型海鳥等に深刻なダメージを与えている。 

・島によっては固有植物への影響も大きい 

・特異な生態系の中で、ネズミと競合する生物がほとんどいない

ため、一旦数を減らせても、短期間で回復するなど、個体数変

動が大きい可能性がある。 

外来種対策と保

全対象種の種間

相互作用 

・ある外来種を駆除することで他の外来種を増加させたり、別の

保全対象種へマイナスな影響を及ぼすことがあり、種間相互作

用を踏まえた順応的管理が必要。 

社会的 

要因 

生態系回復を目

的とした殺鼠剤

の使用 

・日本での殺鼠剤は用途によって、法的に用法用量が制限され、

殺鼠剤選択肢が少ない。 

・生態系回復のための使用の規定がない。 

観光・漁業等の

産業への影響 

・殺鼠剤散布による風評被害など、社会的影響を考慮する必要が

ある。 

・産業に影響の無い散布時期の選定が求められる。 

主に属島を対象

に専門的な議論

のもとで実施さ

れたこと 

・保全対象種や外来種対策等の専門知識を持った多数の専門家の

参画による検討が必要である。 

・一方で状況が地域住民に伝わりにくく、対策への理解や関心が

低くなりがち。 

実績のない対策

手法の導入の困

難さ 

・国内では前例のない対策手法である中で、海外で実績があって

も環境リスクが大きい手法を小笠原のネズミ対策で導入するこ

とに抵抗があり、海外事例を参考としつつも、スタンダードな

手法から選定される傾向にある。 

 

（７）総合的対策の必要性 

①保全対象種を主語にした目標設定 

ネズミも含め、全ての外来種対策事業は、「根絶」が最終目標であった。しかし、対策事

業が始まったきっかけは陸産貝類や小型鳥類等の固有な動植物種がネズミによって激減し
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たことであり、保護対象種の回復状況が、対策の評価をする上では重要な要素である。事

業の評価指標がネズミの「根絶」の成否とされたことで、「保全対象を守る」という議論か

ら離れてしまう傾向があり、いわば、保全対象ではなく、ネズミが主語の事業になってい

た。ネズミ駆除対策においては、ネズミがわずかでも残ると、繁殖力が大きいネズミは短

期間で爆発的に増える要素を持っており、基本的には対策面積が広く複雑な環境を有する

島嶼では、「根絶状態の維持」を目指した対策を行わなければ効果が持続しないと考えられ

る。一方で、平成26年度環境省報告書では、ネズミ個体数が減少すると、食害もある程度

減少し、陸産貝類の個体群維持が可能というシミュレーションが示されている。兄島にお

いては、平成27年度のベイトステーションによる保全エリアの限定的な緊急的対策によっ

て、陸産貝類の減少を部分的に抑えることができた。島全体として「根絶」に至らなかっ

た場合でも、「低密度管理」で保全対象の維持を行う考え方も合わせて検討しておくことが

必要であった。 

②再侵入リスクの検討 

密度ゼロが維持されている島に対して、西島、兄島、人丸島、瓢箪島では２～４年程度

で生息が確認された。再発見されたネズミが、殺鼠剤使用で駆除しきれなかった生残個体

か、他の島から移動してきた再侵入個体かは、まだ最終判断されていないが、地形要因（島

間の距離など）からの検討・推測はなされており、クマネズミの個体の遊泳能力や父島列

島の属島の島嶼間距離から判断すると、兄島の再侵入リスクは考えられた。また、殺鼠剤

の単回散布では生残個体があることも予測されたはずである。しかし、その対処や駆除手

法の改善が検討されず、あるいは予測していても対処が明示されないまま、平成26年度に

駆除を再開しようとしたことに課題が見出された。 

③長期的な対策の実施・検討 

行政が進める対策事業は年度を区切って単年度事業で実施されてきた。対策が１年ごと

に評価されることは適切なステップであると判断されるが、兄島や弟島のように、島によ

ってはもっと中長期的・連続的な駆除作業が必要と考えられる島もあった。散布後のネズ

ミの再確認により、初期対応として年度計画にない緊急的な地上作業が実施された例（平

成 21 年４月の聟島・鳥島、平成 22 年３月の弟島）もあった。その一方で、兄島ではネズ

ミの再確認後も迅速な（例えば１、２カ月以内の）対応は行われず、グリーンアノールの

確認などにより対策が見送られたこともあり、機動性のある対応が行われなかったと考え

られる。 

④費用対効果 

西島や南島などの比較的面積の小さい島の例では、ベイトステーション＋手まきのみで、

２年近く生息が確認されなかった時期があることから、このような島では地上作業を主体

とした対策も有効であったと考えられた。費用面では平成 18 年度報告書で、聟島・東島で

の空中散布とベイトステーションによる対策経費の試算がなされ、想定した条件では空中

散布のほうが安価であるとされた。その後、費用対効果の評価は、報告書上は示されてい

ないが、東島、聟島、巽島、孫島では空中散布後、少なくとも４年以上は生息が確認され

ておらず、「ネズミの根絶状態の維持」が達成されている。また、一定期間、「ネズミの根
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絶状態の維持」が続いた後、ネズミが再発見された島嶼においては、陸産貝類や希少植物

等の保全対象種の一時的な回復による効果が確認されている。これらの島嶼は、いずれも

継続的な地上作業が困難な場所にあるため、地上作業を主体とした対策に比べて空中散布

の費用対効果は高かったと判断できる。一方で、散布後すぐにネズミが再発見されたケー

ス（弟島など）については、ネズミ駆除の効果はほとんど認められなかったことから、一

定期間の駆除にも失敗した場合の空中散布の費用対効果は非常に低かったと考えられる。 

⑤ネズミ生息状況調査の実施手順 

都市部のネズミ対策は、ネズミの生息状況を把握し、殺鼠剤の散布区域や散布量を決定

し、一般的には対策実施後のネズミの生息密度調査を行うことで、対策方法・事業の成果

が評価される。平成 19 年度から 26 年度の対策事業においても、かご罠による捕獲数、噛

跡トラップ、足跡トラップ、定点センサーカメラ等によって生息状況が把握されてきた（平

成 26 年度環境省報告書、第１回検証委員会資料２－１の「１．全体の概要」、「３．これま

でのネズミ生息密度の状況」参照）。過去の報告書や委員会資料から読み取れる作業内容、

工程、結果、及びその解析の点から、行われるべき項目は網羅されており、基本的な進め

方に問題はなかったと判断された。 

 

（８）対策検討の枠組みに係る問題 

 従前のネズミ対策検討会は、保全対象種の専門家を中心に組織されており、毒性や外来生

物対策に係る専門家が不在のまま検討されきた。また、事業は、外来種のネズミの駆除を主

体に計画が組み立てられ、いわば、陸産貝類や植物等の保全を第一に考慮した策が採られて

いるとは言えなかった。 

 

（９）有人島のネズミ対策 

 クマネズミは本来、遊泳できる能力は乏しく、数百ｍも泳ぐことは難しいが、船舶や漂流

物などによって偶発的に侵入する可能性はゼロではなく、兄島等におけるネズミ類対策事業

によりネズミを根絶できなかった原因として、他の島からの再侵入の可能性が考えられてい

た。これまでの環境省事業では再侵入の可能性の検討、漁船・遊漁船等に対するネズミに関

する聞き取りなどが実施されてきており、有人島対策の重要性は認識されていたと考えられ

た。また、農地や住宅地においてネズミによる被害に悩まされており、行政による対策を望

む声が以前から多く寄せられており、父島の清瀬川では、河川の環境整備事業を小笠原村が

実施し、ネズミを大幅に減らした実績もあった。 

しかし、有人島におけるネズミ対策は無人島の対策と切り離されて実施されており、住民

にとって、有人島対応は環境省や行政からもおざなりにされていると受け止められ、それが

住民の不満につながっていた。 
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４．殺鼠剤の環境影響等に係る検証 

４．１実証試験の目的 

 殺鼠剤を空中散布する手法は、主に海外事例に基づく知見から検討された。一方、オガサ

ワラノスリやオガサワラオオコウモリ等の固有生物への影響緩和策については、それまでの

保護の取組を通じた知見により講じられてきが、住民説明会や検証委員会等の都度、さらな

る検討の必要性が指摘されてきた（第１回検証委員会資料２－３）。 

特に空中散布事業については、広域に散布されることで環境影響は多岐に渡る。ネズミ類

対策事業では３．１（２）などに示したような環境配慮が実施されてきたが、環境影響に関

する主な懸念項目は平成 27 年度当初、表 10のとおりであった。 

過去の殺鼠剤の空中散布による殺鼠剤の環境挙動は、過去のサンプルやモニタリングデー

タが無いことから、実験室内で同様の環境を再現して、影響を評価する必要があった。本検

証においては、「４．２環境中への流出・残留性」において、過去の散布事例に照らし合わせ

て室内試験の結果を基に殺鼠剤の環境挙動を評価するとともに、「４．３ネズミに対する効

果・体内残留性」において、小笠原のクマネズミの殺鼠剤に対する反応や抵抗性、有効成分

の残留による二次二次毒性の可能性について評価した。「４．４非標的生物への影響」におい

ては、影響が懸念される代表的な生物を抽出し、殺鼠剤による直接的な影響と体内残留によ

る二次毒性の可能性について評価を行った。そして、今回の実証試験で示された結果をもと

に、今後、環境配慮が必要な項目の洗い出しと必要となる環境影響緩和策について検討を行

った。 
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表 10 殺鼠剤空中散布に対する環境影響の懸念項目（平成 27 年度ヒアリングで聴取された内容） 

対象 環境影響が懸念された主な内容 取り組みの必要性 

オガサワラノスリ ・中毒ネズミ等の捕食による二次中毒 

・ネズミ駆除後の餌不足 

・ネズミやオカヤドカリの体内残留性の評価（※重点課題） 

・生息状況調査等による影響の把握 

アカガシラカラスバト

（その他鳥類も同様） 

・毒餌喫食による中毒 ・喫食リスクの低い散布時期選定と影響緩和策の検討 

・生息状況調査等による個体群レベルでの影響把握 

・致死個体の分析 

オガサワラオオコウモ

リ 

・毒餌喫食による中毒 ・喫食リスクの低い散布時期選定と影響緩和策の検討 

・生息状況調査 

・致死個体の分析 

陸生節足動物類（昆虫

類、オカヤドカリ、カニ

など） 

・毒餌喫食の影響 ・毒餌キャリアーとしての影響、体内残留性の評価 

・致死的影響 

淡水性節足動物類（トン

ボ、エビなど） 

・水質悪化による生息環境の悪化 ・水質悪化（富栄養化・汚濁）による影響評価の散布前後の生息状況

調査 

海産魚類、ウミガメ類 ・海洋流出スローパックの喫食による中

毒（含風評被害） 

・毒餌喫食魚類の人体への影響 

・空中散布後所定期間の洋上・浜辺における監視・回収（※重点課題） 

・空中散布後所定期間の魚類等の体内残留性の実地評価（※重点課題） 

・海洋流出軽減のための散布法の検討（※重要課題） 

イルカ・クジラ類 ・海洋流出スローパックの喫食による中

毒 

・毒餌喫食魚類を捕食した時の影響 

・空中散布後所定期間の洋上・浜辺における監視・回収（※重点課題） 

・魚類の体内残留性の評価（※重点課題） 

土壌への流出 ・土壌への成分溶出 ・空中散布後所定期間の現地モニタリング 

河川への流入 ・降雨後の集積と水質悪化 ・空中散布後所定期間の水域の監視・回収 

海洋への流出 ・魚類への直接的影響と毒餌喫食魚類の

人体への影響 

・浜辺漂着スローパックの人・ペットへ

の影響 

・空中散布後所定期間の洋上・浜辺における監視・回収（※重点課題） 

・散布情報の住民周知 

・散布後の沿岸魚類の分析 

※重点課題：地域へのヒアリングの結果、特に、不安・懸念が大きかった事項を重点課題として設定
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４．２環境中への流出・残留性 

下記に試験項目ごとに、目的、方法および結果を記載し、主な数値データは表 11 に示した。 

（１）実験室内人工降雨装置を用いた土壌・水中残留性分析（試験報告書７．２（４）） 

【目的】 

過去の空中散布による影響を把握するため人工環境下で再現実験を行い、過去の事業によ

り殺鼠剤の有効成分の環境中への流出・残留状況について推定する。 

【方法】 

 人工降雨装置の下に設置した充填土壌流出試験装置（48 ㎝×33 ㎝×20 ㎝）に２㎝厚の兄

島産土壌を充填し、殺鼠剤を散布して降雨流出試験を行った。 

ダイファシノン粒剤 1.2ｇ（12粒）を兄島産土壌（48 ㎝×33 ㎝×２㎝）の表面に直接配置

し、時間雨量 50mm の想定で 60 分間の降雨流出試験を行った。試験面積に対する薬剤の分散

の均一性を確保するため、当時（平成 21 年度）の散布再現量［24610kg(３回分)/787ha=31kg/ha

を 35kg/ha に設定した］の２倍の処理量（70kg/ha）で試験を行った。降雨流出水は 10 分ご

とに約 800ｍL 採取し、ガラス繊維ろ紙及び遠心分離機により、降雨流出水（降雨流出水①～

⑥、３反復実施）と流出土壌（流出土壌①～⑥、３反復実施）に分離して採取した。試験水

採取後に、配置粒剤間の土壌、直径５㎝×深さ２㎝を各々採取した（土壌①、３反復実施）。

また、同じ条件で、充填土壌なしで、傾斜５％のステンレス板にダイファシノン粒剤 1.2ｇ

（12 粒）に置いた条件での降雨流出水も同様に分析した（降雨流出水①～⑥、３反復実施）。 

【結果】 

試験サンプルを分析した結果、最初の 10 分の降雨流出水試料のうち１検体から 0.43µg/L

のダイファシノンが検出されたが、それ以外いずれの検体についても、ダイファシノンは検

出限界以下（検出限界（MDL）=0.4µg/L）であった。また、土壌への残留も確認されなかった。 

 

（２）水中への溶出分析（試験報告書７．２（６）） 

【目的】 

殺鼠剤が水系に落下することで、水中に落下したヤソヂオンスローパックへの水の浸入状

況について確認するとともに、水域環境への殺鼠剤の有効成分溶出の影響可能性について把

握する。 

【方法】 

 脱塩素水または人工海水３Ｌをガラスビーカーに入れて、ヤソヂオンスローパック 10 袋

（粒剤５g入り×10 袋）または、ダイファシノン粒剤を直接 50ｇ入れ、日数経過に伴う各水

中への有効成分溶出状況を分析した。 

【結果】 

スローパックは、５日後の時点で一部の袋内部への明らかな水の侵入が認められ（海水区

35％、淡水区 20％）、４週後には海水区で全ての袋に、淡水区では 80％の袋で水の滲入が確

認された。また、２週後以降、淡水区、海水区共にスローパックの沈降が確認された。 

水中への成分溶出については、スローパック区については、１日後は定量下限値（MDL＝7

μg/L=0.007ppm）以下であったが、１週後以降水中濃度が徐々に増加し、４週後には淡水で
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は平均 149μg/L、海水では平均 221μg/L（検出上限を超えているため参考値）を示した。１

週間程度であれば溶出しにくいことが分かった。 

一方、粒剤区については、１日後に淡水が平均 116μg/L、海水が 91.0μg/L で、淡水では、

１週以降は 1,000μg/L（参考値）以上を示した。海水は最大で 800μg/L（参考値）程度であ

った。時間の経過とともに、殺鼠剤の有効成分が水に溶出すること、粒剤はスローパックよ

り有効成分が溶出しやすいことが確認された。 

 

（３）平成 27 年度兄島ベイトステーション設置時の土壌分析 

【目的】 

兄島のベイトステーションを用いた地上散布（３kg/ha）の緊急対応において、土壌への影

響可能性について把握する。 

【方法】 

 兄島尖山エリア（２地域：見返山、乾沢）でベイトステーションを設置した際の、配置１

カ月後（見返山エリア：平成 27 年９月 25 日、乾沢エリア：平成 27 年９月 28 日採取）のベ

イトステーション周辺の土壌、陸水、浜辺の海水を２サンプルずつ採取し、有効成分の残留

分析を行った。 

【結果】 

分析結果では、全てのサンプルにおいて、成分濃度は定量下限値以下（MDL=水：40ng/L、

土：20ng/g）であった。ベイトステーションを設置した方法では、殺鼠剤の有効成分が土壌

に残留する可能性は極めて低いことが確認された。 

 

（４）スローパック散布農場（沖縄県糸満市・宮古島市）における土壌・地下水分析 

【目的】 

反復して散布が実施されてきた農園の土壌・地下水への残留状況について把握する。 

【方法】 

 ネズミ対策のために、毎年、ヤソヂオンスローパックが反復して散布されてきた沖縄県内

２カ所（糸満市、宮古島市）のサトウキビ農園の協力を得て、散布地の土壌と地下水への残

留状況を分析した。なお、糸満市の農園では平成 27 年 10 月中旬頃に最大３kg/ha の薬量で

手撒き散布され、その散布１カ月後（11 月 18 日）の土壌を採取して残留状況を分析した。

宮古島市においては、前年の平成 26 年までダイファシノン製剤が散布されており、平成 27

年 12 月 11 日に、その地下水を採取・分析した。 

【結果】 

全てのサンプルにおいて、成分濃度は検出限界以下（MDL=水：７μg/L、土：20ng/g）であ

り、農薬取締法に則った散布を繰り返し行ったサトウキビ農場においては、殺鼠剤の有効成

分の土壌および地下水への残留は認められなかった。 

 

（５）スローパック分包紙の劣化分析（試験報告書７．２（５）） 

【目的】 
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殺鼠剤のスローパックの劣化状況から、野外環境下における殺鼠剤の防水性や有効性につ

いて評価する。 

【方法】 

 ヤソヂオンスローパックを兄島の屋外地面（倒木上）に、１および２カ月放置した後回収

し、スローパックの分包紙そのものの強度と、そのシール部分の強度の変化について分析し

た。 

【結果】 

 分包紙の強度は、無処理紙と比較して、１カ月配置で約 50％、２カ月配置で約 30～40％に

低下した。野外環境においては、スローパックの防水性や有効性は数カ月程度であることが

確認された。なお、シール部分の劣化は明らかではなかった。 

 

表 11 ダイファシノン製剤(ヤソヂオン)から環境中への流出残留性確認試験結果要約 

内 容 結  果 

人工降雨装置による土

壌・流出水中の残留性評

価 

条件：ダイファシノン粒剤 1.2ｇ処理、50 ㎜/h 降雨 

土壌中濃度：全サンプル定量下限値以下 

流出水中濃度：１サンプルのみ 0.43μg/L 

他は定量下限値以下  

水中溶出（水中成分濃度

の経日的推移） 

スローパック区（２反復の平均値） 

①淡水 

 １日後＜MDL、１週後=12.8μg/L、２週後=35.9μg/L、４週後

=149μg/L（参考値） 

②海水 

 １日後＜MDL、１週後=33.9μg/L、２週後=93.8μg/L、４週後

=221μg/L（参考値） 

粒剤区（２反復の平均値） 

①淡水 

 １日後=116μg/L、１週後＞1,130μg/L、２週後=2,860μg/L、４週

後=6,680μg/L(１週後以降は参考値) 

②海水 

 １日後=91.0μg/L、１週後=648μg/L、２週後=802μg/L、４週後

=684μg/L(１週後以降は参考値) 

散布地（兄島・沖縄糸満・

宮古島）土壌・水分析 

兄島見返山、乾沢エリア２地域におけるベイトステーション配置１カ

月後の BS周辺土壌、陸水、海水：全て定量下限値以下 

これまでにダイファシノン粒剤が反復散布されてきた沖縄県内２カ

所の農場（糸満市、宮古島市）における土壌、地下水：全て定量下限

値以下 

スローパック分包紙の劣

化 

兄島屋外地面にスローパックを１、２カ月配置した後の強度を測定：

無処理に比べ１カ月に約 50％、２カ月後に約 30～40％に低下。 
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写真１ 環境中への流出・残留性に関する試験 

 

①人工降雨装置を用いた試験 

 

②水中への溶出試験（１日後） 

 

③水中への溶出試験（２週間後） 

 

④水中への溶出試験（１カ月後） 
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４．３ネズミに対する効果・体内残留性（試験報告書７．２（１）①、②） 

下記に試験項目ごとに、目的、方法および結果を記載し、主な数値データは表 12 に示した。 

（１）兄島産、父島産クマネズミを用いた喫食性評価 

【目的】 

ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）の小笠原のクマネズミへの喫食性及び感受性を評価す

る。 

【方法】 

 かご罠により父島の農地（扇浦）で捕獲したクマネズミ 15 頭と、兄島において捕獲された

クマネズミ７頭にダイファシノン粒剤のみを７日間連続摂取させ、喫食性と効果を調べた。

７日間連続摂取以降は、無毒粒剤に切り替え、その後の喫食量や致死状況を観察した。なお、

７日間連続摂取後、無毒粒剤に切り替え、１カ月以上生存した個体については、再度、ダイ

ファシノン製剤を与えた試験を行い、致死するまでダイファシノン粒剤を与える再試験を実

施した。 

【結果】 

 小笠原産クマネズミに対するダイファシノン粒剤の任意喫食試験の結果、７日間の継続喫

食試験では、兄島産、父島産共に、ダイファシノン粒剤に対して高い喫食性を示した。ただ

し、兄島産については７頭中１頭が、父島産は 15 頭中５頭が７日間の投与期間中には致死し

なかった。このため生き残った個体について再試験した結果も平均すると、致死個体の有効

成分摂取量（平均値）は父島産 15頭が 14.1mg/kg で、兄島産７頭は 15.1mg/kg を示した。毒

餌配置後の平均致死日数は父島産が 7.3 日、兄島 8.9 日で、致死までの喫食量や期間に有意

差は認められなかった。これまでに報告されているワルファリン抵抗性クマネズミの状況（谷

川、1994）に比べて、致死日数の長期化や大量摂取後の生存などの現象は認められず、今回

の供試個体においては喫食性に問題はなく、ダイファシノン製剤の感受性が高いと判断され

た。 

 

（２）ワルファリン抵抗性遺伝子の有無 

【目的】 

第一世代抗凝血製剤の継続使用により懸念されるワルファリン抵抗性の有無を把握する。 

【方法】 

喫食試験の致死個体（父島 15 頭、兄島７頭）の内臓を用いて、ダイファシノンと交差性の

あると考えられるワルファリン抵抗性遺伝子（VKORC1）変異の有無について遺伝子解析を行

った。 

【結果】 

どの個体からも抵抗性遺伝子の変異は検出されず、生理的な抵抗性が疑われる個体は認め

られなかった。 

供試数が少ないものの、現状では喫食性は良好であり、ダイファシノンへの高い感受性を

有しているものと考えられた。上記結果と併せて、父島と兄島の間で感受性の相違も認めら

れず、ダイファシノン製剤のクマネズミに対する有効性は高いものと判断された。 
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（３）致死個体の肝臓・筋肉中のダイファシノン残留状況 

【目的】 

ネズミの捕食者（オガサワラノスリ等）への影響を評価するため、殺鼠剤の喫食による致

死個体の体内残留・蓄積量を把握する。 

【方法】 

 喫食試験の致死個体（父島 15 頭、兄島７頭）の肝臓と腹筋中のダイファシノン濃度を分析

した。 

【結果】 

致死個体の肝臓からは平均 1.47mg/kg(肝臓)（最小 0.00258～最大 4.48mg/kg）でダイファ

シノンが検出された。摂取量に対する肝臓中ダイファシノン蓄積量の割合を算出すると、最

も高い個体で 5.9％にとどまった。なお、筋肉では、平均 0.246mg/kg（筋肉）(最小 0.00217

～最大 0.978mg/kg)であった。 

 

（４）ラットへの単回投与による体内蓄積 

【目的】 

 比較的条件が同一なラットを用いて、同一条件下でのダイファシノン製剤の体内残留・蓄

積量の経過を把握する。 

【方法】 

実験動物として供試されているラット（ドブネズミ：６頭）にダイファシノン粒剤を２g

単回投与し、１日後、３日後、７日後に２頭ずつ解剖して、内臓と腹筋中のダイファシノン

濃度を分析した。 

【結果】 

ラットに対してダイファシノン粒剤を単回喫食させた後の肝臓、腸、筋肉への経日的な蓄

積状況をみた結果、粒剤２ｇ（有効成分量 0.1mg）を喫食させた１日後は、肝臓から 0.638

～1.47mg/kg、腸から 0.107～0.765mg/kg、筋肉から 0.0580～0.119mg/kg でダイファシノン

が検出されたのに対して、７日後にはそれぞれ、0.186～0.370mg/kg、0.050mg/kg および

0.0099～0.013mg/kg まで減少し、日数が経過すると体内の代謝作用等により、ダイファシノ

ン濃度が減少することが確認された。  
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表 12 クマネズミ・ラットに関する実証試験結果要約 

内  容 結  果 

兄島・父島産クマネズミの

喫食性評価 

・致死までの有効成分平均摂取量 

父島(n=15)14.1mg/kg、兄島(n=７)15.1mg/kg 

・致死までの平均日数 

  父島 7.3 日、兄島 8.9 日 

クマネズミのワルファリン

抵抗性遺伝子変異の有無 

兄島(n=７)、父島(n=15)ともに確認されなかった 

致死個体の肝臓・筋肉中ダ

イファシノン濃度 

肝臓平均 1.47mg/kg(最小 0.00258～最大 4.48mg/kg) 

筋肉平均 0.246mg/kg(最小 0.00217～最大 0.978mg/kg) 

ラット単回喫食による肝臓

中濃度の経日推移 

１日後：0.638～1.47mg/kg、３日後：0.320～0.528mg/kg、

７日後：0.186～0.370mg/kg（全て肝臓１kg 当たりの値） 

 

写真２ クマネズミに関する実証試験 

 

 

①小笠原クマネズミの喫食性試験 

（ならし飼育） 

②小笠原クマネズミの喫食性試験 

（ダイファシノン粒剤を喫食中） 
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４．４ 非標的生物への影響（試験報告書７．２（２）～（３）） 

下記に試験項目ごとに、目的、方法および結果を記載し、主な数値データは表 13-1、13-2

に示した。 

（１）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のオカヤドカリに対する影響試験 

【目的】 

過去の殺鼠剤の空中散布によるオカヤドカリへの直接的影響と捕食者への二次的な影響に

ついて把握する。 

【方法】 

 沖縄県産オカヤドカリ 12 匹に対してダイファシノン粒剤、無毒粒剤、飼育餌をそれぞれ

0.5g を他の餌・水と共に 76 日間に渡って与え、その影響を観察した［ダイファシノン粒剤

区、無毒粒剤区、飼育餌区（いずれも１反復当たり１匹、各区４反復実施）］。また、上記試

験とは別に、オカヤドカリを容器内に集団飼育［ダイファシノン粒剤区、無毒粒剤区、飼育

餌区（いずれも１反復当たり７～11 匹、各区１反復実施）］し、ダイファシノン粒剤、無毒

粒剤、飼育餌をそれぞれ５g（50 粒、スローパック１袋相当）を他の餌・水と共に 35 日間飼

育し、その後、粒剤を回収し、１、３および７日後のオカヤドカリ全体（ホールボディ；殻

なし）のダイファシノン量を分析した。 

【結果】 

76 日間の連続投与の結果、試験期間中の観察では、ダイファシノン粒剤がすべて喫食され

ることはなかったが、回収時に粒が欠けていたり丸みを帯びていたことから、少量ではある

が、喫食されたと判断された。なお、試験開始から 56 日目にヤソヂオン粒剤処理区の１個体

が致死した。原因は不明であるが、同区における他の反復は、76 日後まで健全に活動してお

り致死個体が見られないため、自然死であった可能性もある。 

35 日間の連続投与後のダイファシノン濃度の分析結果では、１日後の２個体から、

0.179mg/kg および 0.0284mg/kg、３日後の２個体から 0.405mg/kg および 0.350mg/kg、７日

後の個体から 0.797mg/kg のダイファシノンが検出された。喫食が少量で個体別の消費量が測

定できないことや喫食する際に粒剤に触れ、オカヤドカリの体表にもダイファシノンが付着

しているなどの原因から、個体によるばらつきがあるため、日数経過によるダイファシノン

量の減少は確認できなかったが、比較的高い残留性が確認された。 

さらに、オカヤドカリ飼育容器内にスローパックを配置して、経日変化を観察した結果、

配置翌日からスローパックに切れ込みや穴が観察され、最終的にはスローパックの大きさが

約半分程度になって中の粒剤がまき散らされる状況が観察された（ダイファシノン粒剤区の

み実施、１反復当たり 15 匹、１反復実施）。オカヤドカリがスローパックをまき散らしたり

容易に食い破ることが確認された。 

 

（２）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のミスジマイマイ（陸生貝類）に対する影響試験 

【目的】 

地上性の陸産貝類へ一定期間殺鼠剤を投与し、喫食状況と直接的な影響を把握する。 

【方法】 
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 ミスジマイマイ 18 匹を用いて、ダイファシノン粒剤、無毒粒剤、ワルファリン粒剤のみを

それぞれ継続して給餌した際の 155 日間の影響を観察した［ダイファシノン粒剤区、無毒粒

剤区、ワルファリン粒剤区（いずれも１反復当たり１匹、各区６反復実施）］。 

【結果】 

試験直後よりいずれの試験区でも全個体において各粒剤の喫食が確認された。観察日によ

っては、供試した粒剤がすべて喫食された区や、乾燥を防ぐため、仮死状態になり一時的に

喫食を休止している区も見られた。一方で２ヶ月以上の連続投与においても各区において致

死個体は観察されなかったことから、陸産貝類が喫食する可能性があるが、直接的な影響は

ほとんどないか、または小さいことが確認された。 

 

（３）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のサカマキガイ（水生貝類）に対する影響試験 

【目的】 

水生貝類へ一定期間殺鼠剤を投与し、喫食状況と直接的な影響ならびに水質汚濁の影響に

ついて把握する。 

【方法】 

野外から採集したサカマキガイ（75匹）に対して 0.1～5.0g のダイファシノン粒剤、無毒

粒剤、ワルファリン粒剤を与え、水を交換せずに試験を行った［ダイファシノン粒剤 0.1g、

1.0g、2.5g、5.0g 処理区、無毒粒剤区 0.1g、1.0g、2.5g、5.0g 処理区、ワルファリン粒剤

0.1g、1.0g、2.5g、5.0g 処理区（いずれも１反復当たり５匹、各区１反復実施、水のみの区

は１反復当たり５匹、３反復実施）］。 

【結果】 

1.0g 以上与えたすべての区では４日以内に 100％の致死が確認された。また、0.1g 処理の

18日後の致死率は、ダイファシノン粒剤、無毒粒剤、ワルファリン粒剤の順に、60.0％、40.0％、

60.0％であり、水のみの区では、13.3％であった。なお、いずれの試験区でも、各粒剤に群

がっていることが確認された。 

さらに、上記と同様の試験で、サカマキガイ（90 匹）に対して各粒剤の供試量を 0.1g に

し、毎日餌および水交換した試験を実施したところ、試験開始から 18 日後で無毒粒剤でも

40.0％の致死があり、全ての区で同じレベルの致死率が観察され［ダイファシノン粒剤 0.1g

処理区、無毒粒剤 0.1g 処理区、ワルファリン粒剤 0.1g 処理区（いずれも１反復当たり 10 匹、

各区３反復実施）］、水生貝類に対しては、有効成分よりも水質汚濁に起因する影響が大きい

ことが確認された。 

 

（４）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のオカダンゴムシに対する影響試験 

【目的】 

土壌動物（陸生甲殻類）に一定期間殺鼠剤を投与し、喫食状況と直接的な影響を把握する。 

【方法】 

野外から採集したオカダンゴムシ（160 匹）にダイファシノン粒剤、無毒粒剤、ワルファ

リン粒剤および飼育餌をそれぞれ 0.3g 与え、16 日間試験を実施した結果および、オカダン
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ゴムシ（45 匹）にダイファシノン粒剤、無毒粒剤および飼育餌をそれぞれ 0.1g 与え、68 日

間試験を実施した［ダイファシノン粒剤 0.3g 処理区、無毒粒剤 0.3g 処理区、ワルファリン

粒剤 0.3g 処理区、飼育餌 0.3g 処理区（いずれも１反復当たり 10 匹、各区４反復実施）、ダ

イファシノン粒剤 0.1g 処理区、無毒粒剤 0.1g 処理区、飼育餌 0.1g 処理区（いずれも１反復

当たり５匹、各区３反復実施）］。 

【結果】 

各種粒剤を３個与えた試験では、すべての区において、供試材料の喫食が確認されたが、

粒剤を１個以上食べた区はなかった。なお、致死については、６日後にダイファシノン粒剤

区の１匹が脱皮不全のために致死したのみであった。各種粒剤を１個与えた試験についても、

同様に喫食が確認された。68 日後の致死率は、ダイファシノン粒剤、無毒粒剤および飼育餌

の順に、13.3％、20.0％、33.3％であり、オカダンゴムシへの直接的な影響は認められなか

った。 

 

（５）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のヤマトヌマエビに対する影響試験 

【目的】 

水生甲殻類に一定期間殺鼠剤を投与し、喫食状況と直接的な影響を把握する。 

【方法】 

 ヤマトヌマエビ 30匹にダイファシノン粒剤および無毒粒剤をほぼ毎日（９時～17時の間）、

0.1g ずつ与え、30 日間観察した［ダイファシノン粒剤 0.1g 処理区、無毒粒剤 0.1g 処理区（い

ずれも１反復当たり 10匹、ダイファシノン粒剤 0.1g 処理区のみ２反復、無毒粒剤 0.1g 処理

区１反復実施）］。 

【結果】 

 いずれの区でも良好な喫食が確認されたが、致死個体は認められず、いずれの区でも半数

程度の個体は正常に脱皮し、。水生甲殻類は殺鼠剤を喫食する可能性があるが、ヤマトヌマエ

ビへの喫食による直接的な影響は認められなかった。 

 

（６）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のアカイエカに対する影響試験 

【目的】 

水生昆虫に一定期間殺鼠剤を投与し、喫食状況と直接的な影響を把握する。 

【方法】 

アカイエカ幼虫（360 匹）（孵化後１日齢、６日齢）にダイファシノン粒剤および無毒粒剤

を１個与えた際の影響を観察した［ダイファシノン粒剤 0.1g 処理１日齢区、同６日齢区、無

毒粒剤 0.1g１日齢区、同６日齢区（いずれも１反復当たり 15 匹、各区６反復実施）］。 

【結果】 

発育のための餌が他にない状況で、ほぼすべての幼虫が 17日後には、成虫となり、腐植食

性等の水生昆虫は、殺鼠剤を喫食する可能性があるが、アカイエカへの喫食による直接的な

影響は認められなかった。 
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（７）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のチャバネゴキブリに対する影響試験 

【目的】 

昆虫に一定期間殺鼠剤を投与し、喫食状況と致死性や繁殖への直接的な影響を把握する。 

【方法】 

 チャバネゴキブリ雄雌成虫（120 匹）にダイファシノン粒剤、無毒粒剤、ワルファリン粒

剤および飼育餌をそれぞれ４g（飼育餌は６g）与えた際の影響を観察した［ダイファシノン

粒剤区、無毒粒剤区、ワルファリン粒剤区、飼育餌区（いずれも１反復当たり雄５、雌５匹、

各区３反復実施）］）。 

【結果】 

 直接的な致死性は認められなかった。131 日間の増殖性については、通常の飼育餌を与え

た対照区が最も高かったが、各種粒剤区においても、試験開始時の匹数から 12～19 倍の数に

増えているため、チャバネゴキブリの繁殖への影響はないものと判断された。 

 

（８）無毒スローパックおよび無毒粒剤に対するオガサワラオオコウモリの反応試験 

①ベイトステーション内のスローパックに対する挙動確認試験 

【目的】 

唯一の在来ほ乳類であるオガサワラオオコウモリへの影響緩和策としてベイトステーショ

ンの有効性を把握する。 

【方法】 

兄島で使用しているベイトステーション（ローデントベイター）内に無毒粒剤が入ったス

ローパックを配置し、オガサワラオオコウモリの挙動を５日間観察した。 

【結果】 

 観察期間中、ベイトステーションに興味を示す行動が確認されたが、中のスローパックを

取り出すことはなかった。 

②スローパックに対する挙動確認試験 

【目的】 

唯一の在来ほ乳類であるオガサワラオオコウモリへの影響緩和策としてスローパックの有

効性を把握する。 

【方法】 

 スローパックの食い破りに関する試験を無毒粒剤が入ったスローパックをオガサワラオオ

コウモリに与え、５日間（５晩）行った。 

【結果】 

 スローパックに接触はするが、持ち運びや食い破りは確認されなかった。オガサワラオオ

コウモリにスローパックによる影響緩和策は有効であることが確認された。 

③粒剤の喫食性確認試験 

【目的】 

オガサワラオオコウモリが粒剤を喫食する可能性があるか把握する。 

【方法】 
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オガサワラオオコウモリの飼育ケージに無毒粒剤を通常餌と併置し、その喫食性を５日間

（５晩）確認した。 

【結果】 

６頭供試したうちの１頭が 1 回のみ粒剤を口に入れる状況が確認されたが、ペレットは形

成されず、ほとんど咀嚼せずに吐き出したものと推定された。 

 

（９）カワラバト（ドバト）に対する毒性試験 

【目的】 

 父島や兄島において、確認数が増えているアカガシラカラスバトへの殺鼠剤の直接的な影

響を把握する。 

【方法】 

 アカガシラカラスバトと比較的近縁種であるカワラバトの供試個体３羽を用いて連日ダイ

ファシノン製剤を喫食させ、死亡までの日数と摂取量、残留量について分析した。 

【結果】 

 試験で供試したカワラバトは、粒剤をそのままの状態で与えると喫食しなかったことから、

試験は粉状にしたダイファシノン粒剤または無毒粒剤（プラセボ）を、コーン油を用いて飼

育餌にまぶした（重量比で 10％）状態で実施した。しかし、別の試験で無毒粒剤のみを与え

た場合、最初は喫食せずに口に入れても吐き出す行動が続いたが、２時間後には喫食が確認

された。 

 殺鼠剤を含む飼育餌の連続投与後、いずれの個体も７～９日の摂取で出血等により死亡し、

その平均致死薬量はダイファシノンとして 1.70mg/kg（死亡時の平均体重 348g に基づいて算

出した場合）であった。この致死薬量はラットの５日間連続投与での 100％致死薬量である

2.0～2.8mg/kg とほぼ同じ値であったが、今回の小笠原産クマネズミを使って得られた致死

個体の平均摂取薬量（14.1～15.1mg/kg）と比べると、概ね 10 倍近く高い感受性であった。 

上記の結果が得られたことから、喫食を中断した場合の影響についても評価した。２羽に

対して殺鼠剤を含む飼育餌を３日間投与して（ダイファシノン量として 1.00mg/kg に調整）、

その後は飼育餌に戻した場合、一時的に呼吸音の異常、体重減少、摂取餌量の減少が認めら

れたが、これらは２～７日で回復した。ただし、これらの回復個体もその後の剖検で胸骨内

の変色、胸腔気嚢内血餅貯留、肺の変色が確認された。 

上記の個体について体内のダイファシノン残留量を測定したところ、致死個体では 1.58～

1.97mg/㎏のダイファシノン摂取量に対して、筋肉（胸筋）からは＜0.06（定量下限値以下）

～0.375mg/kg、肝臓からは 0.891～1.64mg/kg が検出され、ダイファシノン摂取で死亡したク

マネズミとほぼ同じ値を示した。また、致死量以下のダイファシノンを取り込み８日経過し

た個体では、0.90 および 1.03mg/㎏の摂取量に対し、筋肉からはそれぞれ＜0.06（定量下限

値以下）および 0.173mg が検出されたが、肝臓ではいずれも＜0.6mg（定量下限値以下）であ

った。 
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（10）アカガシラカラスバトの喫食性評価試験 

【目的】 

カワラバトではダイファシノンが強い毒性を示すことが明らかになったが、嗜好性が低い

と考えられたことから、アカガシラカラスバトの喫食性について把握する。 

【方法】 

上野動物園のアカガシラカラスバト飼育個体（９～10 羽）に無毒粒剤 40g（１日当たり）

および飼育餌 40g（１日当たり）を併置して、その喫食性を２日間観察した（うち１日は９

羽供試）。また、同飼育個体を空腹状態にし、無毒スローパックを３袋与える分包紙の食い破

りについて試験を実施した。 

【結果】 

アカガシラカラスバトは無毒粒剤（40g）と飼育餌（40g）を６時間で全て喫食し、嗜好性

も高いことが明らかとなった。また、分包紙の食い破りについては、試験開始 15 分後には、

食い破りを確認し、採食している個体が確認された。 

 

（11）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のフナ（金魚）に対する試験 

【目的】 

淡水魚に一定期間殺鼠剤を投与し、喫食状況と直接的な影響、体内残留性を把握する。 

【方法】 

体長３㎝前後、体重３ｇ前後の個体 20 匹に対し、２週間にわたりダイファシノン粒剤を細

かい粒状に砕いて与え（２g/日）、その影響を観察した［ダイファシノン粒剤区、無毒粒剤区

（いずれも１反復当たり 20 匹、各区１反復実施）］。上記のフナに対する毒性試験終了後、砕

いたダイファシノン粒剤２ｇの代わりに、市販の飼育餌を与えて飼育を継続した。 

【結果】 

供試魚は旺盛な喫食を示したが、２週間での死亡個体は観察されなかった。また、ダイフ

ァシノン粒剤区でも無毒粒剤区と同様に、開始時に比べて２週間経過時の体重は 10匹の平均

で 0.7ｇ増加した。 

なお、市販の飼育餌を与えて飼育を継続した供試魚は終了時（投与開始２週間後）の体重

を基に算出すると、１カ月で平均 17.9mg/kg のダイファシノンを摂取したことになるが、そ

れらの個体について、ダイファシノン粒剤給餌終了の２、７および 14日目の供試魚全体（ホ

ールボディ：各１匹）の蓄積量を分析したところ、２日後の個体から 0.0302 ㎎/kg、７日後

の個体から 0.0260 ㎎/kg のダイファシノンが検出された。なお、14 日後の個体は、ダイファ

シノン量が定量下限値以下であった。また、ダイファシノン粒剤２gを 14 日間与えた供試魚

の一部について、７日後に元の飼育容器に戻さず、清水に移し換え、市販餌で飼育し、７日

後の蓄積量を分析した個体についても、ダイファシノン量は定量下限値以下であった。これ

らの結果から、体内で代謝により分解または排泄されていることが示唆された。 
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（12）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のアカハタ・ロクセンスズメダイに対する試験 

【目的】 

過去に実施した殺鼠剤の散布において、洋上に落下した殺鼠剤（粒剤及びスローパック）

の海水魚の喫食性や直接的な影響、体内残留性について把握するとともに、海水魚を捕食す

る海生ほ乳類や海産物として摂取することによる人体への影響について検証する。 

【方法】 

 小笠原海域で捕獲された上記２種を飼育し、ダイファシノン粒剤を２週間にわたり連日与

えてその影響やスローパックに対する反応を観察した［ダイファシノン粒剤区、無毒粒剤区

（いずれも１反復当たり５～６匹のアカハタ、４～５匹のロクセンスズメダイ、各区１反復

実施）］。毒性試験終了後、ダイファシノン粒剤の代わりに市販の飼育餌を与えて飼育を継続

し、飼育餌投与開始後１、７および 14日目のアカハタ、ロクセンスズメダイ（それぞれ１個

体）の筋肉および肝臓または内臓内のダイファシノン量を分析した。 

【結果】 

 ２週間与え続けてもアカハタ（６匹）は死亡せず、餌の喫食も旺盛であった。ロクセンス

ズメダイ（４匹）は 10日後に１匹死亡したが、この個体はもともと餌の喫食が悪い個体であ

り、出血等も認められず、粒剤摂取との関連は明確でなかった。なお、アカハタの粒剤喫食

性には個体差があり、４～164 粒/匹と幅があった。また、ダイファシノン粒剤の取り込み量

は最も多い個体で 7.3mg/kg、次いで 5.5mg/kg であった。 

スローパックに対する反応はロクセンスズメダイは興味を示さず、餌として認識していな

いように思われたが、アカハタが水中に沈めたパック２個を丸呑みした（７個体中１個体の

みが２個を丸呑みし、他の個体は一時的にくわえても吐き出すか、興味を示さなかった）。な

お、飲み込まれたパックは中の粒剤が消化された状態で７および８日後に排泄された。 

ダイファシノン粒剤を 14 日間与え、アカハタおよびロクセンスズメダイのダイファシノン

総摂取量が平均 5.67 ㎎/kg および 3.85 ㎎/kg であったが、それぞれの筋肉および内臓のダイ

ファシノン量は、いずれも検出下限値（筋肉：0.06 ㎎/kg、肝臓または内臓：0.6 ㎎/kg）で

あったことから、体内で代謝により分解または排泄されていることが示唆された。 

 

（13）沿岸魚類の無毒粒剤および無毒スローパックの喫食性 

【目的】 

洋上に落下した殺鼠剤（粒剤及びスローパック）の海水魚の喫食性について把握する。 

【方法】 

父島の宮之浜で、無毒粒剤と無毒スローパックの沿岸魚類の喫食性をシュノーケリングに

より確認した。 

【結果】 

 沿岸に生息する魚類の多くは粒剤を喫食することが確認された。喫食が確認された魚種は、

イスズミ、スズメダイ類、ブダイ・ベラ類、オジサン、カンモンハタ、アカハタなどであっ

た。 

スローパックについては水面に浮遊している場合は興味を示す魚種は認められなかったが、
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水を含ませて沈めるとカンモンハタが丸呑みした。 

 

（14）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のクサガメに対する試験 

【目的】 

洋上に落下した殺鼠剤のウミガメへの直接的な影響や体内残留性について推定する。 

【方法】 

 体重 300～400ｇ前後のクサガメ（５匹）に対し、１日おきにダイファシノン粒剤を５粒（0.5

ｇ）ずつ、１ヵ月間与え、喫食性を確認した。さらに２週間の無投与期間を置いて（この間

は飼育餌を与えて飼育）、その後、ほぼ連日５粒ずつ与えたあと、外見から異常の有無を確認

するとともに、毒性試験終了後、ダイファシノン粒剤の代わりに市販の飼育餌を与え飼育を

継続し、３および７日目のクサガメ（それぞれ１個体）の肝臓のダイファシノン量を分析し

た。 

【結果】 

１ヶ月の連続摂取では死亡個体、体重の減少等の異常は認められず、餌の喫食も良好であ

った。その後、ほぼ連日５粒ずつ与えた場合でも、外見的な異常は認められず、ほとんどの

個体で体重は増加した。後半の試験では、気温の低下により喫食性が低下した個体もあった

が、連日喫食した個体のダイファシノンの摂取量は最大 3.13mg/kg であった（ダイファシノ

ン粒剤区５匹、無毒粒剤区２匹供試）。 

 なお、肝臓のダイファシノン量を分析した結果、３日後の個体から 1.35 ㎎/kg、７日後の

個体から 0.677 ㎎/kg のダイファシノンが検出された。 

 

（15）ダイファシノン製剤（ヤソヂオン）のミシシッピアカミミガメに対する試験 

【目的】 

洋上に落下した殺鼠剤のウミガメへの直接的な影響や体内残留性について推定する。 

【方法】 

体重 730ｇのミシシッピアカミミガメ（１匹）に対し、ほぼ連日 50粒（５ｇ）のダイファ

シノン粒剤を１カ月間与え、喫食性や摂取量、スローパックの食い破りについて確認した。

また、毒性試験終了後、ダイファシノン粒剤の代わりに市販の飼育餌を与え飼育を継続し、

７日目のミシシッピアカミミガメ（１個体）の肝臓のダイファシノン量を分析した 

【結果】 

１カ月の連続投与の結果、死亡せず、出血などの異常も認められなかった。また、体重は

70ｇ増加した。試験の後半は気温の低下により喫食量が減少したが、１ヵ月間で 1000 粒を超

えるダイファシノン粒剤を喫食し、この個体のダイファシノン摂取量は 6.41mg/kg であった

（ダイファシノン粒剤区、１反復当たり１匹、１反復実施）。 

本個体はスローパックを餌として認識し、丸呑みするか、口にくわえて爪で破り喫食した。

爪で破った場合でも、中の粒剤だけでなく、分包紙も喫食した。なお、喫食した分包紙は 11

日および 17 日後に排泄された。 

ミシシッピアカミミガメ（１個体）の肝臓のダイファシノン量を分析した結果、2.20 ㎎/kg
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のダイファシノンが検出された。 
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表 13-1 非標的生物（無脊椎動物）への影響に関する実証試験結果要約 

内 容 結  果 

オカヤドカリに対

する致死的影響、残

留性評価 

・致死的な毒性は認められなかった[n=1（４反復）；計 12匹供試]。 

  ダイファシノン粒剤給餌 56 日目に１個体致死のみ。 

・任意に 35 日間喫食させた個体からダイファシノンが検出された。 

  回収後１日目=0.179mg/kg、0.0284mg/kg 

  回収後３日目=0.405mg/kg、0.350mg/kg 

  回収後７日目=0.797mg/kg 

・スローパックは１日で破られ、中の粒剤が散在していた。 

ミスジマイマイに

対する致死的影響 

・致死的な毒性は認められなかった［n=1（６反復）；計 18 匹供試］。 

  ダイファシノン粒剤給餌 155 日間の致死はなし。 

サカマキガイに対

する致死的影響 

・致死的な毒性は認められなかった［n=10（３反復）；計 90 匹供試］。 

 ダイファシノン粒剤 0.1g 給餌 18 日後の致死率=46.7％ 

      無毒粒剤 0.1g 給餌 18 日後の致死率=40.0％ 

  ワルファリン粒剤 0.1g 給餌 18 日後の致死率=43.3％ 

・有機物による水質汚濁による影響が見られた 

              ［n=5（１反復）；計 75 匹供試）、水の

み区は３反復］。 

 ダイファシノン粒剤５g 給餌２日後の致死率=100％ 

      無毒粒剤５g 給餌２日後の致死率=100％ 

  ワルファリン粒剤５g 給餌２日後の致死率=100％ 

           水のみ 18日後の致死率=13.3％ 

オカダンゴムシに

対する致死的影響 

・致死的な毒性は認められなかった［n=5（３反復）；計 45 匹供試］。 

  ダイファシノン粒剤 0.1g 給餌 68日後の致死率=13.3％ 

       無毒粒剤 0.1g 給餌 68日後の致死率=20.0％ 

ヤマトヌマエビに

対する致死的影響 

・致死的な毒性は認められなかった 

           ［n=10（試験区２反復）；計 30 匹供試］。 

  ダイファシノン粒剤 0.1g/日給餌 30 日間の致死はなし。 

アカイエカに対す

る致死的影響 

・致死的な毒性は認められなかった［n=15（６反復）；計 360 匹供試］。 

 ダイファシノン粒剤 0.1g 給餌 17 日後の羽化率=98.9％（１日齢） 

      無毒粒剤 0.1g 給餌 17 日後の羽化率=93.1％（１日齢） 

チャバネゴキブリ

に対する致死的影

響 

・致死的な毒性は認められなかった［n=10（３反復）；計 120 匹供試］。 

ダイファシノン粒剤４g給餌 131 日後の虫数=573 匹（開始時 30匹） 

     無毒粒剤４g給餌 131 日後の虫数=427 匹（開始時 30匹） 

 ワルファリン粒剤４g給餌 131 日後の虫数=370 匹（開始時 30匹） 
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写真３ 非標的生物（無脊椎動物）への影響に関する実証試験 

 

 

①沖縄産オカヤドカリに対する影響試験 ②スローパック破り試験（処理日） 

  

③スローパック破り試験（３日目） ④ミスジマイマイに対する影響試験 

  

⑤サカマキガイに対する影響試験（処理日） ⑥サカマキガイに対する影響試験（２日目） 

 
 

⑦ヤマトヌマエビに対する影響試験（水槽） ⑧ヤマトヌマエビに対する影響試験 
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表 13-2 非標的生物（脊椎動物）への影響に関する実証試験結果要約 

内容 結  果 

オガサワラオオコ

ウモリに対する喫

食性評価 

・ベイトステーション中のスローパックを取りだすことはなかった。 

・スローパックを直接配置した場合、持ち運びや食い破りはみられな

かった。 

・通常餌と無毒粒剤を併置した場合、１頭が１回のみ口に入れた。 

カワラバト（ドバ

ト）に対する喫食

性、致死的影響、残

留性評価 

・３頭に与えた結果、７～９日で致死した（n=３）。 

・平均摂取量は 1.70mg/kg 

・致死個体の肝臓中濃度は 0.891～1.64mg/kg 

アカガシラカラス

バトの対する喫食

性評価 

・無毒粒剤に対して高い嗜好性が見られた。 

・無毒スローパックを与えると通常餌と同様に食い破って中身を喫食

した(n=９～10)。 

フナ（金魚）に対す

る喫食性、致死的影

響評価 

・致死的な毒性は認められなかった［n=20（１反復）；計 40 匹供試］。 

・任意に喫食（２g/日を 14 日間）させた個体からダイファシノンが検

出された。 

  ２日後=0.0302mg/kg 

  ７日後=0.0260mg/kg 

  14 日後<MDL(0.0200mg/kg) 

アカハタ・ロクセン

スズメダイに対す

る喫食性、致死的影

響評価 

・致死的な毒性は認められなかった［アカハタ n=５～６、ロクセンス

ズメダイ n=４～５（１反復）］。 

・任意に喫食[アカハタ：88～164g/匹ダイファシノン粒剤（スローパ

ックとして 18～33 袋）/14 日、ロクセンスズメダイ 4.74g/匹/14 日（推

定値）]させた個体からは、給餌終了１日後の個体の蓄積量は定量下限

値以下であった。 

  MDL：(筋肉；0.06mg/kg、肝臓または内臓；0.6mg/kg) 

沿岸の魚類に対す

る喫食性評価 

多くの種類の沿岸魚が粒剤を喫食し、大型のハタはスローパックを丸

呑みした。 

クサガメに対する

喫食性、致死的影響

評価 

・致死的な毒性は認められなかった［n=５（試験区５、対照区２）；計

７匹供試］。 

・任意に喫食［170～233g ダイファシノン粒剤（スローパックとして

34～47 袋）/２カ月］させた個体の肝臓からダイファシノンが検出

された。 

  ３日後=1.35mg/kg 

  ７日後=0.677mg/kg 

ミシシッピアカミ

ミガメに対する喫

食性、致死的影響評

価 

・致死的な毒性は認められなかった［n=1（１反復）；計 1匹供試］。 

・任意に喫食［102.5g ダイファシノン粒剤（スローパックとして 21

袋）/１カ月]させた個体の肝臓からダイファシノンが検出された。 

  ７日後=2.20mg/kg 
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写真４ 非標的生物（脊椎動物）への影響に関する実証試験 

 

 

①カワラバトに対する影響試験 ②フナに対する影響試験 

  

③アカハタ・ロクセンスズメダイに対する影

響試験 

④沿岸魚類の無毒粒剤の喫食性確認 

  

⑤ミシシッピアカミミガメに対する影響試験 ⑥ミシシッピアカミミガメに対する影響試験

（11 日後に排出） 
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４．５実証試験結果を踏まえた環境リスク評価 

本実証試験結果を踏まえ、環境影響について、以下のとおりリスク評価を行った。評価に

当たっては、ダイファシノンの人への影響については食品中への農薬残留基準が示されてい

ないため、「人の健康をそこなう恐れのない量」の一律基準である 0.01ppm（≒0.01mg/kg）

を指標とした。 

（１）粒剤の土壌・水中への溶出 

直接地面にばらまかれた粒剤からの降雨による成分溶出については、試験結果によると短

時間の降雨では土壌や水の中に成分が高濃度に残留する可能性は低いと考えられた。閉鎖的

な陸水の小水域に大量の粒剤が流入して 1 カ月程度滞留するという状況が存在する場合に

は、溶解度を超える高い水中濃度になることが予想される。しかし、散布エリアが無人島で、

地表水を人が飲む恐れがないため、人へのリスクは極めて少ないと判断される。 

また、ダイファシノンの水への溶解度は 0.3ppm（Tomlin, 2003; 上杉ら、1997）であり、

鳥類がこうした高濃度の陸水を直接飲むことを想定すると、後述のカワラバトと同じ感受性

（致死個体の平均摂取薬量 1.70mg/kg）の鳥(体重 100g)では、567mL の摂取が必要であり、

溶出した成分の陸水経由での摂取による致死の可能性は低いと考えられる。 

なお、大量の粒剤が小水域に滞留する場合には、有効成分以外の有機汚濁による水生生物

への影響の懸念がある。 

 

（２）クマネズミの捕食による猛禽類への二次毒性 

今回の実証試験での致死クマネズミにおける肝臓中ダイファシノン濃度は Eisemann et al.

（2006）などの既存文献によって示された駆除現場で得られた死亡クマネズミの濃度（最大

で 12.0ppm）に概ね一致した。また、ラットを用いた分析結果では、摂取停止３日程度で肝

臓中濃度は概ね半減するが、停止１日後では肝臓と同等のレベルで腸管内にも存在すること

が示唆された。 

米国での猛禽類を用いた実験では、従来、供試されていたマガモ（LD50=3,160mg/kg; 

Erickson and Urban, 2004）やコリンウズラ（LD50; 400～2,000mg/kg; Campbell et al. 1991）

に比べて猛禽類のダイファシノンに対する感受性が高い傾向にあること（ヒガシアメリカオ

オコノハズクの一週間連続摂食による LLD（最小致死薬量）=0.82mg(ai) /kg owl/ 日(Rattner 

et al. 2012)；アメリカチョウゲンボウの LD50=97mg/kg (Rattner et al. 2010)）が示され

ている。 

小笠原諸島における主要な猛禽類としてはオガサワラノスリが挙げられるが、クマネズミ

がその餌として最も多く利用されていることが知られている（Kato and Suzuki, 2005）。こ

のオガサワラノスリの体重を 0.5～1.0kg と仮定し、ヒガシアメリカオオコノハズクの

LLD=0.82mg/kg（鳥体重）/日を当てはめると、ノスリ１羽当たりのダイファシノンの最小致

死成分量は 0.41～0.82mg/日となる。一方、クマネズミの死亡個体の体重を 150g/頭、肝臓重

量を 7.5g/頭、肝臓中ダイファシノン濃度を Eisemann et al.(2006)が用いている 12.0mg/kg、

肝臓以外のダイファシノン濃度を、今回、筋肉から検出された値（0.246mg/kg）と同程度と

仮定した場合、中毒クマネズミ１匹から摂取されるダイファシノン量は約 0.13mg となる。よ
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って、安全係数は考慮せずに単純計算で当てはめた場合に、一週間連続で１日当たり 3.2～

6.3 頭の殺鼠剤中毒ネズミを捕食すると、最小致死量に達する。 

また、中毒ネズミの生存期間もノスリの二次中毒に影響すると考えられる。千葉・千葉（2014）

はベイトステーション設置開始４日目から、ネズミが毒餌を喫食開始し、11 日目まで生存す

るので、この期間をリスク期間としている。今回のラットにおける体内蓄積の経日的変化で

は１日後に比べて７日後では、体内蓄積量が約 20％に減少している。ベイトステーション等

の毒餌喫食が停止しない状況ではノスリへのリスク期間は長期化すると判断され、ベイトス

テーション内の毒餌（粒剤）の消費状況の把握が必要である。 

 

（３）非標的生物への影響 

①オカヤドカリ対する影響とノスリ等捕食者への二次毒性 

実証試験結果からはオカヤドカリ自身が殺鼠剤の喫食で致死する可能性は少ないが、長

期間の殺鼠剤の摂食で残留した有効成分による二次毒性の可能性について評価した。 

オカヤドカリ類の小笠原における天敵としては、鳥類やノネコが考えられる。Kato and 

Suzuki(2005)の観察によれば、オガサワラノスリがオカヤドカリ類を捕獲している例は示

されていないが、甲殻類が餌資源になりうる可能性が指摘されている。 

供試したオカヤドカリ（殻なし）の平均体重 3.8g に、検出された最も高い有効成分残留

量である 0.797mg/kg をあてはめると、オカヤドカリ１匹当たり 0.003mg のダイファシノン

が残留する。これを前記ヒガシアメリカオオコノハズクの LLD＝0.82mg(ai)/kg owl/日の

値を用いて、オガサワラノスリの体重を 0.5～1.0kg とすると、１週間連続で１日当たり

137～273 匹のオカヤドカリを喫食しないとオガサワラノスリの最小致死量に達しない。 

一方で、小笠原諸島のオカヤドカリ類はこれまでの委員会資料等（第３回委員会参考資

料 1-2、第４回委員会資料２等）から、今回試験に用いた飼育系統よりも粒剤に対する嗜

好性が高い可能性があり、その場合には体内蓄積や体への付着量などが、今回の実証試験

よりも高まる可能性がある。このため、殺鼠剤の暴露期間が長期にわたり、オカヤドカリ

の高い嗜好性が確認された場合には、ベイトステーション等に集合する現地産オカヤドカ

リ類のダイファシノン蓄積状況について、分析する必要がある。 

②陸産貝類に対する影響 

ミスジマイマイの試験からは、粒剤の喫食が見られたが、致死的な影響は認められなか

った。海外先行研究（Johnston et al., 2004）では、別の陸産貝類やナメクジ類に対する

ダイファシノン製剤の影響は最小であることが示されているが、今回の試験結果もそれを

支持するものであり、万が一、陸産貝類が粒剤を食べても直接的な影響は少ないと考えら

れる。 

③陸水水生生物（魚類以外）に対する影響 

サカマキガイを用いた実証試験では、無毒粒剤でも比較的高い致死率が認められた一方

で、水のみで維持した区では、13.3％にとどまったことから、粒剤が崩壊する際の有機物

による水質汚濁に起因する死亡であることが示唆された。こうした現象は、過去のヤマト

ヌマエビやテナガエビに対する試験でも、認められていた（第１回小笠原諸島ネズミ対策
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検証委員会資料２－２－③；粒剤 50粒/3.5L を与え、１日後には水質汚濁により全て致死）。

これに対して、アカイエカ幼虫では、致死個体が認められなかったが、アカイエカ幼虫は

本来の生息環境が下水溝や浄化槽内汚水等の有機汚濁の著しい箇所で浮遊生活を行い、呼

吸も水面から直接、呼吸管によって行うため、水中の汚濁の影響は受けづらいと見られる。 

以上のことから、陸水水生生物に関しては、有効成分による直接的な個体への影響は少

ないと考えられるが、止水域で粒剤が滞留した際の有機汚濁による影響は懸念されるため、

できるだけ止水域に殺鼠剤が散布されたり、長期間留まることがないような配慮が必要で

ある。 

④陸産節足動物に対する影響 

オカダンゴムシおよびチャバネゴキブリの試験結果から、粒剤を喫食することが認めら

れたが、致死的な影響は少ないと判断される。 

⑤オガサワラオオコウモリに対する影響 

粒剤に対する嗜好性は今回の試験では低いと判断され、直接的に殺鼠剤を多量に喫食す

ることは考えにくい。ただし、野外個体群では、季節による餌資源の変化や嗜好性の変化

が考えられ、当該粒剤はネズミと同じ哺乳動物に対して強い毒性を発揮すると考えられる

ことから、餌資源の豊富な時期における散布等の散布時期の選択や地上に落下した殺鼠剤

の喫食を防ぐ措置が望まれる。 

⑥アカガシラカラスバトに対する影響 

カワラバト（ドバト）に対する殺鼠剤有効成分（ダイファシノン）の感受性は小笠原産

クマネズミよりも高く、ラット並みに高いことが確認された。野生鳥類の感受性は不明で

あるが、カワラバトと同じハト目ハト科であるアカガシラカラスバトへの毒性影響は特に

注意が必要である。カワラバトの粒剤に対する喫食性は低い結果であったが、アカガシラ

カラスバトの飼育個体群では旺盛ともいえる喫食嗜好性も認められ、野生個体でも兄島の

ベイトステーションによる駆除の際に、殺鼠剤を喫食する様子が確認されている。ハトの

行動には季節性があることから、ハトの少ない時期を選択した殺鼠剤の散布や直接的な摂

餌防止等の影響緩和措置の検討が必要である。また、アカガシラカラスバトによる殺鼠剤

有効成分の感受性評価も課題であろう。 

⑦淡水魚に対する影響とヒトへの二次毒性 

フナ（金魚）の試験結果からは、粒剤に対する旺盛な喫食が懸念されるが、致死的な影

響は認められなかった。また、体内への比較的少量の残留は見られたが、摂取後の経過日

数と共に減少する傾向にあった。小笠原の殺鼠剤散布エリアで、ヒトが淡水魚を採捕して

食べる可能性自体がほとんどないと考えられるため、ヒトへの二次的影響はほとんどない

と判断される。 

⑧海水魚に対する影響とヒトへの二次毒性 

フナと同様に、粒剤に対する旺盛な喫食が懸念されるが、魚自体への致死的な影響は少

ないと考えられる。また、本試験で供試した殺鼠剤を連続摂取したアカハタやロクセンス

ズメダイのダイファシノン摂取量はいずれも検出の下限値以下（肝臓で 0.6mg/kg 以下、筋

肉で 0.06mg/kg 以下）であり、ヒトへの二次毒性は少ないと考えられる。しかしながら、
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今回の分析における定量下限値が前述の食品中の残留基準（0.01ppm）よりも高いことから、

今後、より精度の高い蓄積量の分析や、必要に応じて殺鼠剤散布後の沿岸魚類への残留量

の分析をする必要がある。 

⑨ウミガメ類に対する影響とヒトへの二次毒性 

今回の試験においては、ダイファシノン粒剤のみをほぼ連日摂取させ、停止後３～７日

に、クサガメでは 2.13～3.13mg/kg(n=2)、ミシシッピアカミミガメは 6.41mg/kg(n=1)のダ

イファシノンが肝臓から検出され、この値は前述の残留基準（0.01ppm）よりも高いもので

あった。体内蓄積性については、給餌停止後の日数経過で蓄積量の減少傾向が見られたこ

とから、体内で分解されたり、排泄されていることが示唆され、淡水性カメ類による実証

試験からは、スローパックに対するカメ類の旺盛な喫食が懸念されたが、致死的な影響は

小さいと考えられた。 

一方、アオウミガメと試験に用いた淡水性カメ類との体重に 100 倍程度の差があること

や、ウミガメでは嗜好性や代謝が異なる可能性があり得る。また、実証試験はダイファシ

ノン粒剤のみをほぼ連日摂取させたものであり、平成 21 年度の事業で同じ状況が起こった

とは考えにくい。しかし、今回はアオウミガメを直接調べることはできなかったので、カ

メ類の結果は限定的に考えるべきであり、今後はウミガメでの実証試験が必要である。 

 

今回得られた結果より、水中への流出や二次毒性等の環境リスクの予測について、表 14-1

および表 14-2 にまとめた。実証試験結果は少ないサンプル数による主に室内試験によって得

られたことから、野生生物への直接的・間接的影響などの、環境リスクを評価するにはデー

タの蓄積が必要である。今後、非標的生物の生息状況や個体群動態の監視を実施すると共に、

野外における追加調査（具体的には殺鼠剤散布後２カ月間程度のネズミ（捕獲個体と死骸）

およびコウモリ類、鳥類等の死骸の回収と、それぞれの体内におけるダイファシノン残留性

の確認、ベイトステーション直下や殺鼠剤散布後の土壌や水および回収粒剤中の成分残存量

の分析等）によってデータを蓄積し、影響評価を行うことが強く求められる。 

 

（４）海産哺乳動物への殺鼠剤による直接的影響 

クジラ・イルカなどの海産哺乳動物について、文献調査を行ったところ、重金属や有機塩

素の生物濃縮の評価がなされているが、殺鼠成分による影響評価は具体的な数値が見当たら

なかった。また今回の評価対象であるダイファシノンはラットや魚類体内で比較的速やかに

代謝されている可能性が示唆されているものの、クジラ・イルカにおける代謝や感受性は他

の哺乳動物と異なる可能性も否定できない。 

哺乳動物への影響としては Eisemann and Swift (2006)がレビューし、ラットが連続摂取

した時の母体毒性に基づいたダイファシノンの最小影響量（LOEL）として、0.01mg/kg/day

という値を用いている。この値を基準にした場合、体重 10t の子クジラが、洋上流出したス

ローパックを直接飲み込んだ場合、約 400 袋（粒剤２kg）の連日摂取で、影響が出る可能性

がある結果となるが、クジラの食性や行動からは、こうした事態は考えにくい。 

また、イルカ類については、クジラと食性や採餌行動が異なるが、粒剤を喫食した魚類を
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食べた場合でもダイファシノン取込み量は少ないと予想され、直接スローパックや粒剤を大

量に飲み込まない限り、影響は小さいと考えられる。 

 

以上の実証試験の結果を踏まえて、殺鼠剤散布による非標的生物や環境影響を、概念的に

捉えると図７のように示される。この図は、小笠原の生態系において代表的な種を対象に概

念的に示した図であり、今回の実証試験で明らかにできなかった部分や、実験室と小笠原の

環境の違いを考慮しなければならない部分に注釈を付けたり、生物や矢印の色を変えて、影

響の可能を示唆的に表現したものである。 
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表 14-1 実証試験結果から考えられる殺鼠剤による環境リスク① 

環境影響 実験 結  果 リスク評価 
土壌・水中への溶出 人工降雨装置による土

壌・水中への溶出 

過去の散布時の35kg/haの2倍量で粒剤をむき出しで配置し、

60 分間降雨時の流出水を分析。 

最初の10分間の1サンプルのみ成分が0.43µg/Lで検出され、

他の流出水、土壌サンプルは不検出。 

降雨による高濃度の溶出や土壌へ残留する可能性は低い。 

ヤソヂオン散布地（兄

島、沖縄）土壌、水分析 

散布地における土壌、陸水、地下水、海水の全てのサンプル

で不検出。 

農薬取締法に則った使用条件では、複数回の空散でも溶出に

よる影響は小さい。 

ビーカー内での多量粒

剤からの溶出 

３Lの水中に50ｇ粒剤が滞留した場合、1週後には1,000ng/mL

を超えた。 

・散布地域においては陸水を人が飲む機会はないと判断され

るため、人へのリスクは少ない。 

・鳥類も比較的多量の摂取を連日摂取する可能性は低く、リ

スクは少ない。 
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表 14-2 実証試験結果から考えられる殺鼠剤による環境リスク② 

非標的生物への影響 実験 結  果 環境リスク評価 
中毒ネズミからノス

リへの二次毒性 

小笠原産クマネズミ

の死亡直後の有効成

分の肝臓内残留 

海外既報告に近似した値。肝臓中の平均濃度は 1.47mg/kg（最

小 0.00258～最大 4.48mg/kg）。海外文献は 12mg/kg。 

殺鼠剤中毒したネズミを連日捕食する場合、致死が見られる

可能性がある。 

ラットの体内残留の

経日的変化 

摂取後 7 日間の範囲では徐々に減少。摂取停止 3 日程度で肝

臓中濃度は半減。 

毒餌喫食直後のネズミほど、ノスリへの影響は大きい。 

オカヤドカリからノ

スリへの二次毒性 

オカヤドカリの喫食

性試験と体内残留 

・致死性は認められなかった。 

・任意に喫食させた個体（殻を除くホールボディ）から有効

成分が検出された。 

・オカヤドカリに対する直接的影響は小さい。 

・ノスリがオカヤドカリを捕食する可能性は低いが、暴露期

間やオカヤドカリの嗜好性によって注意が必要。 

保全対象陸産貝類へ

の影響 

ミスジマイマイに対

する喫食性試験 

致死性は認められなかった。 陸産貝類に対する直接的影響は小さい。 

陸水水生生物（魚類を

除く）への影響 

陸水水生生物に対す

る影響 

サカマキガイ・ヤマトヌマエビ・アカイエカ幼虫のいずれの

種に対しても毒性は見られなかったが、サカマキガイとヤマ

トヌマエビに対しては、有機物による水質汚濁による影響が

見られた。 

有効成分の毒性よりも有機汚濁による影響が考えられる。特

に停滞水ではその影響が大きくなると考えられる。 

陸産節足動物への影

響 

オカダンゴムシ・チャ

バネゴキブリ 

致死性は認められなかった。 地上性節足動物に対する直接的影響は小さい。スローパック

による巣穴閉塞による影響の可能性はある。 

オガサワラオオコウ

モリへの影響 

オガサワラオオコウ

モリの毒餌に対する

挙動確認 

・粒剤に興味を示す個体はあったが、好んで喫食する様子は

認められなかった。 

・スローパックによる影響緩和策は有効である。 

嗜好性は低いため、直接的影響は小さいと判断される。しか

し、嗜好性が変化いして喫食する場合には、直接的影響の可

能性はある。 

アカガシラカラスバ

トへの影響 

カワラバト（ドバト）

に対する毒性 

・連続喫食により 7-9 日で死亡し、平均致死薬量は有効成分

濃度で 1.70mg/kg。 

アカガシラカラスバトへの直接採餌による影響が懸念され

る。特に粒剤に対する嗜好性が現れた場合には影響が大きい。 

アカガシラカラスバ

トに対する喫食性 

・スローパック（プラセボ）を与えた場合、飼育餌と同様に

喫食し、嗜好性が高かった。 

淡水魚への影響 フナ（金魚） 致死性は認められなかった。 淡水魚類に対する直接的な影響は小さい。 

海水魚への影響とヒ

トへの二次毒性 

アカハタ・ロクセンス

ズメダイ 

致死性は見られず、アカハタはスローパックを丸呑みした。 ・海水魚への直接的影響は小さい。 

 

・食用の海水魚の蓄積性を、分析感度をあげて更に調査する。 その他沿岸の魚類 スローパックを丸呑みしたが、毒性は見られなかった。 

ウミガメ類への影響

とヒトへの二次毒性 

クサガメ ・致死性は認められなかった。 

・3匹中 2匹の肝臓で 0.677、1.35mg/kg(肝臓)のダイファシ

ノンを検出。 

・カメ類に、殺鼠剤のみを連日多量に摂食させた場合、ダイ

ファシノンの残留が認められた。 

・ウミガメ類に対する影響は未解明で、慎重な扱いが望まれ

る。 

・ウミガメ類への蓄積性や排泄性を更に調査する。 

 

ミシシッピアカミミ

ガメ 

・致死性は認められなかった。 

・肝臓から 2.20mg/㎏のダイファシノンを検出。 
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図７ 殺鼠剤の各種生物に対する影響模式図（図２再掲） 

（上:空中散布時、下：ベイトステーション使用時） 
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５．今後への提言 

過去のネズミ類対策事業に関して、３．では、意思決定プロセス及び事業実施方法の

課題の検証を、４．では環境影響の検証を行ってきた。これらの検証結果を踏まえた提

言として、今後、小笠原諸島における世界自然遺産保全管理のためのネズミ対策事業に

取り組むにあたっての事業実施のプロセスや、あるべき対策事業の実施の枠組みをとり

まとめる。 

５．１コミュニケーションの充実・島民参加手続きに向けての新たなプロセスの提言 

（１）現状把握 

 ネズミ対策事業の必要性の検討や、保全目標を設定するに当たっては、守るべき対象、

対策の対象であるネズミ類の現状把握や、将来予測を行うことが必要不可欠である。 

＜現状把握、将来予測の中で整理すべき事項＞ 

◎保全対象の情報収集 

・保全対象の生息状況、被害実態の把握 

・保全対象の価値（何を守るべきか） 

 

◎ネズミ類の生物学的特性・生息状況の把握 

・生活史、繁殖特性、行動様式の把握 

・遺伝的特性（抵抗性の確認） 

・生息状況の把握（センサーカメラ、無毒餌の喫食状況等による） 

 

◎将来予測 

・事業を実施しなかった場合に失われる価値の検証 

 

（２）ネズミ対策の必要性評価・保全目標の設定 

 保全目標を設定するに当たっては、以下の点を整理すべきである。 

＜保全目標を設定するに当たっての留意点＞ 

・保全対象を主語にした目標設定がなされているか。 

・ネズミ対策を行うことで、保全目標を達成することが期待できるか。 

・ネズミ対策は、陸産貝類の保全のみならず、鳥類、植生等様々なものにプラスの効

果を与えることにも留意する。 

・中長期的なビジョンは示されているか。 

・特に、ネズミが既に侵入している島嶼に近い無人島を対象とした駆除を実施する場

合には、隣島から再侵入する可能性を想定した目標設定となっているか。 
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（３）対策手法の選択 

 対策手法の検討に当たっては、以下の留意点について検討した上で、最適な手法を選

択する必要がある。 

＜対策手法を検討するに当たっての留意点＞ 

・保全対象種の設定や目標密度等が設定されているか。 

・保全目標を達成する上で、必要不可欠な手法（組合せ含む）が選択されているか。 

・選択した手法のメリットの整理、デメリットの改善策の検討（非標的種や環境に対

する影響緩和策としては表 13 のような内容が考えられる）。 

・無人島において島内からの根絶を目標に設定する場合の、隣島から再侵入と生き残

り個体への対処方法の整理。 

・起こりうる様々な結果を予測した上での、それらに対する対応策の検討。 

・殺鼠剤を使用する場合の洋上流出防止策の検討。 

・地域住民への情報伝達法の検討。 

 

表 15 非標的種に対する影響評価とネズミ対策手法における環境影響緩和策 

対象種 環境影響評価 
影響緩和策の要否 

空中散布 手撒き ＢＳ 

オガサワラノ

スリ 

殺鼠剤中毒のネズミを介し、オガサワラノスリへ二次毒性が及

ぶ可能性はあると評価される。したがって、環境影響緩和策の

検討、もしくは個体群に対する影響評価が必要。 

○ ○ ○ 

オカヤドカリ 

直接的に影響する可能性は低く、ヤドカリを介し、オガサワラ

ノスリへの二次毒性が及ぶ可能性は低いが、殺鼠剤の暴露期間

やヤドカリの嗜好性によっては注意が必要。 

  ○ 

陸産貝類 直接的に影響する可能性は低い。    

陸水水生生物

（ 魚 類 も 含

む） 

有効成分の毒性よりも有機汚濁による影響が考えられる。特に

停滞水ではその影響が大きくなると考えられるので、止水域で

は殺鼠剤の散布時に配慮が必要。 

○ ○  

陸生節足動物 直接的に影響する可能性は低い。 （※）   

オガサワラオ

オコウモリ 

嗜好性の変化がなければ、影響は少ないが、喫食した場合は直

接的な影響が予想される。餌資源量の変化によって、嗜好性が

変化する可能性を考慮する必要がある。 

○ ○  

アカガシラカ

ラスバト 

直接的な影響が懸念される。特に粒剤に対する嗜好性が現れた

場合には影響が大きい。 
○ ○ ○ 

海水魚 

直接的に影響する可能性は低い。ヒトへの二次毒性が及ぶ可能

性は低いが、人間が食べ物として利用していることから、社会

的な影響には配慮する必要がある。 

○   

ウミガメ類 

ウミガメに対する影響は未解明で慎重な対応が望まれる。人間

が食べ物として利用していることから、社会的な影響にも配慮

する必要がある。 

○   

イルカ・クジ

ラ 

情報がなく、正確には評価不能であるが、洋上流出に配慮すべ

きである。 
○   

○：環境影響緩和策が特に必要なもの 

（※）：希少昆虫のオガサワラハンミョウについては、スローパックが巣穴を閉塞する

懸念から、前回の事業において、環境配慮策が実施されている。今後の計画においても、

この環境配慮が継続されることを推奨する。  
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（４）計画立案～決定 

 それまでに検討してきた内容は地域連絡会議等からの意見も集約して決定されるが、

計画案は住民に提示して、必要に応じて修正を計り、最終計画を確定する。実施体制を

構築する場合には、以下の点に留意する。 

・資料データのミス等の防止のための事業者のチェック体制の整備 

・PDCA サイクル構築による順応的管理の体制の整備 

・（殺鼠剤を扱う場合の）環境リスクに関する有識者の参画 

・環境影響モニタリングは、第３者機関が望ましい 

・地域住民とのコミュニケーションを図る体制の整備 

 

（５）対策実行 

 対策実行の際には、事前に作成された事故防止策に基づいて、作業員等の安全を確保

して、計画とおりに実施する。 

 

（６）事後モニタリング 

 対策実行後には、対策効果と環境影響の評価のための事後モニタリングが必要である。

モニタリング項目については、例えば以下が挙げられるが、影響モニタリングや分析は

第３者機関が実施するのが望ましい。 

＜事後モニタリング項目の例＞ 

①効果モニタリング 

・保全対象の生息・生育の回復状況の把握 

・（空中散布による対策の場合）特に、高木樹林帯の林床や、急傾斜地において殺鼠剤

を均一に散布できたかの把握 

・（ＢＳによる対策の場合）殺鼠剤消費量、かご罠によるネズミの捕獲効率、センサー

カメラによるネズミの撮影頻度等からの効果測定 

・隣島からのネズミの再侵入の監視 

・隣島からのネズミの再侵入有無を検証するための、捕獲個体のサンプル収集と解析 

②非標的生物・環境影響に関するモニタリング 

・（ＢＳによる対策の場合）捕獲個体や回収された死鼠については、殺鼠剤成分の残留

状況の評価（二次毒性の影響検証） 

・オガサワラノスリについては、餌としてのネズミの密度によって、繁殖数や飛来数

に影響する可能性も高く、繁殖数の減少が、ただちに殺鼠剤散布の二次中毒による

影響とは言えないため、生息数・繁殖つがい数や飛来数の変化を把握 

・アカガシラカラスバトの嗜好性が高いことや、オガサワラオオコウモリの殺鼠剤に

対する選好性が発現した場合には、直接的な粒剤採餌による急性影響が十分に考え

られることから、環境影響緩和策とは別に、衰弱・死亡個体等が生じていないかを
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把握する。鳥類の遺体を野外で入手するのは容易ではないが、そのような機会があ

れば有効成分の体内蓄積状況を解析 

・ベイトステーション内や、洋上流出のスローパック中の成分残留状況の把握による、

通常使用状態での半減期等の確認 

・対象地域における主な保全対象種の餌資源の質的・量的な季節変化の把握 

③環境残留に関するモニタリング 

・土壌、淡水、海水への有効成分の残留濃度の把握 

 

（７）対策効果・環境影響の評価 

 事後モニタリングによって得られたデータから、専門家、地域関係者等からの意見も

踏まえて、対策効果を評価する。また、住民に対しては対策効果を報告会等により知ら

せ、意見交換を計る。予測できなかった対策結果によっては、追加措置や緊急的な保全

策などを検討して、新しい計画を立案することもある。 

 

以上の流れを図示すると、図８のとおりに要約される。 
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計画決定
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対策効果・環境影響の評価
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・散布方法の選択

・非標的種への配慮

・地域住民への配慮

・事故未然防止策

・洋上流出防止策

・結果の予測と対応策の準備
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●調査請負業者
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行政機関が専門家への
ヒアリング・地域関係者
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供を実施

※住民参画の実施体制
を検討
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て対策検討・事前調査
業務を発注

・ネズミ生息状況

・保全対象被害状況
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現状把握

住民への広報
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順応的な管理

チェックリストの活用

計画立案

 

 

図８ ネズミ対策の計画立案と事業の進め方  
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５．２残された課題 

これまでの実証試験では、地域へのヒアリングや検証委員会等で、不安、懸念の大き

かった事項の中で、優先度と実施可能性を吟味して、実証試験を行ってきたが、試験材

料の入手の困難さ、試験設備等の制約、時間的制約の点で不安解消に至らなかった部分

もある。不安材料は検証期間中にも次々と提起され、その対応にも限界があるため、今

後、別の枠組み・体制において検討されるべき事項は主に以下の内容が挙げられる。 

①非標的種への影響 

試料が現時点で入手不可能であり、試験を行うために必要な施設・装置がないため

に、影響評価が直接実施できていない種として、アオウミガメ、オガサワラノスリ、

アカガシラカラスバト、小笠原産のオカヤドカリがある。 

②ネズミの再侵入 

ネズミについては、根絶後の再侵入か根絶されない残存個体かの区別ができないた

め、対策の評価に限界がある。遺伝子解析の結果、暫定的には兄島の分析結果からは

残存個体の可能性が高いと評価されたが、人丸島、瓢箪島、西島等との遺伝的な交流

が確認されており、他島からの再侵入を否定する結果とはなっていない。 

③ネズミの抵抗性獲得状況 

今回の検証ではワルファリン抵抗性個体は見つからなかったが、より広い範囲で網

羅的・継続的な監視調査が必要である。 

 

 これらの残された課題は、現時点での議論によるものであり、今後も議論を継続しつ

つ、取り残している課題がないか、継続して検証を行い、必要な対策を迅速かつ丁寧に

実施していくための体制作り、情報公開、手続きが重要となる。 

 

５．３地域住民との合意形成 

 ５．１の留意事項を踏まえた事業計画の立案と合わせて、地域住民の理解を得た上で、

計画を実施していく必要がある。そのためのポイントを、以下に整理した。 

（１）情報提供方法の再考 

殺鼠剤を用いたネズミ対策事業は、特に有人島に近接した無人島での実施にあたって

は、ネズミだけでなく他の生物への影響を含めた自然環境や、人の健康・生活・産業へ

の影響を考慮する必要がある。したがって、その検討過程から、住民に対してきちんと

情報を提供すべきである。小笠原諸島の世界遺産管理の問題はネズミの増減に伴ってめ

まぐるしく変化しているが、その都度、現在どのような状況にあり、どのようなリスク

があるか、地域にわかりやすく情報提供しなければならない。また、その情報提供の手

法についても検討する必要がある。特にこれまで陸産貝類等の保全やネズミ駆除事業へ

の関心が低かった住民に対しては、現地視察やワークショップの開催、学校での環境教

育など、様々なコミュニケーション手法を活用して行い、より多くの住民の参加の機会
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の確保を工夫した上で、住民意見に対する回答の仕方も検討する必要がある。保全活動

に住民が広く関与していくよう、現地視察やボランティアとして同行するなど、ネズミ

駆除事業の中のモニタリングや、殺鼠剤・トラップの設置・回収などに参加できる方法

がないか検討することも望まれる。 

 

（２）住民参加による総合的ロードマップの策定 

ネズミ対策はそれぞれのエリアに合致した手法の組み合わせが選択される必要があ

る。同じ小笠原諸島内でも地理的条件、生物学的条件等によりネズミの生息状況が異な

り、島ごとの駆除戦略が求められる。様々なネズミ対策手法を比較検討して、リスク低

減策の選択肢にはどのようなものがあるかなど、客観的、科学的な情報を住民に提供し、

そこで、住民の不安や関心の内容を把握することが必要である。過去の事業ではこの時

点で、行政・専門家と住民の意識が乖離してしまったので、専門家はわかりやすい説明

と共に、事業に反映すべき意見がないかを検証し、目標を明確にして住民と共有しなけ

ればならない。その上で、単年度の事業のゴール以外に、より長期に渡る総合的なロー

ドマップを策定することが必要である。多様なステークホルダーを交えた検討は、一般

的に長時間を要し、合理的でないと思われがちであるが、事業プロセス全体を鑑みると

必ずしも遠回りではなく、円滑に結論が導かれることを認識すべきであり、計画の立案、

事業実施の各段階において住民との合意形成を図る必要がある。 

 

（３）有人島のネズミ対策の推進 

住民の間では生活環境のネズミ対策を望む声が圧倒的に強い。平成 27 年度には、各

島のネズミの移動に関する調査結果が示されているが、有人島から周辺島嶼への拡散の

可能性は否定されていない。有人島では農地を中心にネズミ対策が個別に実施されてい

るが、生活圏、船舶での対応も含めて、行政等関係機関は所管を越えて連携した政策の

あり方を検討すべきである。対策の連携は住民や事業主体の事業継続のモチベーション

の維持にもつながるため、住民の不安等の整理を行い、生活環境のネズミ対策が提起さ

れることが望まれる。 

 

５．４ネズミ対策を実施する上での配慮（チェックリストの作成） 

ネズミ対策を進める上では、様々な配慮事項が必要であることがわかってきたので、

各プロセスにおいて必要と考えられる事項を、下記の通り、チェックリストとして整理

した。ただし、このチェックリストは現時点で暫定的に考えられるものであり、実際の

運用時には、必要に応じて追加・修正されなければならない。 
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① 現状把握 

 項 目 判定基準 主な手法 課題 

□ 外来ネズミの生息調査 生息有無 

個体数変動 

繁殖状況・生活史 

再侵入確認 

痕跡トラップ 

かご罠、センサーカメラ 

捕獲個体の生殖状況 

捕獲個体の遺伝子分析 

検 出 精 度

の向上 

□ 保全対象の被害状況調査 食害有無・範囲 

生息・生育状況 

現地調査、情報収集 被 害 の 迅

速な把握 

□ 対象面積・地形条件把握 面積の大小 

地形の複雑さ 

情報整理・現地調査  

□ その他必要な事項 必要に応じて追加   

 

② ネズミ駆除の必要性と保全目標の設定 

 項 目 主な影響 駆除効果 論拠 
類似影響 

外来種※ 

□ 陸産貝類 食害による激減 

絶滅危機 

絶滅回避・生息数の回

復・個体数維持 

H22～24 

兄島の事例 

(ﾌﾟﾗﾅﾘｱ) 

□ 在来植物 食害による衰退 

更新阻害 

生育状況の悪化 

種子の生産 

稚樹の増加 

生育環境の改善 

H18～26 

西島の事例 

(ノヤギ) 

 

□ 小型海鳥 食害による激減 

繁殖地の消滅 

絶滅回避 

繁殖地の回復・繁殖成功 

H19～ 

東島の事例 

(ノネコ) 

(ノヤギ) 

□ 陸生鳥類 食害による激減 

繁殖失敗 

絶滅回避 

繁殖成功・個体数回復 

母島属島の

事例 

 

□ 昆虫・その他在来

種 

個体数減少 生息数の増加 影響は不明 ｸﾞﾘｰﾝｱﾉｰﾙ 

□ その他必要な事項 他島しょからの

再侵入等 

再侵入防止等 

必要に応じて追加 

  

※類似影響の外来種のうち、H27 現在、有人島のみに生息する種はカッコ書き 

 

③ 対策手法の選択 

 項目 検討内容 主な対象と効果 リスク・影響 

□ 対策コストと工程 対策予算の確保 

準備にかかる日数等 

手法選択の前提条件  

□ 捕獲 

※駆除効果小 

カゴ罠による捕獲 小面積の低密度管理 非標的種の誤捕獲 

踏圧の影響 

□ 殺鼠剤 

※駆除効果大 

殺鼠剤の地上散布 

（直接散布・定点散布) 

小～中面積の対策 踏圧の影響 

長期間の暴露 

殺鼠剤の空中散布（無人） 小面積・急傾斜地の対策 技術開発 

殺鼠剤の空中散布（有人） 大面積の対策 

根絶状態の維持 

非標的種へ影響大 

誤散布のリスク 

□ 忌避・防御 柵の設置による物理的防

御 

小面積のエリア防除 整備維持の負担増 

□ その他必要な事項 必要に応じて追加   
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④ 殺鼠剤の選択 

 項 目 検討内容 効果や確認事項 

□ 殺鼠剤区分 農薬・動物用医薬品・医薬部外品 法規制の確認 

□ 殺鼠剤種類 亜急性、急性、第 1・第 2 世代 駆除効果・抵抗性 

□ 有効成分 ﾜﾙﾌｧﾘﾝ・ﾀﾞｲﾌｧｼﾉﾝ・その他 駆除効果・抵抗性 

□ 殺鼠剤剤形 粒剤・ｽﾛｰﾊﾟｯｸ・固形剤・粉剤 駆除効果・影響緩和 

□ 殺鼠剤散布量 1 回当たり散布量 

総散布量 

駆除効果 

法規制上の用量 

□ 殺鼠剤暴露期間 散布時期・散布期間 駆除効果・抵抗性 

□ その他必要な事項 必要に応じて追加  

 

⑤ 殺鼠剤の散布方法 

 項 目 検討内容 リスク 対処方法 

□ 地上散布 人力散布 作業員の確保と手間 

作業上の安全管理 

不完全な散布 

資材運搬等の負担 

作業範囲の限定化 

ｸﾗｲﾏｰ等の起用 

機械の併用 

ヘリ等の活用 

機械散布（背負い散布） 資材運搬等の負担 技術開発 

ベイトステーション 定点散布による長期暴露 影響緩和策の検討 

□ 空中散布 無人ヘリ・ドローンの散

布 

オペレーターの確保 

散布量の制限 

GPS ナビの設置 

技術開発 

有人ヘリの散布 ドリフトによる洋上流出 

散布精度のムラ 

誤散布による影響大 

島中央部に限定 

散布器の改良 

誤散布防止の検討 

□ その他必要な事項 新たな手法の追加   
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⑥ 対策における非標的種への配慮 

 
種/生物群 現状 対策方針 

□ 
オガサワラ

ノスリ 

殺鼠剤の感受性は高い可能性 

ネズミが主な餌資源である 

中毒ネズミの二次毒性を懸念 

環境影響緩和策の検討 

生態系モニタリングによる評価 

傷病対応の体制窓口整備 

□ 
オガサワラ

オオコウモ

リ 

殺鼠剤の感受性は高いが、嗜好性は低い 

飛来する時期に季節性がある 

喫食の場合の影響は大きい 

スローパックの使用による喫食回避 

餌資源を踏まえた対策時期検討 

傷病対応の体制窓口整備 

□ 
アカガシラ

カラスバト 

殺鼠剤の感受性は高く嗜好性も高い 

飛来する時期に季節性がある 

特に粒剤はリスクが高い 

環境影響緩和策の検討 

餌資源を踏まえた対策時期検討 

スローパックの使用による喫食低減 

□ 陸生鳥類 
飛来する可能性の有無で判断。喫食による

リスクは不明 

スローパックの使用による喫食回避 

傷病対応の体制窓口整備 

□ 水生昆虫 有機質の汚濁による影響が考えられる 止水域では散布時に覆いを設置 

□ 
オガサワラ

ハンミョウ 
殺鼠剤が巣穴を閉塞する可能性がある 巣穴に落下した殺鼠剤の回収 

□ 海洋生物 

魚類の残留性は低いが、人の食料となり得

るため、社会的影響に配慮が必要 

ウミガメ類はリスクが不明で、人の食料と

なり得るため、魚類と同様 

海洋ほ乳類は重大な問題は知られていな

いが、洋上流出に配慮が必要 

洋上流出防止策の実施 

□ 土壌残留 

昆虫、陸産貝類等土壌動物への影響は軽微

と考えられる 

土壌の残留性は低いが、影響把握は必要。 

複数箇所の土壌モニタリングによる

サンプル保存と残留性の評価を実施 

□ 止水域 
トンボ等水生生物の生息地となっている 

人の利用はほとんど想定されない 

殺鼠剤の排除と水のサンプリングを

実施 

□ 海域 
降雨による崖からの海洋流出、河川を通じ

ての海洋流出が起こる恐れ 

集中豪雨の発生する季節はなるべく

避け、天候の安定した時期を選ぶ。 

流出のモニタリングを行う。 

□ その他 必要に応じて追加  
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⑦対策にあたる地域住民への配慮事項 

 項 目 検討内容 主な配慮事項 手段 

□ 計画検討 

意見聴取 

検討段階の情報提供 説明会の夜間、複数実施 

チラシ・広報での周知 

個別の意見聴取 

会場の確保 

広報・村内放送 

チラシ全戸配付 

対策検討の地域参加 地域協力による理解 現地作業部会等 

□ 対策実行 対策目的の明示 ネズミの生態・保全対象

種の説明と理解 

住民説明会 

講演会・現場視察

会 

殺鼠剤散布の注意喚起 騒音対策 

殺鼠剤漂着時の対応 

チラシや広報 

通報窓口の明記 

作業工程の周知 作業時間の限定 

対策場所の通知 

村内放送 

 

影響緩和策の明示 海洋流出の防止 

誤散布の防止 

海岸部を地上散布 

監視回収体制整備 

□ 報告 散布状況の報告  説明会・意見交換

会 

□ その他 必要に応じて追加   

 

⑧対策不調時の対応策の検討 

 項 目 予測される可能性 準備すべき一次対応策 

□ ネ ズ ミ が

減らない 

ネズミ側

の要因 

殺鼠剤喫食性低下 ネズミ生存地域における喫食状況評価 

：喫食の改善、他の手法(殺鼠剤変更を含

む)の導入 

抵抗性発現 ネズミ捕獲による抵抗性評価 

・他の手法(殺鼠剤変更を含む)の導入 

生残・再侵入 生残・再侵入箇所・経路の推定や予測 

・予測箇所の定点散布、保全対象の隔離 

ネズミ以

外の要因 

殺鼠剤不足 

殺鼠剤散布の不調 

散布状況、喫食状況の確認 

・追加散布 

生息状況評価法が不適切 評価法の検討 

□ 非 標 的 種

へ の 悪 影

響 

・コウモリ、陸生鳥類（ハト）個体群

への影響出現 

個体の緊急避難と隔離・散布中止 

傷病対応体制の強化 

・海鳥類やノスリ個体群への影響出現 個体の緊急避難と隔離・散布中止 

傷病対応体制の強化 

・ネズミ増殖による悪影響（殺鼠剤非

散布時の保全対象の食害等） 

・緊急的な捕獲わな設置と殺鼠剤散布 

・保全対象の一時的隔離など 

□ 環 境 へ の

悪影響 

・スローパックの洋上流出、海岸漂着 ・洋上回収、海岸漂着時の回収 

住民への注意喚起 

□ 住 民 へ の

配慮 

合意形成不足 説明会の開催・現場視察会 

事業内容の見直し 

□ その他 必要に応じて追加  
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⑨対策における事故の未然防止 

 項 目 検討内容 主な配慮事項 手段 

□ 計画検討 作業における安全確保 安全マニュアル作成 事業者が策定 

傷病対応体制の整備 対応マニュアルの作成 

人員確保と体制整備 

事業検討会 

希少種検討会等 

□ 対策実行 安全管理の実施 作業工程の確認と通知 緊急連絡体制整備 

誤散布の防止 気象条件、海況の確認 連絡窓口の設置 

傷病対応 獣医師等の配置と常備薬

（ﾋﾞﾀﾐﾝ K）の準備 

搬送体制の準備 

連絡窓口の設置 

□ 報告 事故発生時の速やかな報告  広報・村内放送等 

□ その他 必要に応じて追加   

 

⑩ネズミ対策の順応的な管理 

 項 目 検討内容 主な配慮事項 備考 

□ 計画検討 

意見聴取 

PDCA サイクルによる検討 各専門分野の計画検討 

外部機関による影響評価 

 

  再侵入リスクの検討 ネズミが生息する島から

の距離を考慮 

 

  事前・事後ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画検討 非標的種への環境影響  

□ 対策実行 非標的種への影響緩和措置 散布時期の見直し  

  洋上流出防止対策 技術開発の再検討 

新技術の情報収集 

 

  個体群への影響評価 対象種の継続調査  

  事前・事後モニタリング サンプルの保存・分析  

□ 将来予測 ﾈｽﾞﾐの生息モニタリング 

保全対象種の情報収集 

複数の対応シナリオの検討 

ネズミの検出技術の向上 

保全対象種の継続調査 

 

□ その他 必要に応じて追加   
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